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近畿支部報第 76 号の発行にあたりまして、賛助広告をいただき誠にありがとう
ございました。

賛 助 広 告 一 覧 表

株 式 会 社 ア イ テ ク ノ

株 式 会 社 エ ン タ コ ン サ ル タ ン ト

大 阪 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社

キ タ イ 設 計 株 式 会 社

株 式 会 社 ケ ン セ イ

株 式 会 社 産 業 工 学 研 究 所

株 式 会 社 サ ン コ ム

株 式 会 社 三 和 綜 合 コ ン サ ル

株 式 会 社 西 播 設 計

正 和 設 計 株 式 会 社

テ ク ノ コ ー ポ レ ー シ ョ ン 株 式 会 社

内 外 エ ン ジ ニ ア リ ン グ 株 式 会 社

株 式 会 社 N I S S O

株 式 会 社 フ ァ ノ バ

株 式 会 社 平 和 I T C

丸 一 調 査 設 計 株 式 会 社

（五十音順）

（旧社名　株式会社　タカダ）



近畿支部報　Vol.76b 近畿支部報　Vol.76 c



近畿支部報　Vol.76b 近畿支部報　Vol.76 c

近畿支部報
Vol.76 2021.8CONTENTS

●賛助広告一覧表 

●近畿支部標準補償算定システムのご案内�

●巻頭言
　　就任ごあいさつ　
　　　　　　　　 国土交通省　近畿地方整備局　用地部長　　池田　　亨　　 　� 1

●特集　第45回通常総会　
　「令和３年度　近畿支部第45回通常総会」を開催　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　�3
　協会会長挨拶
　　　　　　　（一社）日本補償コンサルタント協会　会長　　坂田　隆史� 5

●講演会・講習会・研修会の報告
　　◆令和２年度　独禁法講習会
　　　　　　公正取引委員会　事務総局近畿中国四国事務所
　　　　　　　 　　　　　　　　　　　　経済取引指導官　　石本　将之� 7
　　◆令和２年度　実務研修会「（入門）土地収用法及び事業認定手続」
　　　　　 （株）平和ＩＴＣ　　　　　　　　　　調査役　　加藤　　巖� 9
　　◆令和３年度　
　　��　　　　第１回ＪＣＣ近畿支部標準補償算定システム操作技術研修会 35

●補償システムＩＴ委員会レポート 37
�
●新会員の紹介
　　　　　 （株）洸陽　　　　　　　　　　　代表取締役　　平田　輝明 　41

●親睦委員会便り　
　　令和３年度上期編 　　近畿支部　親睦委員会　委員長　　永井　晴夫� 　43
　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　　　　　委　員　　今中　康生� 　�

●支部だより� 45
� 1）支部役員会及び委員会の動き�
� 2）講演会・講習会・研修会の開催
� 3）会員親睦行事
� 4）情報提供・その他

●会員の動向 　51

●会員名簿� 　53

●編集後記� 　58



近畿支部報　Vol.76d 近畿支部報　Vol.76 e

ఆγεςϜの͝Ҋ಺ࢉ෦ඪ४ิঈࢧـۙ

令和 3年度版をリリースしました！

前年より全国仕様での規定様式にも対応しています。

作図算定の単一システムなので、テレワーク利用に最適！
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就 任 ご あ い さ つ

       　　　国土交通省　近畿地方整備局　

　 　　　用地部長　池　田　　亨

　一般社団法人日本補償コンサルタント協会近畿

支部会員の皆様には、日頃より国土交通行政の推

進に関しまして、格段のご理解とご協力をいただ

き厚く御礼申し上げます。

　このたび、７月１日付けで用地部長を拝命いた

しました、池田でございます。

　地方整備局勤務は、東北地方整備局に続いて２

回目となります。また、前職は兵庫県の阪神・淡

路大震災記念　人と防災未来センターということ

で、関西地区での勤務が続くこととなりました。

円滑な用地取得推進のため鋭意努力してまいりま

すので、どうぞよろしくお願いいたします。

　まず初めに災害の話になりますが、今年も梅雨

時の豪雨により各地で大きな被害が発生しまし

た。特に静岡県熱海市では大規模な土砂災害が発

生し、多くの方が亡くなられるとともに、未だ行

方の分からない方もいらっしゃるとのことです。

また大勢の方が避難生活を余儀なくされていま

す。一日も早くすべての方のご消息がわかるよう

お祈りいたしますとともに、被災された方々に心

よりお見舞いを申し上げます。さて、この災害で

特徴的なのは、今回の土石流が短時間の集中豪雨

により発生したのではなく、長期的な降雨が継続

した結果、発生したため、住民の方々が避難のタ

イミングを見極めることが難しかったことではな

いでしょうか。平成30年の岡山県倉敷市での洪

水でも、報道によりますと8時間かけて次々と堤

防が決壊し、住宅地の水嵩が増したとのことです

が、こうした事態を住民の方が予想するのは困難

であったに違いありません。このように、近年の

災害は、私たちのこれまでのイメージを覆す形で

次々と発生しています。

　近畿地方において、最近発生した大きな災害

（災害救助法の適用があった災害）は、令和の時

代になってからは本年１月７日からの福井県の大

雪によるものを除けばありません。しかし、令和

改元の前年の平成30年には、大阪府北部を震源

とする地震、７月豪雨のほか、災害救助法の適用

には至りませんでしたが、台風21号及び24号と

いった大きな被害を出した災害が続きました。災

害は定期的にやってくるものではなく、ランダム

に、ときには集中的にやってきます。ですから、

私たちも常に油断せず、また、これまでの常識に

とらわれることなく備えておく必要があります。

　用地に関する業務につきましても、近畿地方整

備局では、管内で大規模な災害が発生した場合に

迅速に対応するため、「緊急災害応急対策業務に

関する協定書」を貴支部と締結させていただいて

おります。平成23年９月に発生した台風12号・

紀伊半島災害においては、本協定を初めて適用

し、緊急の調査業務を実施することができまし

た。改めて御礼申し上げますとともに、今後も大

規模な災害が発生した際には、迅速な対応をどう

ぞお願いいたします。

　さて、近年の用地行政は、従来の公共用地の取

得に加えて新たな分野への展開が進みつつありま

す。具体的には、地籍調査の推進と所有者不明土

地の利用に関する施策の推進です。

（平成28年６月21日就任）
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　地籍調査は昭和26年から始まった長い歴史を

持つものですが、平成29年度からこの分野の業

務が用地部の業務として位置づけられました。近

畿地区でも積極的に取り組んでいただいている地

域もございますが、未だ調査の進捗が遅れている

地域も多く、用地の迅速な取得及び公共事業の円

滑な推進のためにも更に力を入れていく必要があ

ります。地籍調査の実施自体は地方公共団体が中

心となって担うものですが、整備局としても積極

的に協力していく所存です。

　所有者不明土地の利用については、「所有者不

明土地の利用の円滑化等に関する特別措置法」が

平成30年6月に公布され、近畿地方所有者不明

土地連携協議会が平成31年2月に設立されたと

ころです。また、土地基本法等の一部を改正する

法律が令和２年３月に公布され、この改正土地基

本法に基づき、土地基本方針が昨年５月に制定さ

れ、本年５月にはその改定が行われたところで

す。この改定土地基本方針では、所有者不明土地

対策、管理不全土地対策をはじめとする土地に関

する個別施策を着実に展開していくこととされて

います。現在、特措法施行３年経過の見直しに向

けた検討・取りまとめが、国の国土審議会で行わ

れているところです。この取り組みは、本年７月

１９日の日本経済新聞１面トップ記事として取り

上げられており、広く社会から関心を持たれてい

るものです。

　さらに、現在、用地行政の抜本的見直しが国土

交通省本省を中心に検討されています。公共事業

の実施において、用地取得は事業期間の過半を占

めていますが、自然災害が頻発化・激甚化する中

で、社会資本整備の早急な実施が求められてお

り、その前提となる用地取得の迅速化が喫緊の課

題となっています。このため、用地取得の合理

化・迅速化、現場力の維持、市町村支援・官民連

携、DX（デジタル・トランスフォーメーショ

ン）化等について検討を行っています。

　近畿地方整備局における令和３年度の全体事業

費は約3,002億円、そのうち用地関係予算は約

３０６億円です。

　令和３年度の主要な事業個所としましては、

・河川事業においては、阪神なんば線橋梁改築事

業、加古川改修事業、名張川改修事業

・ダム事業においては、足羽川ダム建設事業

・道路事業においては、国道24号寺田拡幅事

業、国道24号京奈和自動車道、国道42号近畿

自動車道紀勢線、大阪湾岸道路

等の事業を予定しております。これらの事業のほ

かにも、各事務所において多数の事業個所を抱え

ていますが、当然のことながら、これらについて

適正に業務執行を行うことが必要です。

　近畿地方整備局では、土地収用制度の適時適切

な運用等も含め、迅速かつ計画的な事業用地の取

得に努めているほか、業務委託方法の適正化や品

質の確保、用地取得に伴う不正防止対策等に引き

続き取り組んでおります。

　貴協会近畿支部は昭和52年の設立以降、すで

に40年以上の長きにわたりご活躍のところです

が、公共事業を円滑かつ着実に実施していくため

には、今後も用地業務に関する専門的な知識と高

い技術力を有する補償コンサルタントの皆様のご

協力が欠かせないものとなっております。

　今後とも良質で適正な成果の確保のため、知

識・技術力のさらなる向上と、より一層の研鑽を

積んでいただきますようお願い申し上げます。

　最後になりましたが、日本補償コンサルタント

協会近畿支部のますますのご発展と会員の皆様の

ご健勝、ご活躍をお祈り申し上げて、私のご挨拶

とさせていただきます。
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「令和３年度 近畿支部第45回通常総会」を開催

　近畿支部は、第 45 回通常総会を令和３年５月

21 日 ( 金 ) に Web にて下記総会次第により開

催しました。

　今回も昨年の前回同様、新型コロナウイルス感

染症緊急事態宣言下での開催であったため、国土

交通省近畿地方整備局や協会本部からの来賓はお

招きせず、また、総会後の講演会や懇親会も中止

になりましたが、委任状を含め 85 名の出席を得

て開催いたしました。

＜総会次第＞

　１．支部長挨拶

　２．議長の選任及び議事録署名人の指名

　３．議事

　　（１） 第１号議案　令和２年度事業報告承認

の件

　　（２） 第２号議案　令和２年度決算報告承認

の件

　　　　　　　〔監査報告〕

　　（３） 第３号議案　令和３年度事業計画 ( 案 )

報告の件

　　（４） 第４号議案　令和３年度収支予算 ( 案 )

報告の件

　　（５） 第５号議案　近畿支部　役員補充の件

　冒頭、中村支部長から「今年度の総会は、新型

コロナウイルス感染症緊急事態宣言の下、初めて

の Web によるリモート開催となりましたが、こ

れからは、コロナ対応に限らず今までのやり方と

は異なった対応が、これまで以上に求められる世

の中になってくると考えられます。近畿支部で

も、昨年度から補償システムＩＴ委員会を立ち上
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げ、デジタル・トランスフォーメーションに対応

できる新技術の活用を研究しているところです。

そして、我々の業務としては、国土交通省の防災・

減災、国土強靱化の施策など、補償コンサルタン

トが活躍する場がたくさんあるかと思いますが、

一方で緊急事態宣言延長の可能性もあるため、会

員におかれては感染防止対策を十分にとり、健康

に気をつけて元気に業務に取り組んで頂くことを

期待いたします。」との挨拶がありました。

　続いて、来賓はお招きしませんでしたが、協会

本部の坂田会長から総会開催に際しての挨拶文を

頂戴しておりましたので、事務局長が代読いたし

ました（挨拶文後掲）。

　その後、総会は、議長に株式会社ファノバの藤

本勉氏を選出し、各議案の審議に入りました。新

型コロナウイルス感染症の影響により令和２年度

の事業は、実施そのものを中止や規模を縮小す

る、あるいは回数を減らさざるを得ませんでした

が、令和３年度の事業計画 ( 案 ) および収支予算

( 案 ) については、ワクチン投与などの感染対策

によって今後感染症が沈静化していく可能性やリ

モート会議など感染症対策で培ったノウハウを事

業実施に有効利用できる可能性に期待し、コロナ

禍以前と同様の支部活動を目指したものとなりま

した。役員補充を含む各議案は原案どおり可決さ

れました。

新 役 員 紹 介（令和 3 年度補充役員）

　第 45 回通常総会の議案第５号「近畿支部役員補充の件」で選出された新役員です。

林原　繁樹
はやしはら　　　しげき

　九頭龍測量（株） 代表取締役
〒912-0071
福井県大野市鍬掛第２号４番地１
電話 0779-66-1021

幹　事

役　職 氏　　名 会　　社　　名 役　職（所属）
住　　　　　　　所
電　　　　　　　話
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　近畿支部の第 45 回通常総会が開催されるに当

たり、一言ご挨拶を申し上げます。

　はじめに、昨年来、世界中がコロナ禍にあり、

我が国においても政府を始め各行政機関、様々な

民間事業者等において感染防止対策が講じられて

いるところであり、当協会の各種会合についても

感染防止対策を講じてできるだけ参加人員を絞っ

ての開催を余儀なくされておりますこと、まずは

ご理解を賜りたく存じます。

　さて、昨年もまた、令和２年７月豪雨など、こ

れまでの予想を遙かに超えた大きな災害に見舞わ

れました。

　こうした災害に当たって会員の皆様が国土交通

省との協定に基づく災害応急対策業務においてご

活躍されていることは、補償コンサルタントの存

在意義を存分に示すものであると考えておりま

す。

　会員の皆様のご努力に敬意を表するとともに、

復興支援協会と連携して実施する復興支援業務に

つきまして、引き続きご理解・ご協力を賜ります

ようお願い申し上げます。

　ところで、今年度の国土交通省の公共事業関係

費は、５兆２千 587 億円、令和２年度第３次補

正予算を含めると７兆１千 929 億円となってお

り、前年度比 1.37 倍となっています。また、「防

災・減災、国土強靱化のための５か年加速化対策」

が令和２年 12 月閣議決定され、令和３年度から

令和７年度までの５か年に追加的に必要となる事

業規模は、政府全体で概ね 15 兆円程度を目途と

されており、重点的かつ集中的に対策を講ずるこ

ととされました。補償コンサルタント業界のより

どころとなっている用地補償関係も一定の事業量

が見込めるのではないかと期待しています。

　

　次に、所有者不明土地対策についてであります

が、国土交通省が地方公共団体への支援策として

地方毎に設置しております所有者不明土地連携協

議会では、引き続き、様々な活動がなされてお

り、当協会の各支部においても協力団体の一員と

して、講習会への講師派遣など、具体的な貢献に

努めているところです。　

　かねてから申し上げておりますが、この対策

は、土地収用法のノウハウを有し、補償実務の専

門知識を有する補償コンサルタントに適した分野

であると思います。

　協会と致しましては、今後も、基礎自治体であ

る市町村をはじめ、地方公共団体の様々な事業に

関して、より一層の業務拡大を図っていくことが

重要と考えております。

協 会 会 長 挨 拶

       　（一社）日本補償コンサルタント協会　　　　

　 　　　　会長　坂田　隆史
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　さらに、所有者不明土地対策に関連して、相続

や住所変更時の登記の義務付けなどを含む「民法

等の一部を改正する法律」や「相続等により取得

した土地所有権の国庫への帰属に関する法律」が

今国会で可決・成立しました。

　また、これらの動きを踏まえて、改正土地基本

法に基づき昨年５月に閣議決定された「土地基本

方針」が改定されることとなっています。

　このように所有者不明土地対策に係る情勢は大

きく進展しておりますので、今後とも情報収集に

努め、皆様にいち早くお伝えして参ります。

　このような様々な変化に対応していくために

は、なんと言いましても技術力をより一層磨いて

いくことが肝要であり、不断の研鑽によりその向

上を図ることが求められるところであります。

　当協会と致しましても、今後とも技術力の向上

や、担い手の確保・育成、働き方改革などの課題

に向けて会員の皆様とともに力を合わせて前進し

て参りたいと存じます。　

　むすびに、近畿支部及び会員の皆様方の今後の

さらなるご活躍、ご発展を祈念いたしまして、私

のご挨拶とさせていただきます。

 令和３年５月 21 日

 【代読　近畿支部事務局長　岡 本 和 彦】
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　令和３年２月１７日(水)に実務研修会と合同で独禁法講習会を開催しました。

　今回は、コロナ禍により集合形式での開催が困難であったため、オンラインによる講習会としました。

　また、テーマは昨年度と同様「独占禁止法の遵守と最近の状況」としましたが、講師は、従来お願いして

いた公益財団法人建設業適正取引推進機構は東京にあるためコロナ禍に来阪いただくことは感染予防対策上

好ましくないと判断し、大阪市内にある公正取引委員会事務総局近畿中国四国事務所の経済取引指導官であ

る石本将之氏をお迎えしご講義頂きました。

　講義では、独占禁止法（「私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律」）が、公正かつ自由な競争

を確保するために企業等が守らなくてはならないルールとして「経済憲法」と呼ばれる由縁に始まり、法律

の目的、対象、内容、そして入札談合や官製談合の事例などを紹介しながらご講義いただきました。

　

 令和２年度　独禁法講習会

       　　　　　　　公正取引委員会　事務総局近畿中国四国事務所

　 　　　　経済取引指導官　石本　将之
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総合補償コンサルタント総合補償コンサルタント総合補償コンサルタント

h t t p : / / w w w . f a n o v a . c o . j p

◆ 有資格者 ◆

【補償業務管理士】（土調）６人 （土評）４人 （物件）１５人 （機工）８人 （営特）７人 （事損）１６人 （補関）６人 （総補）２人

【一級建築士】２人 【二級建築士】９人 【アスベスト診断士】2 人 【測量士】3 人

◆ 業務実績 ◆

〇 土地調査・土地評価 ／ 用地測量、登記簿調査・土地鑑定評価

〇 建物・機械・工作物 ／ ・大規模工場の移転、構内改造 ࣭一般機械工場、自動車整備工場、造船所、  

化学工場、コンクリートプラント、砕石工場、製紙工場、食品工場、廃棄物処理工場、神社、寺院、   

小売店舗、ショッピングセンター、パチンコ店、ガソリンスタンド、養鶏場、養魚場、牧場、ゴルフ場、

墓地、区分所有建物、一般住宅等の建物移転補償

〇 公共補償 ／ 上水道施設、簡易水道施設、下水処理施設、ごみ処理施設、警察署、郵便局、放送局

〇 営業補償 ／ あらゆる業種の営業廃止、休止、規模縮小、仮施設補償

〇 立竹木補償 ／ 庭園、用材林、果樹園

〇 漁業補償・農業補償・鉱業権補償

〇 事業損失 ／ 建物の事前調査、事後調査、事後調査復旧費算定、水枯渇、日影、電波障害、騒音振動

〇 補償関連 ／ 事業認定、裁決申請図書作成、補償説明、技術者派遣、点検業務

拠点一覧

本 社 〒530-0001 大阪市北区梅田 1-2-2-1200 大阪駅前第 2 ビル 12 階 TEL：06-6344-0540

FAX：06-6344-0605

神 戸 営 業 所 〒650-0022 兵庫県神戸市中央区元町通 3-17-8-302 TEL：078-335-2424

尼 崎 営 業 所 〒661-0035 兵庫県尼崎市武庫之荘 3-7-8 TEL：06-6434-1802

姫 路 営 業 所 〒670-0065 兵庫県姫路市上手野 380-101 TEL：079-299-1870

京 都 営 業 所 〒604-0985 京都府京都市中京区麩屋町通丸太町下ル舟屋町 424 TEL：075-255-5105

福知山営業所 〒620-0915 京都府福知山市字十二 68-1-101 TEL：0773-33-9010

滋 賀 営 業 所 〒520-0802 滋賀県大津市馬場 2-6-12-301 TEL：077-526-8310

奈 良 営 業 所 〒630-8244 奈良県奈良市三条町 487 TEL：0742-20-0158

和歌山営業所 〒640-8256 和歌山県和歌山市土佐町 2-7-1 TEL：073-421-3285和歌山県和歌山市土佐町 2-7-1 

全８部門登録部部門 録

土地調査 土地評価 物件 機械工作物

営業補償・特殊補償 事業損失 補償関連 総合補償

（ᪧ社ྡ㸸ᰴᘧ఍社タࢲ࢝）
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　まず、若干テキストの内容を説明させていただ

きます。最初にテキストの目次は第1章土地収用

制度について、第2章事業認定制度についてで

す。先ほど研修委員長様から紹介のありましたよ

うに、昭和59年から土地収用に係る仕事をして

ます。今回の研修は、初めて収用研修をされる方

又は「用地取得と補償」の研修テキストを勉強さ

れている方を対象にしています。なお、土地収用

法における裁決申請手続については、近畿支部報

69号6頁の研修資料を参考にして下さい。

　研修の進め方といたしまして、最初のテーマ・

論点は土地収用制度についてです。土地収用制度

と憲法29条の関係です。その中で土地収用制度

の概要を説明します。日本の憲法は、明治時代に

近代憲法として『ドイツ帝国憲法（1871-

1919)』を参考に制定されています。日本が独

自に作成したものではありませんので、どうして

も理解しにくいことになります。まず、前段とい

たしまして、憲法29条の財産権と土地収用制度

の関係についてです。なぜこういう規定になって

いるのか、土地収用法1条との関係では、なぜ強

制収用するのかということから始めていきたいと

思います。

　まず、１ページは、土地収用制度の趣旨につい

てです。法律を勉強する中での問題は、通常の試

験勉強と同様の問題であります。一般的なレポー

ト・論文の書き方は、序論、本論、結論という順

序で文章を構成して記述します。法律学も同様の

記述になります。法律学の記述の特徴は、目次に

も書いています様に、本論の記述は、原則として

法律・制度の意義、要件、効果の順序で書きま

す。ただし、論文の課題によっては、例えば、そ

の制度が確立していないとか、制度について学説

等に争いがあるものについては、その制度がどう

いう趣旨であるという制度の趣旨、制度の問題

点、解決策又は対応策について記述する順序にな

ります。憲法29条が収用の根拠になった歴史的

な経過について説明します。

　2ページは、制度の趣旨として憲法29条の財

産権の歴史的変遷を書いています。この収用制度

の成り立ちはここにありますように、そもそも時

代を遡っていくとフランス革命後のフランス人権

宣言であり、市民革命のなかで成立した制度であ

ります。それが、フランス人権宣言17条の近代

市民法の原理としての「私有財産権の絶対・所有

の不可侵」、それと同時に土地を収用する場合に

は「正当かつ事前の補償」を要するということで

す。これが大きな柱になっています。また蛇足で

すが、研修テキストの作り方といたしまして、こ

のテキストを読んでいただいたら今述べているよ

うなことが理解できるように書いたつもりであり

令和２年度　実務研修会
　　　　　「(入門）土地収用法及び事業認定手続」

       　　　　　　　(株)平和ＩＴＣ　　　　　　　　　

　 　　　　調査役　加藤　　巖
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ます。若干、一般の土地収用のテキストとか事業

認定のテキストでは省略している項目を記載して

います。読んで理解しやすいように、一番理解し

にくい箇所でありますので敢えて時間を取って説

明します。フランス革命のなかで、近代市民革命

の原則である所有権は絶対であり、不可侵である

という制度が確立したのです。同時に正当かつ事

前の補償を要するという土地収用制度が確立しま

した。その後の各国の憲法においても土地収用の

根本原則になっています。これが土地収用制度の

歴史的変遷の経緯となります。

　3ページは、ワイマール憲法について書いてい

ます。ワイマール憲法は、ドイツの憲法です。

ちょうどフランス革命から130年ぐらい経った

1919年に、今度はその憲法の中で所有権の不可

侵が所有権の保障の制度に変わっています。これ

はなぜかと言うと、時代的な流れの中で、所有権

絶対では世の中が進んでいかないということがあ

りまして、憲法の財産権の制度が変わりました。

2番目は公用徴収とか公共の利益のためには法律

の根拠を要すると言うことです。これを法律の留

保と言います。憲法には法律で決めると規定して

います。3点目が収用に伴う補償は正当な補償を

要すると言うことです。そのことがワイマール憲

法153条に規定しています。また、この原理が

各国の憲法にも規定されています。ところが日本

の憲法は、先ほども申しましたように、ドイツの

憲法をそのまま準用して適用していますので、ワ

イマール憲法以前のドイツのいわゆる帝国憲法の

規定と同様になっています。明治憲法27条の財

産権保障は所有権の不可侵という条項になってい

ます。2項は公益の必要性については法律で定め

る規定ですが、いわゆる補償規定が憲法には存在

しません。そのことをパワーポイント枠の下に書

いています。日本の土地収用制度が明治22年に
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一度法制化されています。その後、民法が施行さ

れ、明治33年に土地収用法も新たに制定されて

います。この関係は何かと言いますと、若干時代

的な齟齬があります。土地収用法はワイマール憲

法に基づくプロシア土地収用法とか、フランス収

用法を標準として立法している、というのが1点

です。4ページの収用規定では、収用に対する損

失の補償は土地物件の相当の価格という規定に

なっています。ただし、民主的な手続につきまし

ては、かなり制限がありまして、いわゆる違法裁

決については、行政裁判所に提訴することになり

ます。補償金の裁決については、通常の裁判所に

提訴する規定になっていたため、制度的に違って

いました。また、日本が民法を施行したときに、

私たちが、補償を行う基本になる不動産につい

て、土地と建物はそのまま不動産と言うことに

なったのですが、諸外国のいわゆる大陸法とかフ

ランス法は、家屋は不動産という表示になってい

ません。敢えて日本の民法は、家屋を不動産と規

定しています。移転補償の柱となる建物移転補償

規定との関係がここに有ります。外国とは違う日

本の民法の規定であるということが一つございま

す。明治憲法における事業認定処分については、

事業認定の処分についての違法の処分の取り消し

訴訟が、土地収用法の規定にはありません。収用

委員会の補償金の裁定処分の訴訟としては、補償

金不満の場合には、通常の裁判所に訴訟を提起

し、収用裁決の違法採決については、行政裁判所

に訴訟を提起する。かなり複雑な手続になってい

ました。これが戦前の流れであります。

　4ページは、土地収用制度の法的根拠「財産権

の保障」についてです。パワーポイントの枠書き

のところは、実はテキストとは別にパワーポイン

ト的に作っています。通常の対面の研修会であれ

ば資料として、それを別々に作成するのですが、

〈補償コンサルタント〉・〈不動産鑑定評価〉

大阪エンジニアリング株式会社

支店等 □京都支店　　　　□奈良支店　　　　□兵庫支店　　　　□滋賀支店

□和歌山支店　　　□静岡支店　　　　□姫路営業所　　　□京都南営業所
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ズーム研修においてはテキストの構成として全部

本文の中に記載しています。後で勉強するとき

に、このパワーポイント枠書き項目のところを見

ていただければ、本文で記載している内容がまと

まっている形にしています。それでは、憲法29

条の財産権の補償についてです。日本国憲法29

条1項は、ここに書いていますように、財産権を

侵してはならないと規定しています。先ほど申し

上げましたように、明治憲法の規定のままです。

ドイツのワイマール憲法の所有権の補償の規定と

は違っています。これについては、ここに書いて

いますように、憲法学者の美濃部達吉先生がこの

時、日本国憲法の制定時になぜこういう規定に

なったのかということを次の5ページに引用して

書いています。いわゆる明治憲法を改定する作業

をした時に民主的改正案としてのマッカーサー憲

法草案にはありましたが、旧来の明治憲法の財産

権補償をそのまま規定しています。ただし、私有

財産の正当な補償の規定を追加したのは、従来か

ら学説で認めていたものを憲法規定上も明記し、

実定法として定義しているということです。この

ような憲法制定の流れになっています。こういう

理由で、この財産権を侵してはならないという条

文のままです。29条2項の財産権の内容は、公

共の福祉に適合するように法律でこれを定めると

いう規定です。この規定を根拠として土地収用法

が制定されています。また、特別法として都市計

画法等の法律が制定されています。29条3項に

ついて、私有財産は、正当な補償の下に、これを

公共のために用いることが出来るということで

す。ここで初めて正当な補償ということが言われ

ています。ところで、先ほどの明治33年の土地

収用法の補償規定では、土地物件の損失補償は相

當の価格での補償規定となっていました。戦後の

土地収用法もそれを継承して、相当な価格という

規定になっています。このため、勉強していくう

えでこのあたりが理解しにくい規定となっていま

す。29条3項の補償規定を定めた理由につい

て、先ほども説明したとおり美濃部先生は、従来

から認められていることを憲法に規定している、

と言われています。ここでもう一つ問題が、どう

しても私たちは憲法なり、法律で規定されている

ことをそのまま解釈して適用すると理解しがちに

なります。ここでは、明治憲法には記載されてい

ないけれども、実は同じだということを憲法学者

は解釈しているわけであります。したがって、こ

のことが理解しにくいところになろうかと思いま

す。このように、憲法が時代とともに変わってき

ていますし、また、憲法の内容も変わってきてい

るということになります。

　５ページは、参考として土地収用における判例

を記載しています。財産権の補償に関する論点に

なります。学説、判例を理解しにくい点が、先ほ

ど申しました正当な補償とは何かという論争であ

ります。完全補償説、相当補償説、財産権の権利

内在的な制限説等が争点となります。財産権の補

償は完全補償を要するのか、補償の根拠に相当な

理由があったらよいのか、財産権は社会一般的な

利用において、権利に内在する制限があるので、

補償しなくてよいのか、法律学者、裁判所を巻き

込んで様々な論争があります。さて、結論として

土地収用法における判例は最高裁判所で確定して

います。判例は完全補償説ということです。学説

は判例と同様な趣旨であり、完全補償説です。具

体の判例は、昭和48年の土地収用補償金の請求

事件についてです。これはどういうことかと言い

ますと、土地収用の判例といたしまして、いわゆ

る都市計画法の制限がついている土地についての

補償についてはどうなるのか争われた事件です。

それについては、最高裁判所は6ページのとお

り、土地収用法の損失補償は、完全補償と判示し

ています。すなわち、収用の前後を通じて財産価

値を等しくする補償であって、それを金銭補償す

るときには、収用される方が近隣の収用される土

地と同じ、同等の代替地を取得するに要する費用

を補償するべきものであるという判断を示してい

ます。よって、考え方としては、完全補償説を学
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説も支持していますので、これについて法律学者

の先生方も多数説として支持しています。この財

産権に対する補償の論議をするときには、この判

例の考え方に基づいて問題の解答案文を書くとい

うことになります。この判例が根拠になっていま

す。ところで、この判例は土地の補償について

言っているわけで、私たちが通常の業務として

行っている物件移転補償になってくると、これに

ついても本来はこの考え方となりますが、必ずし

もそうでなく合理的な数値の根拠があれば相当補

償も相当とする考え方もありますが、基本は、完

全補償説ということですので、非常に難しいとこ

ろです。勉強していても理解しにくいところだろ

うと思います。

　収用の手続における問題点を2つ説明したいと

思います。これは先ほど申しましたヨーロッパの

大陸法では土地を収用するときに、事業の公益性

を判断する手続と補償金を裁決する手続とを分け

てすることが適正であり、適正手続を確保するこ

とが公平であるという法の沿革の流れになってい

ます。その制度がそのまま日本の憲法の中に私有

財産権の保障として規定されていまして、土地収

用法の中にそれが反映されています。7ページ

は、厳格な手続についてです。厳格な手続として

「公共のために用いる」ということと、「正当な

補償をする」ことを規定しています。「公共のた

めに用いる」ことが事業認定の手続になり、「正

当な補償を行う」というのが収用裁決の手続にな

ります。事業認定手続は、事業認定庁が事業の公

益性を認めて事業認定の告示を行うことです。収

用裁決の手続は、独立の行政委員会として収用委

員会が正当な補償を行うことです。このように分

かれています。手続が分かれている意味はこうい

うことになっています。7ページの下段に、各国

の公益性決定と収用処分とが別々の機関によって

行なわれている内容を書いていますが、ここは

ちょっと省略をさせていただきたいと思います。

　8ページから土地収用法の性格について、5項

目書いています。これはテキストを読んでいただ

ければ分かる箇所であります。時間の関係で、簡

単に言いますと、１番目が、収用による財産権の

取得は原始取得であるという原則です。2番目

が、収用は正当な補償を要するということです。

3番目が、収用というのは公共の利益となる事業

にのみに認められるということです。4番目が、

収用の目的物は、基本的に先ほども申しましたよ

うに、土地ですので代替性のない財産であること

を要するということが基本になっています。5番

目が、その収用の目的物の範囲は必要最小限、必

要な範囲にとどめるということです。詳細な説明

は省略をさせていただきます。

　9ページは、土地収用法の定義についてです。

先ほどから申し上げています様に、土地収用制度

の意義の内容について、何を書くのかということ

です。その制度の意義の内容としてまず、土地収

用法が何を定義しているのかということです。土

地収用法は収用の当事者、収用の対象、収用対象

物の制限、収用対象物の拡張などを規定していま

す。収用の当事者として起業者、土地所有者、関

係人、そして準関係人を定義しています。

　10ページは、収用の対象です。収用の対象と

しては、土地、権利、物件、土地に属する土石砂

れきが収用使用の対象になります。10ページの

下段には、収用対象物の制限について書いていま

す。収用対象物については、理論上又は法律制度

上いくつかの収用物についての制限が存在してい

ます。また、収用対象物の拡張については、収用

又は使用の対象を当該事業に直接必要な部分のみ

とせず、むしろ拡張的に収用した方が公平の原則

にかなう場合があり、土地収用法はいくつかの拡

張収用を一定の要件のもとに認めていますので、

残地収用、使用に代わる収用、移転困難な場合の

物件の収用、移転料多額の場合の物件の収用につ

いては、拡張収用ができるようになっています。
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土地の『収用又は使用』については、参考資料と

して記載しています。今まで簡単に土地の収用と

か使用とかと言っていますけれども、土地収用法

を開いていただくと２条になりますが収用の定義

は規定していません。それはなぜかと言うと、

11ページにアメリカもそうですし、イギリスも

フランスも要は公共事業については強制収用がで

きるという概念の法制度になりますので、収用の

意義とか、収用の定義は規定していません。収用

権という考え方は講学上の用語になります。各国

の法学者が収用とは何かと言うことを解釈してい

る訳です。このことが理解するのが非常に難しい

ということだと思います。『収用又は使用』の要

件について、実体的要件と手続的要件をそれぞれ

記載しています。該当する条文も記載していま

す。

　それでは、1ページに戻りまして、「公用収

用」について、先ほどの美濃部達吉博士が、その

内容を書かれています。「公用収用」とは「公益

の必要により、特定の物に関する所有権を、その

権利者の意思にかかわらず、国家権力によって取

得、消減、制限させること」ということを概念と

して述べられています。これが講学上の考え方で

あるということになりますので、土地収用法では

このことを規定していません。と言うことで、非

常に分かりにくい点だと思います。

　12ページは、土地収用法における主要手続に

なります。事業認定手続と収用裁決手続の流れの

フローチャートを記載しています。このフロー

チャートは、平成13年の土地収用法の一部改正

に伴うものです。事業認定の手続を開始するため

起業者は、まず事前説明会を開催する必要があり

ます。事業認定申書の公告・縦覧中に公聴会の開

催要求があった場合には公聴会を開催することに

なります。また、縦覧中に事業認定庁の判断と相

反する意見書が提出された場合には、第三者機関

＜熊本本社＞ 

 〒861-4113 熊本県熊本市南区八幡5丁目17番43号 
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                浦和Aビル3F 

       TEL 03-3438-2927／FAX 03-3438-2928 

代表取締役  米崎 司 

補償コンサルタント業務の必需品 
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の意見を聴取するという手続が追加されていま

す。デュープロセスとして、手続的には適正手続

をすることが義務付けられています。収用委員会

の手続につきましては、土地の権利を取得する裁

決申請と物件等の明渡を求める明渡裁決の2つに

分かれる手続になります。

　ここからが本題になります。13ページは、事

業認定制度についてです。これは起業者が最初に

する手続になります。これまで起業者と言ってき

ましたが、起業者の定義は、８条１項に規定があ

ります。起業者とは、土地、権利等の収用を必要

とする公共・公益事業を行う者であり、収用の主

体になります。事業主体のことです。制度の成り

立ちとして事業認定の意義、事業認定を行う機

関、事業認定の手続です。13ページは、事業認

定の意義について書いています。土地収用法3条

の各号に該当するものに関する事業は、収用でき

る事業であると規定されています。収用する場合

には事業認定を受けなければならないということ

であります。これが収用手続の第一段階になりま

す。なお書きは、都市計画事業については、都市

計画法59条の規定により土地計画法の事業の認

可とか承認があった場合には事業の認定の告示が

あったとの、みなし規定の適用があり、改めて事

業の認定の手続を行う必要はないということであ

ります。事業認定の処分を行う機関についてで

す。この機関を事業認定庁と申します。事業認定

庁は申請する事業によりまして、国土交通大臣

（本省）と地方整備局長及び都道府県知事とに分

かれています。事業認定の手続については、平成

13年の土地収用法の一部改正以後の事業説明会

の開催手続の記載等について書いています。事業

説明会の趣旨は、先ほど言いましたように、

デュープロセス手続として、土地所有者その他の

権利者に当該事業を事前に説明をしておく必要が

あると言うことです。事業認定をすることを知ら

なかったという訳にはいかないということで改正

の趣旨として入っております。そのことを14

ページから記載しています。事業説明会の開催を

もって事業認定の申請手続に入るということであ

ります。

　16ページは、事業認定の要件についてです。

具体的な事業認定の要件につきましては、土地収

用法20条に4要件が記載されています。事業認

定の実体的要件は、1番が1号要件ということで

事業が法第3条各号の一に掲げるものに該当する

ものであるということです。よく間違えますの

は、この1号に該当すれば収用権が付与されると

いうふうに考えられますけれども、そうではない

ということです。事業に該当することが前提条件

になるということであります。16ページ下段に

は、具体的な事業認定申請を進める上での実務と

して、あとの事業認定申請書の作成要領の説明は

時間的に難しいと思いますので、現在の適用とし

て、このような書類を参考資料として作成し添付

する必要があります。これらに該当する条文、規

定の参考資料を全ての項目について、その根拠と

なる資料として添付するということであります。

この趣旨は、事業認定申請における審査に要する

時間の短縮とか、定型化を図るということです。

実務の作業としては、申請書の本文にも記載し

て、参考資料も添付して提出するということに変

わっています。2号要件として、事業施行者は、

起業者として事業を遂行する充分な意思と能力を

有する者であることが要件になります。

　17ページは、意思と能力についてです。「意

思と能力」とは、用地の取得ができれば、起業者

が実際に事業を遂行しうる各種の準備が整えられ

ていることです。「意思」について言えば、起業

者が地方公共団体であれば議会の議決を要し、一

般法人であれば法人の正式な意思決定を要するこ

とが要件になります。「能力」については、法

的、経済的、実際的能力があり、事業を施行する

権限、事業施行に必要な財源の措置を要し、組織

及び職員の配置状況など起業者が実際に事業を遂
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行できる体制を整備することになります。3号要

件は、事業計画が土地の適正かつ合理的な利用に

寄与することです。これが事業認定のコアな部分

になります。この中で、一番大きなメインの論点

が17ページから18ページに記載している日光太

郎杉事件の判例になります。この判例は東京高等

裁判所の、いわゆる下級審の確定判決です。ま

た、現在までこの判決しか確定した判決がありま

せんので、一番大きく実務に影響する裁判所の考

え方になります。その内容として、18ページに

は比較衡量についての略図を記載しています。ビ

ジュアル的に略図を見ていただくと一番よく分か

ると思います。要点は、ここでは「得られる公共

の利益」と「失われる利益」の諸利益を調整し

て、公共の利益のほうが高い価値の場合、大きい

場合に事業認定が認められますということです。

通常の裁判では、その事業が適正なのかどうか、

内容がいいのかどうかは裁判所が判断しますが、

ここにありますように土地収用法の中では20条

の要件として1，2，3，4号要件が全て事業認定

申請書に反映されていると裁判所が判断するとき

は、事業認定の要件としての得られる公共の利益

と失われる利益を比較衡量しています。具体的に

言いますと、この裁判ではいわゆる文化財的な日

光太郎杉を収用して伐採することと事業をするこ

ととのどちらの要因が優越すると認められるか判

断して、公益性よりも、文化財的な日光太郎杉を

伐採するのは問題があるということでありまし

て、敗訴しています。事業認定の訴訟としては、

稀な事例でありますが、その内容は比較衡量論と

して定着しています。よって、実務の基本となっ

ています。この判例の趣旨が平成13年度の土地

収用法の一部改正に取り込まれています。その内

容は、文化財とか、自然環境に対する影響評価の

項目を事業認定申請書に反映することになりま

す。

　18ページは、事業計画の法適合性についてで

す。３号要件に該当するかどうかの判断の前提と

して、「当該事業計画の内容が適正且つ合理的」

であるかどうかを検証することになります。先ほ

どの申請事業の施行により得られる公共の利益と

失われる利益との比較衡量について、具体的な視

点で各種規則ルールを記載しています。19ペー

ジ以下では、どのような公共の利益、申請事業の

施行により失われる利益があるのかということを
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項目ごとに記載しています。特に、平成13年土

地収用法の一部改正における項目として、申請事

業の施行により起業地における失われる利益の代

表的なものとして、自然環境等への影響（保全す

べき動植物等）、史跡・文化財への影響等、いわ

ゆる起業地、収用する土地におけるものを反映す

る記載に変わっています。20ページには、1点

気を付けることを書いています。申請事業によっ

ては、地域社会への影響等も失われる利益として

考慮すべき場合もあるが、起業地の周辺に与える

マイナス要因としての大気汚染、騒音、振動等に

ついては、事業の公益性から控除すべきものとし

て考慮すべきであって、「起業地における失われ

る利益」そのものではない、というややこしい表

現になっています。直接的な起業地のマイナス要

因ではないということになります。

　20ページは、自然環境への影響についてで

す。特に、先ほども言いましたように本文の中で

もそうですが、参考資料としても環境影響評価の

根拠となる条文、手法、その評価の内容について

参考資料として、事業認定申請書を作成する場合

には全部添付をすることになります。まとめて、

概要を書くことになります。文化財への影響につ

いては、収用する起業地に含まれる法令制限地を

含めていろんな周知の埋蔵文化財、史跡等につい

てもその有無とか、有る場合には、どういう調査

をしているのか、文化財保護法担当課がどういう

評価をしているのか、教育委員会がどういう見解

をもっているのか等を検証して、添付することに

変わっています。

　21ページは、比較衡量論についてです。比較

衡量論のコア部分の2番目代替案との比較になり

ます。一般的にルート比較と言われています。事

業の全体計画を選定するに当たっては、比較検討

することによって全体計画の整合性、合理性を説

明することになります。これは、東京高裁裁判所

の日光太郎杉事件の判決及び東京地方裁判所の新

東京国際空港事件の判決等に基づいた考え方で

す。全体計画の事業計画と複数の代替地とを比較

するのが重要であるということです。比較衡量

は、道路事業では事業地のルート案の比較には必

要な要件となります。ただし、ここにも書いてい

ますように、想定されるもの全てを比較せよと

か、考えられるもの全て比較せよではなく、通常

の場合であれば申請案とＡ案とＢ案との3案を比

較するというのが一般的な比較対象の内容になり

ます。これについては、裁判所における司法審査

においても、通常の手法とされていますので、そ

の比較案がどうだったかということを裁判所がそ

の比較案に基づいて判断し、判示しています。

　22ページは、その比較案はどんな案が出てく

るのかという比較する項目を記載しています。比

較案については、必ず社会的条件、経済的条件、

技術的観点から総合的に判断するものです。この

項目について一覧的に作成し、それに該当するも

のを入れていくということになります。ここで、

重要になってきますのは代替案比較の視点になり

ます。22ページ下段から次のページにかけての

内容です。23ページは、土地収用制度の活用に

ついてです。私が本省から近畿に帰ってきた頃の

昭和63年に、本省から土地収用制度の活用につ

いての通知文書が発出されています。23ページ

に参照と書いている文章です。都市計画について

は、都市計画決定がされていれば、都市計画の事

業認可にいたっていなくても、都市計画区域に

入っている事業については、事業計画の全体計画

については、ルート比較は基本的には要しない、

という通達です。よって、ルート比較を省略する

ことができるようになっています。ただし、これ

は都市計画の事業認可をされた方はよくご存じだ

と思いますが、都市計画決定がされ、そのまま事

業認可する場合と都市計画決定を変更して事業認

可をする場合があります。ということで、都市計

画決定イコール都市計画の事業認可ではありませ

んので、そこに都市計画決定の変更の有無の問題
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が生じます。それが一致したものだけが都市計画

の事業認可となります。事業認定の土地収用制度

の活用については、ルート比較の省略について、

都市計画決定の区域が本体事業の計画と完全に一

致している必要はないということです。ただし、

その場合は不整合箇所の図面を作成しその理由を

説明して、都市計画部局が事業認定のためだけに

変更ができるのかどうか、都市計画法21条2項

の都市計画決定の軽易な変更に該当するのかどう

かを確認して申請することになります。この都市

計画決定された場合のルート案につきましては、

事業認定申請書に土地利用の合理性について、当

該ルート選定の考え方、具体の経過地の状況を記

載して説明することになります。

　23ページは、4号要件の「土地を利用し、又

は使用する公益上の必要があるものであること」

についてです。４号要件は、事業認定申請に係る

事業が、当該土地を収用し又は使用する公益上の

必要があることを要件とするものであります。当

該事業が法２０条１号から同条３号までの各要件

に合致するものであっても、なお収用手続をとる

ことの公益上の必要に欠けるところはないかどう

かであると解されています。具体的に、判断の中

心となる要件として、①申請事業の供用による公

益性の発揮を早期に図る必要性があること。②収

用又は使用しようとする土地等が申請事業の公益

性の発揮のため必要な範囲に存すること。③収用

又は使用の別の合理性があること。収用とは、所

有権の取得又は所有権以外の権利の消滅でありま

す。使用とは、収用のように収用権すべてを起業

者に移転するのではなく、時間的又は空間的にそ

の一部の私権の行使を制限することを目的とする

ものであり、使用で足りる土地等について、より

規制の程度の強い収用を行使することは、相当と

は認められません。したがって、事業認定申請事
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業の公共性の発揮のため必要な手法が収用である

か、使用であるかを確認することを要します。そ

のことを確認することになります。ここまでが土

地収用法20条の要件になります。これらの要件

に該当するときは、事業の認定をすることができ

ることになります。

　25ページは、事業認定の申請単位についてで

す。事業認定を申請する場合には、事業計画の全

体計画区間を申請する事業の全体計画区間の起業

地区間として申請するということになります。先

ほど紹介しました昭和63年の通達が出るまで

は、全体計画区間を申請する必要があったのです

が、これではなかなか積極的な活用に支障が出て

いるということで、そういう起業者の負担を軽減

するとか、早期に公益性を発揮するためにも、用

地取得の進捗状況に応じて残った区間について事

業認定ができるかどうかということです。26

ページは、ビジュアル的にポンチ図を書いていま

す。全体の区間について、公益性、土地利用の合

理性、施行能力等について説明した上で、一部の

区間については、事業認定申請単位を縮小するこ

とが出来るとするものです。例示としては、全体

計画区間の中でＡ区間のように取得が全部終わっ

ている、Ｃ区間についても取得が終わっている

Ａ、Ｃ区間については、全体計画区間から取得に

要する区間を外して、起業地区間をＢ区間とＤ区

間として、区切ってそれぞれについて起業地とし

て申請できるということです。これが一つです。

もう一つが次の27ページにあります。全体計画

区間の中で用地の取得にスケジュールに大きな差

があり、買戻権との関係から10年以上の事業施

行予定に差がある場合には、その区間を外して申

請することができますという運用に変わってい

ます。

　28ページは、関連事業についてです。本体事

業とは、法３条各号に掲げるものに関する事業を

施行することです。事業計画の全体計画区間、申

請起業地区間のことです。関連事業とは本体事業

とは別に、既存の収用適格事業がこの本体事業で

支障となった場合に機能回復をはかる必要がある

ということです。本来的に事業認定は本体事業だ

けで単独で行っていましたが、昭和３９年土地収

用法の一部改正から変わっています。関連事業も

本体事業と一緒に説明することで一体として事業

認定ができるようになっています。関連事業とは

ということで、28ページからビジュアル的にポ

ンチ図を書いています。これは何が合理的にいい

のかと言いますと、事業の必要性、位置の特定に

人・自然の調和をめざして豊かな環境を創る
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つきましては、本体事業の位置の選定理由と事業

の公益性を説明すれば、それに伴って支障となる

収用適格事業の付替え工事が必要であるという説

明で足りるということになります。これが関連事

業です。30ページは、附帯事業についてです。

附帯事業は、本体事業の施行の便益を高めるもの

です。本体事業だけで全ての工事を施行すること

ができるわけではありません。附帯事業とは、法

３条１号から同条３４号の３までに掲げるものに

関する事業のために欠くことができない道路、

橋、鉄道、軌道、索道、電線路、水路、池井、土

石捨場、職務上常駐を必要とする職員の詰所又は

宿舎その他の施設を設置する事業のことで、法3

条35号に、特別に規定しています。事業認定の

申請は、本体事業、関連事業、附帯事業というこ

とで別々にすることもできますし、本体事業と一

緒に申請することもできるということです。

　研修時間も少なくなってきましたので、少し省

略させていただきます。30ページは、事業の認

定を行った場合について記載しています。国土交

通大臣は、事業の認定をしたときは官報で告示

し、都道府県知事は、公報に告示する手続になり

ます。事業認定の効果について、土地所有者及び

関係人については、補償金の支払請求権や裁決申

請の請求権の権利、土地の保全義務が生じます。

特に起業者については、補償金の周知措置（法２

８条の２）等の内容を書いています。周知措置の

主な内容は、土地価格は事業認定の告示時点で固

定され、以降は権利取得裁決までの物価の変動に

応ずる修正が加えられます。事業認定の失効につ

いては、事業認定の告示の日又は手続開始の告示

の日から１年以内に裁決申請をしないときや、事

業認定の告示の日から４年以内に明渡裁決の申立

てをしないときには、期間満了の日の翌日から将

来に向かって、その効力を失います。その他につ

いても種々書いています。

　33ページは、事業認定の申請書の作成要領に

ついてです。事業認定の申請書の作成要領マニュ

アルは国土交通省のホームページ等で事業認定を

行った事例が公表されていますので、ご参照くだ

さい。そのなかでどのようなことが必要なのかと

いう作成項目を作成するうえで留意する点、注意

する点について種々書いています。これにつきま

しても時間の関係で省略させていただきます。

40ページは、都市計画法の特例についてです。

都市計画事業については、土地収用法３条各号の

一に該当する事業とみなし、土地収用法の規定が

適用されます。

　41ページは、都市計画事業と事業認定の要件

の違いを対比表として記載しています。事業認定

の要件は、既に説明しました4要件があります。

都市計画事業の事業認可の要件については、その

横に都市計画法69条、59条以下の規定の内容を

記述しています。事業認定要件と都市計画の認可

基準とは一致するところと一致しないところがあ

ります。それ以外にも都市計画事業の施行期間を

過ぎれば事業認可は失効しますので、事業認定と

は違う内容になっています。ただし、この都市計

画事業の認可があると都市計画法の特例として、

都市計画事業の認可又は承認をもって土地収用法

の事業の認定があったものとみなされるので、あ

らためて事業の認定を受ける必要はありません。

みなし規定になっています。そのみなし規定の内

容等が42ページに記載しています。ここで、事

業認定の要件と都市計画法の特例について、よく

受ける質問がありますので説明させていただきま

す。いわゆる事業認定をとらなくても都市計画法

の事業認可でもって、収用裁決すればよいのでは

ないかというお話であります。そう言われている

のは、都市計画事業の認可の特例として、事業認

定の効果があるわけです。さらに、収用裁決する

時にはどうなるのかについて、法律の条文はご存

じと思います。法律の条文以外に政令、国土交通

省令、具体的に土地収用法施行令、同法施行規則

等の読み替え規定等について見ていきたいと思い



講演会・講習会・研修会の報告

近畿支部報　Vol.7621 近畿支部報　Vol.76 22

ます。

　43ページは、都市計画事業における収用裁決

について記載しています。都市計画法の事業認可

の内容をそのまま収用委員会に申請出来るのかと

言うと、都市計画事業については、都市計画法

61条の認可又は承認をもって事業の認定に代え

るものであり、事業の認定を行うことは必要あり

ません。しかし、収用裁決については、都市計画

認可等の場合のみなし規定は存在しません。逆に

土地収用法の裁決申請の規定を適用しています。

具体的には、都市計画事業における収用裁決の申

請については、都市計画法71条において、土地

収用法における収用裁決申請の規定である土地収

用法39条1項を適用しています。収用裁決申請

書の添付書類は、土地収用法施行規則17条の規

定において、同３条の事業認定申請書の添付書類

である事業計画書並びに起業地表示図面及び事業

計画表示図面を添付することになります。つま

り、都市計画事業の裁決申請では、土地収用法

16条の事業認定を受ける事業認定申請書の書類

を新たに作成して添付するものであり、その書類

は同法20条の事業認定の要件に該当するもので

あることを要するものです。そうしますと先ほど

説明しました事業認定の要件であり、事業認可で

作成していない項目を新たに作り直さなければな

らないことになります。新たに作成する主な項目

としては、事業の公益性とか環境影響評価とか全

体計画のルート選定理由とか経過地の説明とか、

道路であれば将来交通量等になりますので、事業

認可の要件の申請図書等とはかなり違っていま

す。予定の時間となりましたので、以上を持ちま

して、（入門）土地収用法及び事業認定手続の研

修とさせていただきます。ご清聴ありがとうござ

いました。

　 以上

 
 

 
 

 

 

 

 

 

 

本 社  滋賀県近江八幡市安土町上豊浦 1030 番地  TEL （0748）46-2336 (代) 

京 都 支 社  京都府福知山市篠尾新町一丁目 56 番地の 1  TEL （0773）22-8866 (代) 

大 阪 支 社  大 阪 府 高 槻 市 西 真 上 一 丁 目 2 7 番 3 号  TEL （072）683-0028 (代) 

西 日 本 支 社  兵 庫 県 姫 路 市 西 夢 前 台 二 丁 目 4 9 番 地  TEL （079）267-0456 (代) 

 
 

 

 

 

 

““人人””だだけけででななくく““地地球球””にに優優ししいい環環境境空空間間のの創創造造  
－－  限限りりああるる資資源源ををよよりり良良くく活活かかしし、、次次世世代代にに明明るるいい未未来来をを  －－  

“ISO9001”・“ISO14001”・“ISO27001”・“ISO45001” 認定取得 

建設コンサルタント・補償コンサルタント・一級建築士事務所 

測量業・地質調査業 



講演会・講習会・研修会の報告

近畿支部報　Vol.7621 近畿支部報　Vol.76 22

 

㸦୍♫㸧᪥ᮏ⿵ൾࢺࣥࢱࣝࢧࣥࢥ༠఍ ㏆␥ᨭ㒊 

௧࿴㸰ᖺᗘ ᐇົ◊ಟ఍㸦ࣥ࢖ࣛࣥ࢜◊ಟ㸧 

௧࿴３ᖺ㸰᭶㸯㸵᪥(Ỉ) 15:15㹼16:30 

 

 

 

 

 

㸦ධ㛛㸧土地収用法及び事業認定ᡭ⥆ 

土地収用ไᗘと事業認定の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ᰴᘧ఍♫ ᖹ࿴㹇㹒㹁 ㄪᰝᙺ ຍ⸨ ᕘ 

 

 

 

 

 

 

┠  ḟ 

➨㸯❶ 土地収用ไᗘについて ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯 

㸯⠇ 土地収用ไᗘの㊃᪨ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯 

㸰⠇ ᠇法29条と土地収用ไᗘの概要 ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯 

㸯 ไᗘのἢ㠉㸸᠇法29条の財⏘ᶒのṔྐ的ኚ㑄について 

㸰 明἞᠇法の⚾᭷財⏘ไᗘ 

３ 土地収用ไᗘのἢ㠉 

３⠇ 土地収用法のᡭ⥆㸦஧ไᗘについて㸧࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸵 

事業認定のᡭ⥆ 

    収用裁決のᡭ⥆ 

㸲⠇ 土地収用法のᛶ᱁ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸶 

㸳⠇ 土地収用法の定⩏ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸷 

収用の当事⪅ 

収用のᑐ㇟ 

収用ᑐ㇟≀のไ㝈 

㸦ཧ ⪃㸧 

土地収用法における୺要ᡭ⥆ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯㸰 

 

➨㸰❶ 事業認定ไᗘについて ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯３ 

㸯⠇ 事業認定のព⩏ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯３ 

㸰⠇ 事業認定に㛵するฎศを行࠺ᶵ㛵 ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯３ 

３⠇ 事業認定のᡭ⥆ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯㸲 

㸲⠇ 事業のㄝ明 ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯㸲 

㸳⠇ 事業認定の要件 ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸯㸴 

土地収用法20条の要件 

㸴⠇ 事業認定の申請༢఩ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸰㸳 

㸵⠇ 㛵㐃事業 ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸰㸵 

㸶⠇ 㝃ᖏ事業 ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸰㸷 

㸷⠇ 事業の認定 ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭３㸮 

 

10⠇ 事業認定のຠᯝ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭３㸮 

11⠇ 事業認定のኻຠ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭３㸰 

12⠇ 事業認定申請書類の作成 ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭３３ 

事業認定申請書の記載事項 

事業認定申請書の添付書類 

事業認定申請書の作成᪉法 

13⠇ 都市計画法の≉౛ ࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭࣭㸲㸮 

 

- 1 - 

 

➨㸯❶ 土地収用ไᗘについて 

㸯⠇ 土地収用ไᗘの㊃᪨ 

公ඹの利益となる公ඹ事業及び公益事業のたࡵに、土地その௚≉定の財⏘を必要とする

ことがある。このよ࠺なሙ合、ཎ則として、኎㈙ዎ⣙その௚Ẹ事上のᡭẁでそれらの財⏘

を௵ពによりྲྀᚓしている。しかし、௵ពྲྀᚓはᶒ利⪅である相ᡭ᪉の同ពを必要とする

から、もし相ᡭ᪉との㛫で、኎㈙について౯᱁その௚の条件で合ពが成❧しなかったሙ合

、財⏘の኎りΏしそのものについてᣄྰしているࡵ事業計画に཯ᑐしているたࡤ࠼౛、ࡸ

あるいは、ᡤ᭷ᶒதいがあるたࡵ┿の土地ᡤ᭷⪅を☜定でࡁない、土地ቃ⏺தいがありᡤ

᭷ᶒのᖐᒓが୙明の㒊ศがあるሙ合には、事業に必要な土地その௚財⏘をྲྀᚓでࡁないこ

ととなる。そこで、公ඹ事業等が࠺࡝してもその土地その௚≉定の財⏘を必要とするሙ合

のたࡵに、ᶒ利⪅のពᛮにかかࢃりなࡃ、その財⏘をᙉไ的に起業⪅にྲྀᚓࡏࡉるไᗘが

タけられている。 

௵ពྲྀᚓ 

これらのྲྀᚓ又はᾘ⁛は、㏻ᖖは相ᡭ᪉とのዎ⣙によって行ࢃれる。 

土地の኎㈙ዎ⣙は、土地ᡤ᭷⪅のពᛮがᑛ㔜ࡉれる。㸦Ẹ法555条㸧 

ዎ⣙はዎ⣙の申し㎸ࡳとᢎㅙにより成❧する。   㸦Ẹ法521条㸧 

土地収用ไᗘ 

収用とは、公ඹの利益となる事業の用に౪するたࡵ、ᅜᐙᶒຊにᇶ࡙いて正当な⿵ൾの

もとに、௚ேの財⏘をᙉไ的にྲྀᚓすることをい࠺。 

公用収用ࠖとか、༢にࠗ収用࠘ࠕ公用ᚩ収ࠖとかࠕ、収用ࠖとはㅮᏛ上の用ㄒでありࠕ

とい࠺。 

ࠗ公用収用࠘とは 

ࠗ公益の必要により、≉定の≀に㛵するᡤ᭷ᶒを、そのᶒ利⪅のពᛮにかかࢃらࡎ、ᅜ

ᐙᶒຊによってྲྀᚓ、ᾘῶ、ไ㝈ࡏࡉること࠘ 

 公用収用法ཎ理ࠖ⨾⃰㒊㐩ྜྷ༤ኈ㸦᠇法Ꮫ⪅㸧ࠕ

 

㸰⠇ ᠇法29条と土地収用ไᗘの概要 

᠇法➨29条 

 㸯項 財⏘ᶒは、これを౵してはならない。 

 㸰項 財⏘ᶒのෆᐜは、公ඹの⚟♴に適合する࠺ࡸに、法ᚊでこれを定ࡵる。 
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 ３項 ⚾᭷財⏘は、正当な⿵ൾのୗに、これを公ඹのたࡵに用ࡦることがでࡁる 

᠇法㸰㸷条㸯項において、ࠕ財⏘ᶒは、これを౵してはならない。ࠖと規定し⚾᭷財⏘

ไᗘをಖ㞀している。୍᪉、同３項においてはࠕ⚾᭷財⏘は、正当な⿵ൾのୗに、これを

公ඹのたࡵに用いることがでࡁる。ࠖと規定している。 

土地収用ไᗘは、公ඹの⚟♴と⚾᭷財⏘との୧⪅をㄪᩚするたࡵにタけられているไᗘ

である。 

土地収用法➨㸯条 

この法ᚊは、公ඹの利益となる事業に必要な土地等の収用又は使用に㛵し、その要件、

ᡭ⥆及びຠᯝ並びにこれにక࠺ᦆኻの⿵ൾ等について規定し、公ඹの利益のቑ㐍と⚾᭷財

⏘とのㄪᩚを図り、もってᅜ土の適正ୟつ合理的な利用に寄与することを┠的とする 

 

㸯 ไᗘのἢ㠉㸸᠇法29条の財⏘ᶒのṔྐ的ኚ㑄について 

土地収用ไᗘの成❧ 

 るのは、 ᑒᘓไᗘがᔂቯする時期ࠖ࠼ࡳ土地収用ไᗘは、その成❧の᭸ⱆがࠕ 

ᑒᘓ時௦の土地利用の法ᚊ的ᙧែࠕ㏆௦的な⮬由なᡤ᭷ᶒのほᛕはᏑᅾしないࠖ 

 ࠗỤᡞ時௦࣭࣭ኳ㡿㸸኱ྡ㡿地㸦あࡎかりࡕ㸧:ᚚ用地な࠘࡝ 

土地収用ไᗘの☜❧ 

 ேᶒᐉゝ 1789ᖺࢫࣥࣛࣇ

 ࣭࣭⚍ࣜࣃ㠉࿨1789ᖺ࣭࣭ࢫࣥࣛࣇேᶒᐉゝ࣭࣭ࢫࣥࣛࣇ 

 㸯 ࠕᡤ᭷の୙ྍ౵ࠖ 

 㸰 ࠕ正当かつ事๓の⿵ൾࠖ 

 ேᶒᐉゝ17条ࢫࣥࣛࣇ

 れた公の必要が明ⓑにࡉᡤ᭷は、⚄⪷かつ୙ྍ౵のᶒ利であり、ఱேも、適法に☜認ࠕ 

それを要ồするሙ合で、かつ、正当かつ事๓の⿵ൾのもとでなけれࡤ、それをዣࢃれない。ࠖ          

㸦ேおよび市Ẹのᶒ利ᐉゝࠗ㸯㸵㸶㸷ᖺ࠘㸧 

ࠗᡤ᭷ᶒは౵すことのでࡁない⚄⪷なᶒ利であるから、ఱேも法ᚊの認ࡵる公ඹの必要

が明らかに要ồするሙ合において、かつ、あらかࡵࡌ正当の⿵ൾをᨭᡶ࠺条件のୗにおい

てでなけれࡤ、そのᡤ᭷ᶒをዣࢃれることがないࠖ 

土地収用に㛵するこのཎ則は、そのᚋྛᅜの᠇法において、土地収用の᰿ᮏཎ則に㛵す

る᠇法上の⠊౛となる。 
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 法㸦1919ᖺ㸧᠇࣮࣐ࣝ࢖࣡

 のඹ࿴ᅜ࠘ࣄ࢖࣭ࣛࢶ࢖ࢻࠗ       法᠇࣮࣐ࣝ࢖࣡

㸯 ࠕᡤ᭷ᶒのಖ㞀ࠖ 

㸰 ࠕ公用ᚩ収は公ඹの利益のたࡵ、かつ法ᚊ上の᰿ᣐにᇶ࡙ࠖࡃ 

 正当な⿵ൾࠖࠕ ３

 法153条࠘᠇࣮࣐ࣝ࢖࣡ࠗ

㸯 ᡤ᭷ᶒは、᠇法によりಖ㞀ࡉれる。そのෆᐜおよびその㝈⏺は、法ᚊによってこれを

明らかにする。 

㸰 公用ᚩ収は、公ඹの利益のたࡵに、かつ、法ᚊ上の᰿ᣐにᇶ࡙いてのࡳ、これを行な

 。るࡁことがで࠺

３ ᡤ᭷ᶒは⩏ົをక࠺。その行使は同時に公ඹの⚟♴にᙺ❧つものであるࡁ࡭である。 

 法ࠗ1919ᖺ࠘ฟ඾㸸ᵽཱྀ㝧୍࣭ྜྷ⏣ၿ明⦅(1988ᖺ) ࠗゎㄝୡ⏺᠇法㞟࠘୕┬ᇽp249᠇࣮࣐ࣝ࢖࣡

 

㸰 明἞᠇法の⚾᭷財⏘ไᗘ㸦1889ᖺ㸸明἞22ᖺ㸧 

ࠗ᠇法27条࠘ 

㸯 ᪥ᮏ⮧Ẹࣁ඼ࣀᡤ᭷ᶒࣤ౵ࢩࢼࢺࢥ࣯ࣝࢧ 

㸰 公益ࣀⅭ必要ࣝࢼฎศࣁ法ᚊࣀ定࣒ࣝᡤࢽ౫ࣝ 

 法ᚊの␃ಖ㸸᠇法には、収用にᑐするᦆኻの⿵ൾ条項はᏑᅾしない ۔

 ᖇᅜ᠇法㸦1871-1919)࠘をཧ⪃にไ定ࢶ࢖ࢻ明἞᠇法はࠗ ۔

э いࡺࢃるࢡ࣐ࣝࢫࣅ᠇法㸦ḯ定᠇法㸧 

 

３ 土地収用ไᗘのἢ㠉 

① 明἞22ᖺ土地収用法㸦明἞22ᖺ7᭶㸧 

ෆ㛶が公ඹの利益を認定する㸦収用の認定㸧 

㸸ෆົ኱⮧が認定に㛵する᱌を㛶㆟にᥦฟする 

地᪉㛗ᐁを఍㛗とする土地収用ᑂᰝጤဨ఍が裁決をする 
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明἞33ᖺ土地収用法 

②  明἞33ᖺ土地収用法 

明἞31ᖺẸ法施行 

 ୙ື⏘㸸土地とᐙᒇ㸦᪥ᮏ⊂≉のไᗘ㸧 

኱㝣法のࣥࢭ࢖ࣟࣉ収用法㸦ࢶ࢖ࢻ法㸧㸹ࢫࣥࣛࣇ収用法等をཧ↷に❧᱌ 

㸦➨6❶ ᦆኻの⿵ൾ㸧 

 収用にᑐするᦆኻの⿵ൾは47条௨ୗの条項 ۔

土地≀件のᦆኻ⿵ൾ㸸相␜の౯᱁ 

㸦➨10❶ ッ㢪及びッゴ㸧 

 81条㸧収用ᑂᰝ఍の㐪法裁決にᑐしては、行ᨻ裁ุᡤにᥦッ) ۔

 82条㸧収用ᑂᰝ఍の⿵ൾ㔠㢠の決定にᑐしては、㏻ᖖ裁ุᡤにᥦッ) ۔

 

明἞᠇法の஧ඖ的裁ุไᗘ 

ࠗ᠇法㸴㸯条࠘ 

行ᨻᐁᗇࣀ㐪法ฎศࢽ由ࣜᶒ利ࣤയᐖࣀࣝࢫࢺࣜࢱࣞࣛࢭッゴࢽูࢸࢩࢽ法ᚊࣤ௨ࢸ

定࣓ࣝࢱ行ᨻ裁ุᡤࣀ裁ุࢽᒓྖࣁࣀࣔ࢟࣊ࢫ法裁ุᡤࢽ᪊ࢸ受理ࣀࣝࢫ㝈ࢽᅾࣛࢫ 

 事業認定のฎศのッゴ۔

法ᚊには規定がない㸦明἞33ᖺ土地収用法㸧 

 収用ጤဨ఍㸦裁決㸧のฎศのッゴ۔

裁ุᡤにᥦッ㸦収用ᑂᰝ఍の⿵ൾ㔠㢠の決定㸧 

行ᨻ裁ุᡤにᥦッ㸦収用ᑂᰝ఍の㐪法裁決㸧 

ཧ⪃㸸㐪法ᛶのᢎ⥅ 

 

土地収用ไᗘの法的᰿ᣐ 

᠇法29条ࠕ財⏘ᶒのಖ㞀ࠖ 

1項 ࠕ財⏘ᶒは、これを౵してはならないࠖ  

э 財⏘ᶒの୙ྍ౵の法則  э 財⏘ᶒのಖ㞀 

ᡤ᭷ᶒ㸻財⏘ᶒ㸸⚾᭷財⏘ไを認ࡵてそのᏳ඲をಖ㞀しているもの  

ࠗ新᠇法㏲条ゎㄝ㹮68⨾⃰㒊㐩ྜྷ༤ኈ࠘  
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2項 ࠕ財⏘ᶒのෆᐜは、公ඹの⚟♴に適合するよ࠺に、法ᚊでこれを定ࡵるࠖ 

э 法ᚊの␃ಖ㸦土地収用法、都市計画法等㸧 

э ࠕ公ඹの⚟♴ࠖ 

3項 ࠕ ⚾᭷財⏘は、正当な⿵ൾのୗに、これを公ඹのたࡵに用ࡦることがでࡁるࠖ 

э ࠕ正当な⿵ൾࠖ 

э ࠕ相当な౯᱁ࠖ㸦土地収用法71条㸧 

ᚑ᮶も認ࡵられていたことを᠇法上公認している  

              ࠗ新᠇法㏲条ゎㄝ㹮68⨾⃰㒊㐩ྜྷ༤ኈ࠘ 

 

ཧ⪃㸸財⏘ᶒの⿵ൾに㛵するㄽⅬ 

財⏘ᶒの⿵ൾに㛵するᏛㄝุ౛におけるㄽத 

完඲⿵ൾㄝ 

相当⿵ൾㄝ 

財⏘ᶒのᶒ利ෆᅾ的なไ㝈ㄝ 

 

ཧ⪃㸸土地収用におけるุ౛ 

 

᭱㧗裁ุᡤ     㸸完඲⿵ൾㄝ 

事件␒ྕ       ᫛࿴46㸦࢜㸧146 

事件ྡ        土地収用⿵ൾ㔠請ồ事件 

裁ุᖺ᭶᪥      ᫛࿴48ᖺ10᭶18᪥ุ決 

ุ౛㞟等      㸸Ẹ㞟 ➨27ᕳ9ྕ1210㡫 

裁ุ要᪨㸸 

 ᪧ都市計画法㸦኱正ඵᖺ法ᚊ➨୕භྕ㸧୍භ条୍項にᇶ࡙ࡁ土地を収用するሙ合、⿕収

用⪅にᑐし土地収用法୐஧条㸦᫛࿴ᅄ஧ᖺ法ᚊ➨୐ᅄྕによるᨵ正๓のもの㸧によって⿵

ൾすࡁ࡭相当な౯᱁を定ࡵるにあたっては、当該都市計画事業のたྑࡵ土地にㄢࡏられた

ᘓ⠏ไ㝈を᩵㓃してはならない。 

ཧ↷法条㸸 

土地収用法㸦᫛࿴42ᖺ法ᚊ➨74ྕによるᨵ正๓のもの㸧72条、ᪧ都市計画法㸦኱正8ᖺ
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法ᚊ➨36ྕ㸧16条1項  

 ุ᪨の理由㸸 

土地収用法におけるᦆኻの⿵ൾは、≉定の公益上必要な事業のたࡵに土地が収用ࡉれる

ሙ合、その収用によって当該土地のᡤ᭷⪅等が⿕る≉ูな≛≅のᅇ᚟をはかることを┠的

とするものであるから、完඲な⿵ൾ、すなࡕࢃ、収用の๓ᚋを㏻ࡌて⿕収用⪅の財⏘౯್

を等しࡃならしࡵるよ࠺な⿵ൾをなすࡁ࡭であり、㔠㖹をもつて⿵ൾするሙ合には、⿕収

用⪅が㏆ഐにおいて⿕収用地と同等の௦᭰地等をྲྀᚓすることを࠺るに㊊りる㔠㢠の⿵ൾ

を要するものといࡃ࡭࠺、土地収用法୐஧条㸦᫛࿴ᅄ஧ᖺ法ᚊ➨୐ᅄྕによるᨵ正๓のも

の。௨ୗ同ࡌ。㸧はྑのよ࠺な㊃᪨を明らかにした規定とゎすࡁ࡭である。 

そして、ྑの理は、土地が都市計画事業のたࡵに収用ࡉれるሙ合であっても、ఱら、␗

なるものではなࡃ、このሙ合、⿕収用地については、⾤㊰計画等施タの計画決定がなࡉれ

たとࡁにはᘓ⠏ᇶ‽法ᅄᅄ条஧項に定ࡵるᘓ⠏ไ㝈が、ࡲた、都市計画事業決定がなࡉれ

たとࡁにはᪧ都市計画法୍୍条、同法施行௧୍୍条、୍஧条等に定ࡵるᘓ⠏ไ㝈がㄢࡏら

れているが、๓記のよ࠺な土地収用におけるᦆኻ⿵ൾの㊃᪨からすれࡤ、⿕収用⪅にᑐし

土地収用法୐஧条によって⿵ൾすࡁ࡭相当な౯᱁とは、⿕収用地が、ྑのよ࠺なᘓ⠏ไ㝈

を受けていないとすれࡤ、裁決時において᭷するであ࠺ࢁと認ࡵられる౯᱁をい࠺とゎす

 。であるࡁ࡭

なる࡝࡯、法ᚊ上ྑのよ࠺なᘓ⠏ไ㝈にᇶ࡙ࡃᦆኻを⿵ൾする᪨の明ᩥの規定はタけら

れていないが、このことは、༢にྑのᦆኻにᑐし⊂❧に⿵ൾすることを要しないことをព

࿡するにṆࡲるものとゎすࡁ࡭であり、ᦆኻ⿵ൾ規定のᏑᅾしないことから、ྑのよ࠺な

ᘓ⠏ไ㝈のᏑする土地の収用によるᦆኻを決定するにあたり、当該土地をかかるᘓ⠏ไ㝈

を受けた土地としてホ౯⟬定すれࡤ㊊りるとゎするのは、๓記土地収用法の規定の❧法㊃

᪨に཯し、⿕収用⪅にᑐし୙当にపい㢠の⿵ൾをᙉいることになるのࡳならࡎ、ྑ土地の

㏆ഐにある土地のᡤ᭷⪅にẚしてもⴭしࡃ୙ᖹ等な⤖ᯝをᣍࡃことになり、฿ᗏチࡉれな

いものといࡁ࡭࠺である。 

 しかるにཎุ決は、これと␗なるゎ㔘のもとに、ᮏ件裁決のᦆኻ⿵ൾ㢠を相当であると

ุ᩿して、上࿌ேらのྛ請ồをᲠ༷しているが、ྑは土地収用法୐஧条のゎ㔘をㄗったも

のといࡃ࡭࠺、このㄗりはཎุ決にᙳ㡪を及ࡰすことが明らかであるから、ㄽ᪨は理由が

あり、ཎุ決は◚Რをචれない。 
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３⠇ 土地収用法のᡭ⥆㸦 ᡭ⥆ไᗘを஧つにศ㞳している 㸧 

㸯 ࠕ事業認定ᡭ⥆ࠖ㸸ࠕ公ඹのたࡵに用いることࠖをᢸಖするᡭ⥆ 

 

㸰 ࠕ収用裁決ᡭ⥆ࠖ㸸ࠕ正当な⿵ൾを行࠺ことࠖをᢸಖするᡭ⥆ 

 

᠇法29条は、ࠕ公ඹのたࡵに用いること とࠖࠕ正当な⿵ൾを行࠺こと をࠖ規定している。 

土地収用法は、土地等の収用に㛵しཝ᱁なᡭ⥆を定ࡵており、そのᡭ⥆は、(1)具体の

事業がࠕ公ඹのたࠖࡵの事業であるかྰかを認定するᡭ⥆㸦事業認定ᡭ⥆であり、ᅜ土஺

㏻኱⮧又は都㐨ᗓ┴▱事がその認定を行࠺。㸧と、(2)⿕収用⪅にᑐし、ࠕ正当な⿵ൾࠖを

☜ಖするᡭ⥆㸦収用又は使用の裁決のᡭ⥆であり、収用ጤဨ఍がその裁決を行࠺。㸧の஧

つにศかれる。 

 

土地収用法のᡭ⥆ 

㏆௦的収用ไᗘにඹ㏻の≉Ⰽとして、࣓࢝ࣜ࢔、ࢫࣜࢠ࢖等では、公益ᛶ決定と収用ฎ

ศとがูなᶵ㛵によって行なࢃれている。収用ᡭ⥆と⿵ൾᡭ⥆とに༊ูࡉれる。それࡒれ

のᡭ⥆が␗なるᶵ㛵によって行なࢃれる。 

᪥ᮏも同ᵝのไᗘを᥇用している。 

㸯 収用ᶒ 

収用ᶒ⬟の付与は、行ᨻᶒにある。 

収用ᶒ付与ᡭ⥆㸦ⱥᅜ㸧 

公益ᛶの決定は裁ุᡤ㸦⡿ᅜ㸧 

㸰 ⿵ൾの決定 

‽ྖ法的ᶒ㝈をもつ行ᨻᗇにある 

ᦆኻ⿵ൾホ౯のᶵ㛵㸦土地裁ุᡤな࡝㸧㸦ⱥᅜ㸧 

⿵ൾ決定ᶵ㛵としてのホ౯ጤဨไᗘ㸦⡿ᅜ㸧 
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㸲⠇ 土地収用法のᛶ᱁ 

1 収用による財⏘のྲྀᚓはཎ始ྲྀᚓである 

収用は、公ඹの利益となる事業の෇⁥なᐇ施のたࡵに認ࡵられる。事業施行⪅に完඲な

土地࣭≀件等をྲྀᚓࡏࡉ、事業を㐙行でࡁるよ࠺にすることを┠的としている。したがっ

て、収用による財⏘のྲྀᚓは、完඲෇‶な財⏘をྲྀᚓするཎ始ྲྀᚓである。 

 

㸰 収用は正当な⿵ൾを要する 

収用は財⏘のᙉไྲྀᚓを認ࡵるものであるが、↓ൾで財⏘をἐ収するものではない。⿕

収用⪅にᑐして、正当な⿵ൾがᨭᡶࢃれることが、公ᖹ㈇ᢸのぢ地から必要とࡉれる。な

お、⿵ൾは収用に㝿して事๓に行ࢃれることがᮃࡲしいが、事ᚋ⿵ൾであっても収用のຠ

ᯝがྰ定ࡉれるものではないとゎࡉれている。 

ཧ⪃規定㸸⿵ൾ㔠のᨭᡶ請ồ㸦法46条の2) 

ࠗ土地ᡤ᭷⪅又は土地に㛵してᶒ利を᭷する㛵ಀேは、事業の認定の࿌示があつたᚋ

は、➨48条1項の規定による裁決๓であっても、起業⪅にᑐし、土地又は土地に㛵するᡤ᭷

ᶒ௨እのᶒ利にᑐする⿵ൾ㔠のᨭᡶを請ồすることがでࡁる。࠘ 

⿵ൾ㔠のᨭᡶ請ồᶒのไᗘは、㈙ྲྀ請ồᶒの理᝿であり、᫛࿴42ᖺᨵ正による 

 

３ 収用は公ඹの利益となる事業にのࡳ認ࡵられる 

収用は公ඹの⚟♴のたࡵ、♫఍඲体のඹᏑඹᰤのたࡵに認ࡵられるものである。したが

って、ᙉไྲྀᚓࡉれた財⏘は、当↛に公ඹの利益となる事業のたࡵに用いられなけれࡤな

らない。なお、ᅜ࣭ 地᪉公ඹᅋ体の行࠺す࡭ての事業が収用ᶒを認ࡵられるࢃけではない。

 。られるࡵた、Ẹ㛫の事業であっても公ඹᛶのある事業については、収用ᶒを認ࡲ

 

㸲 収用の┠的≀は௦᭰ᛶのない財⏘であることを要する 

௚ேのពᛮを↓どしてࡲで財⏘のᙉไྲྀᚓが認ࡵられるのは、その財⏘のྲྀᚓが事業㐙

行上୙ྍḞであることによるものである。኎༷を᩿られても、௚の財⏘でも༑ศ同୍のຠ

ᯝがᚓられるなら、௚のᡤ᭷⪅とࡲた኎㈙஺΅をすれࡤよいのであって、↓理にྲྀᚓする

必要はない。したがって、ᕤሙ等で⏕⏘でࡁるື⏘は収用の┠的≀とはならない。ࡲた、

土地上の≀件も、同✀のᮦᩱをධᡭして同ᵝのものをつࡃることはྍ⬟であり、୍⯡に収

用のᑐ㇟≀とはなり࠼ない。 
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土地は୍⯡に௦᭰ᛶがなࡃ、収用のᑐ㇟≀となり࠺る。したがって、≀件がᏑᅾする土

地を公ඹ事業のたࡵに必要とするሙ合には、⛣㌿ᩱをᨭᡶって≀件は௚の土地࡬⛣㌿する

こととし、土地のࡳを収用することとなる。収用といࡤ࠼土地収用と୍⯡にいࢃれるのも、

土地が㠀௦᭰的な財⏘の௦表的なものであることによるものである。 

 

㸳 収用の┠的≀の⠊ᅖは必要᭱ᑠ㝈であることを要する 

収用は公ඹの利益となる事業のたࡵに認ࡵられる。公ඹの利益となる事業のたࡵならࡤ、

↓ไ㝈に財⏘を収用でࡁるといࢃ࠺けではない。ᙉไ的にྲྀᚓするのであるから、収用の

┠的≀の⠊ᅖは、もしその財⏘がධᡭでࡁなかったらࡤ、公ඹの利益となる事業が㐙行で

れࡉ⠊ᅖに㝈定࠺ないといࡁたとしても༑ศにᶵ⬟をⓎ᥹することがでࡁないとか、でࡁ

る。その財⏘がなࡃてもᨭ㞀はないが、あった᪉がⰋいとい࠺ものは収用が認ࡵられない。 

 

㸳⠇ 土地収用法の定⩏ 

収用の当事⪅ 

㸯 起業⪅㸦法㸶条㸯項㸧 

土地、ᶒ利等の収用を必要とする公ඹ࣭公益事業を行࠺⪅であり、収用の୺体である。 

起業⪅のᶒ利⩏ົのᢎ⥅㸦法㸷条㸧 

   㸰 土地ᡤ᭷⪅㸦法㸶条㸰項㸧 

３ 㛵ಀே㸦法㸶条３項㸧 

(1) 㛵ಀேの⠊ᅖ 

① 法㸰条の規定によって、土地を収用し、又は使用するሙ合 

② 法㸳条の規定によって、ᶒ利を収用し、又は使用するሙ合 

③ 法㸴条の規定によって、❧ᮌ、ᘓ≀その௚土地に定╔する≀件を収用し 、又は使用す

るሙ合 

     ④ 法㸵条の規定によって、土▼◁れࡁを収用するሙ合 

     (2) 㛵ಀேの地఩のไ㝈㸦法㸶条３項ణ書㸧 

           事業の認定の࿌示があったᚋにおいて、新たなᶒ利をྲྀᚓした⪅は᪤Ꮡのᶒ利をᢎた⪅

を㝖ࡁ、㛵ಀேにྵࡲれない。これを㛵ಀேのᅛ定とい࠺。 

㸲 ‽㛵ಀே㸦法㸲３条㸰項㸧 

          収用の裁決の申請があった᪨の公࿌があった土地及びその土地に㛵するᶒ利について௬



講演会・講習会・研修会の報告

近畿支部報　Vol.7625 近畿支部報　Vol.76 26

- 10 - 

 

ฎศをした⪅その௚ᦆኻの⿵ൾの決定によってᶒ利をᐖࡉれる⹯のある⪅を‽㛵ಀேと

して、ᦆኻ⿵ൾに㛵するពぢ書のᥦฟᶒを認ࡵている㸦法㸲３条㸰項㸧。㛵ಀேとΰ同し

ないよ࠺にὀពすること。 

収用のᑐ㇟ 

㸯 土地㸦法㸰条㸧 

㸰 ᶒ利㸦法㸳条㸧 

① 地上ᶒ、Ọᑠ作ᶒ、地ᙺᶒ、᥇▼ᶒ、㉁ᶒ、᢬当ᶒ、使用㈚೉又は㈤㈚೉によるᶒ利

その௚土地に㛵するᡤ᭷ᶒ௨እのᶒ利 

② 㖔業ᶒ 

③  Ἠを利用するᶒ利 

④ ⁺業ᶒ、ධ⁺ᶒ、Ỉ等を利用するᶒ利 

⑤ 土地とともに≀件を事業の用に౪するሙ合の≀件に㛵するᡤ᭷ᶒ௨እのᶒ利 

３ ≀件㸦法㸴条㸧 

㸲 土地にᒓする土▼◁れࡁ㸦法㸵条㸧 

ᑐ㇟となる財⏘ 

土地収用࣭࣭࣭土地 

≀件収用࣭࣭࣭ᘓ≀その௚のᕤ作≀、❧ᮌ等 

ᶒ利収用࣭࣭࣭೉地ᶒ、᢬当ᶒ、⁺業ᶒ、㖔業ᶒ等 

≀件収用には 

ྲྀᚓ収用࣭࣭࣭土地の収用又は使用㸦法㸰条㸧 

ᾘ⁛収用࣭࣭࣭ᶒ利の収用又は使用㸦法㸳条㸧 

収用ᑐ㇟≀のไ㝈 

収用ᑐ㇟≀については、理ㄽ上又は法ᚊไᗘ上いࡃつかの収用≀についてのไ㝈がᏑᅾ

する。 

㸯 起業⪅ᡤ᭷の土地 

㸰 ἞እ法ᶒを᭷するእᅜ኱公使㤋のᩜ地 

３ ᪤に公ඹ事業の用に౪している土地㸦法㸲条地㸧 

㸲 ௦᭰地 

収用ᑐ㇟≀のᣑᙇ 

収用又は使用のᑐ㇟を当該事業に┤᥋必要な㒊ศのࡳとࡴ、ࡎࡏしࢁᣑᙇ的に収用した
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᪉が公ᖹのཎ則にかな࠺ሙ合があり、法はいࡃつかのᣑᙇ収用を୍定の要件のもとに認ࡵ

ている。 

㸯 ṧ地収用㸦法㸵㸴条㸧 

㸰 使用に௦ࢃる収用㸦法㸶㸯条㸧 

３ ⛣㌿ᅔ㞴なሙ合の≀件の収用㸦法㸵㸶条㸧 

㸲 ⛣㌿ᩱከ㢠のሙ合の≀件の収用㸦法㸵㸷条㸧 

ཧ⪃㸸 

㸯 土地のࠗ収用又は使用࠘について 

土地収用法において、ࠗ収用又は使用࠘とはఱかとい࠺定⩏は規定していない 

㸰 ࠗ収用又は使用࠘要件はᐇ体的要件とᡭ⥆的要件 

ᐇ体的要件㸦法2条から7条ࡲで及び⿵ൾに㛵するもの㸧 

   2条㸸土地の収用又は使用 

   3条㸸該当する事業 

   4条㸸ไ㝈ࡉれる土地等 

   5条㸸ᶒ利の収用又は使用 

   6条㸸❧ᮌ、ᘓ≀等の収用又は使用 

   7条㸸土▼◁れࡁの収用 

ᡭ⥆的要件 

   事業の認定ᡭ⥆ 

   収用又は使用に⮳るᡭ⥆ 

 

土地収用法のࠗ収用又は使用࠘とは 

ࠗ収用࠘㸸収用とは、ᡤ᭷ᶒのྲྀᚓ又はᡤ᭷ᶒ௨እのᶒ利のᾘ⁛ 

ᡤ᭷ᶒとは、Ẹ法におけるᡤ᭷ᶒのព࿡ 

     ⊃⩏の公用収用 

ࠗ使用࠘㸸使用とは、使用ᶒのタ定又はᶒ利のไ㝈をࡁたす 

     ⚾法上の使用ᶒではなࡃ、公法上の使用ᶒであるとゎࡏられる 

⊃⩏の公用使用   㸦ཧ↷㸸法101条㸧 
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㸦ཧ ⪃㸧 土地収用法における୺要ᡭ⥆ 

事๓ㄝ明఍の開ദ㸦起業⪅㸧15ࠕ条の14ࠖ 

      х  

㸦㸯㸧事業認定ᡭ⥆    

事業認定の申請㸦起業⪅から事業認定ᗇ㸧16ࠕ条ࠖ 

    Ў 

事業認定申書の公࿌࣭⦪ぴ24ࠕ条ࠖ 

㸦起業地のᏑする市⏫ᮧで㸰㐌㛫㸧 

 Ў 

公⫈఍の開ദ㸦事業認定ᗇが୺ᐓ㸧23ࠕ条1項ࠖ 

*⦪ぴ୰に公⫈఍開ദ請ồがあったሙ合又は必要があると認ࡵるሙ合 

  Ў 

➨୕⪅ᶵ㛵のពぢ⫈ྲྀ㸦事業認定ᗇから➨୕⪅ᶵ㛵㸧25ࠕ条の2ࠖ 

♫఍㈨ᮏᩚഛᑂ㆟఍公ඹ用地ศ⛉఍ 

*⦪ぴ୰に事業認定ᗇのุ᩿と相཯するពぢ書がᥦฟࡉれたሙ合  

  Ў 

事業認定の࿌示㸦事業認定ᗇ㸧26ࠕ条ࠖ 

 

  х  

土地ㄪ書࣭≀件ㄪ書の作成㸦起業⪅㸧36ࠕ条ࠖ 

裁決申請書࣭明Ώ裁決申❧書の作成㸦起業⪅㸧40ࠕ条ࠖ47ࠕ条の３ࠖ 

 

㸦㸰㸧収用裁決ᡭ⥆㸦ᶒ利ྲྀᚓ裁決と明Ώ裁決の㸰ᮏ❧て㸧 

      Ў 

裁決の申請࣭明Ώ裁決申❧て㸦起業⪅から収用ጤဨ఍㸧39ࠕ条ࠖ47ࠕ条の㸰ࠖ 

      Ў 

裁決申請書࣭明Ώ裁決申❧書の⦪ぴ㸦地ඖ市⏫ᮧで㸰㐌㛫㸧42ࠕ条ࠖ 

    Ў 

裁決ᡭ⥆開始の決定࣭裁決ᡭ⥆開始のⓏ記45ࠕ条の2ࠖ 

    Ў 

収用ጤဨ఍ᑂ理    46ࠕ条ࠖ 

  Ў 

ᶒ利ྲྀᚓ裁決࣭明Ώ裁決47ࠕ条の2ࠖ48ࠕ条ࠖ49ࠕ条ࠖ 

㸦収用ጤဨ఍の裁決㸧 

 

  Ў 

⿵ൾ㔠のᨭᡶい࣭౪ク 㸦起業⪅から土地ᡤ᭷⪅等㸧 

ᶒ利ྲྀᚓ࣭明Ώし㸦土地ᡤ᭷⪅等から起業⪅㸧95ࠕ条から107条ࠖ 

         

х  

௦行㸦市⏫ᮧ㛗㸧࣭௦ᇳ行㸦都㐨ᗓ┴▱事㸧 102ࠕ条の2ࠖ 
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➨㸰❶  事業認定ไᗘについて 

土地収用法の規定により、土地等を収用し又は使用するሙ合に起業⪅のとる᭱ึのᡭ⥆

である。 

㸯⠇ 事業認定のព⩏ 

起業⪅は、土地収用法3条ྛྕの1に該当するものに㛵する事業のたࡵに土地を収用し、

又は使用しよ࠺とするとࡁは、事業の認定を受けなけれࡤならない㸦法16条㸧。 

事業の認定は、法による収用ᡭ⥆の➨୍ẁ㝵のᡭ⥆であって、これを受けなけれࡤ、土

地を収用し又は使用することはでࡁない。 

事業認定ᗇが、起業⪅の☜定した事業計画について、その事業が土地を収用し又は使用

する公益ᛶがあり、事業計画が土地の適正ୟつ合理的な利用に寄与するものであることを

認ࡵて、起業地ෆの土地等について収用ᶒを起業⪅に与࠼るタᶒฎศであるとゎࡉれてい

る。 

なお、事業を都市計画事業として施行するሙ合には、都市計画法㸳㸷条の規定による事

業の認ྍ又はᢎ認をもって事業の認定の࿌示があったものとࡳなࡉれるので㸦都市計画法

㸵㸮条㸧、事業の認定のᡭ⥆をあらたࡵて行࠺必要はない。 

 

㸰⠇ 事業認定に㛵するฎศを行࠺ᶵ㛵㸦法㸯㸵条㸧 

  事業認定を行࠺ᶵ㛵は௨ୗのとおりである。 

事 業 認 定 ᗇ 申  請  事  業 

ᅜ土஺㏻኱⮧㸦ᮏ┬㸧 ①  ᅜ、⊂❧行ᨻ法ே等の事業 

②  ඲体計画༊㛫が地᪉ᩚഛᒁ等の༊ᇦを㉸

 るẸ㛫事業࠼

ᅜ土஺㏻┬㸦地᪉ᩚഛᒁ

等㸧 

①  都㐨ᗓ┴の事業 

②  ඲体計画༊㛫が地᪉ᩚഛᒁの༊ᇦは㉸࠼

ないが、都㐨ᗓ┴ᇦを㉸࠼るẸ㛫事業 

都㐨ᗓ┴▱事 ①  市⏫ᮧの事業 

②  ඲体計画༊㛫が都㐨ᗓ┴ᇦを㉸࠼ないẸ

㛫事業 
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３⠇ 事業認定のᡭ⥆ 

  事業認定のᡭ⥆は௨ୗのとおり 

事業ㄝ明఍の記載㸦法㸯㸳条の㸯㸲㸧࠙起業⪅ࠚ 

              

事業認定の申請㸦法㸯㸶条、㸯㸷条㸧࠙起業⪅Ѝ事業認定ᗇࠚ 

              

                                     

事業認定申請書の公࿌࣭⦪ぴ㸦法㸰㸲条、㸰㸳条㸧 

   

公⫈఍の開ദ㸦法㸰３条㸧࠙事業認定ᗇが୺ᐓ  ࠚ

公⫈఍の開ദ請ồがあったሙ合に㝈る 

 

 

 

 

 

 

ᑂᰝ㸦法㸰㸮条㸧 

࠙事業認定ᗇࠚ 

➨୕⪅ᶵ㛵のពぢ⫈ྲྀ㸦法㸰㸳条の㸰㸧 

࠙事業認定ᗇЍ➨୕⪅ᶵ㛵ࠚ 

 ពぢ書のᥦฟがあったሙ合に㝈る 

事業認定の࿌示࣭認定理由の公表㸦法㸰㸴条㸧࠙事業認定ᗇࠚ 

 

㸲⠇ 事業のㄝ明㸦法㸯㸳条の㸯㸲㸧 

起業⪅は、事業の認定を受けよ࠺とするとࡁは、あらかࡵࡌ、ᅜ土஺㏻┬௧で定ࡵるㄝ

明఍の開ദその௚のᥐ⨨をㅮࡌて、事業の┠的及びෆᐜについて、当該事業の認定につい

て利ᐖ㛵ಀを᭷する⪅にㄝ明しなけれࡤならない㸦௨ୗ、当該ㄝ明఍をࠕ事๓ㄝ明఍ࠖと

い࠺。㸧。 

㸯 事๓ㄝ明఍の開ദ᪉法㸦規則㸯条の㸰、㸯条の３㸧 

① 事๓ㄝ明఍開ദの時期 

事๓ㄝ明఍を開ദする時期は事業認定申請の๓であれࡤよࡃ、法௧上≉にไ㝈はタけら
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れていない。しかし、事๓ㄝ明఍から事業認定申請ࡲでの㛫の時㛫の経㐣にకい、事๓ㄝ

明఍の㝿にㄝ明ࡉれた申請事業の┠的ࡸෆᐜが、事業認定申請のそれと␗なるに⮳ったሙ

合には、事๓ㄝ明఍を෌ᗘ開ദし┤す必要が⏕ࡌることとなる。 

なお、事๓ㄝ明఍を開ദしたからといって事業認定の申請をする⩏ົが⏕ࡌるものでは

ない。 

② 事๓ㄝ明఍の開ദᡭ⥆ 

 

事業の施行をண定する土地のᏑする地

᪉の新⪺⣬࡬の公࿌ 

䞉 起業⪅のྡ⛠及びఫᡤ 

䞉 事業の✀類 

䞉 事業の施行をண定する土地のᡤᅾ 

䞉 事๓ㄝ明఍のሙᡤ及び᪥時 

 㸦規則㸯条の㸰➨㸯項㸰ྕ㸧 

 事業の施行をண定する土地等に

ᶒ利を᭷する⪅でこれらのᶒ利

をᥦ౪することについての同ព

をしていない⪅㸦いࡺࢃるṧ件

⪅㸧にᑐするᩥ書での㏻▱ 

㸦規則㸯条の㸰➨㸯項３ྕ、㸰

項㸧 

 

㸦୰㸵᪥௨上✵ける㸧 

 

事๓ㄝ明఍の開ദ㸦規則➨㸯条の㸰➨㸯項➨㸯ྕ、㸯条の３㸧 

㸦࢖㸧事๓ㄝ明఍の఍ሙ 

࣭ ㄝ明఍のཧຍ⪅のཧ㞟の౽利を⪃៖して定ࡵる 

㸦ࣟ㸧事๓ㄝ明఍のᡴษり 

 ࣭ 事๓ㄝ明఍の開始時においてཧຍ⪅がいないとࡁ 

࣭ 起業⪅又は事๓ㄝ明఍のཧຍ⪅の㌟体に༴ᐖがຍ࠼られ、又はそのⴭ

しいおそれがあるとࡁ 

࣭ ఍ሙの施タが◚ቯ、ᦆയ等ࡉれ、又はそのⴭしいおそれがあるとࡁ 
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㸳⠇ 事業認定の要件㸦法㸰㸮条㸧 

法㸰㸮条は、᠇法㸰㸷条３項の規定を㋃࠼ࡲ、⚾᭷財⏘を公ඹの用に౪するたࡵに必要

なᐇ体的要件を具体的にした規定であり、土地を収用又は使用し࠺るࠕ公ඹの利益となる

事業ࠖであるかྰかをุ定するᐇ㉁的ᇶ‽たるព࿡を᭷するものとゎࡉれている。 

 

土地収用法20条の要件 

土地収用法➨㸰㸮条 

 ᅜ土஺㏻኱⮧又は都㐨ᗓ┴▱事は、申請にಀる事業がᕥのྛྕのす࡭てに該当するとࡁ

は、事業の認定をすることがでࡁる 

 ୍ 事業が法➨３条ྛྕの୍にᥖࡆるものに㛵するものであること 

 ஧ 起業⪅が当該事業を㐙行する඘ศなពᛮと⬟ຊを᭷する⪅であること 

 ୕ 事業計画が土地の適正ୟつ合理的な利用に寄与するものであること 

 ᅄ 土地を利用し、又は使用する公益上の必要があるものであること 

 

 

㸯ྕ要件 

 るものに㛵するものであることࠖࡆ事業が法➨３条ྛྕの୍にᥖࠕ

㸯ྕ要件は、申請のᑐ㇟である事業㸦௨ୗࠕ申請事業ࠖとい࠺。㸧が法３条ྛྕのいࡎ

れかにᥖࡆるものに該当するか࠺࡝かの☜認を行࠺ものであり、申請事業に収用ᶒを付与

するたࡵの๓ᥦとなるものである。 

法３条ྛྕは、収用適᱁事業の⠊ᅖについて、その事業の᰿ᣐ法をᘬ用したり、ᑐ㇟施

タを౛示している。 

ࢫ࢞、♫㟁ຊ఍、ࡃけでなࡔた、収用ᑐ㇟事業の⠊ᅖは、ᅜ、公ඹᅋ体等の行ᨻ୺体ࡲ

఍♫、㕲㐨఍♫な࡝もྵࡲれる。 

 ཧ⪃㈨ᩱࠖ㸸௨ୗの㈨ᩱの同ᵝの㊃᪨ࠕ

収用適᱁事業は、ከ✀ከᵝにおよび事業の᰿ᣐ法௧はもࢇࢁࡕ事業のෆᐜ及び┠的もそれ

事業認定申請書ࠖࠕれたࡉな事業については、ẚ㍑的定ᆺ໬ࠎなᵝ࠺れ␗なる。このよࡒ

添付書類ࠕそのࡸ のࠖࡳでは、法㸰㸮条の要件具ഛのᚰドをᚓることはᅔ㞴とい࠺ことで、

ᚑ᮶から事業認定書及び添付書類に記載ࡉれているෆᐜを⿬付ける㈨ᩱをࠕཧ⪃㈨ᩱࠖと
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してᥦฟをồࡵられている。 

㸰ྕ要件 

 起業⪅が当該事業を㐙行する඘ศなពᛮと⬟ຊを᭷する⪅であることࠖࠕ

㸰ྕ要件は、起業⪅が申請事業を㐙行するࠕ඘ศなពᛮと⬟ຊࠖを᭷する⪅であること

である。 

るྛ✀の࠺起業⪅がᐇ㝿に事業を㐙行し、ࡤれࡁពᛮと⬟ຊࠖとは、用地のྲྀᚓがでࠕ

‽ഛがᩚ࠼られていることである。 

㆟఍の㆟決の᭷↓、୍⯡法ேであࡤពᛮࠖについては、起業⪅が地᪉公ඹᅋ体であれࠕ

れࡤ法ேとして正ᘧなពᛮ決定の᭷↓な࡝である。 

と୍⯡的࠺ຊࠖについては、法的、経῭的㸦財ᨻ的㸧、ᐇ㝿的㸦௻業的㸧⬟ຊをい⬟ࠕ

にゝࢃれており、事業を施行するᶒ㝈、施行に必要な財源のᥐ⨨の᭷↓、⤌⧊及び⫋ဨの

㓄⨨≧ἣな࡝起業⪅がᐇ㝿に事業を㐙行でࡁる体ไをᩚഛしていることである。 

 

３ྕ要件 

 事業計画が土地の適正ୟつ合理的な利用に寄与するものであることࠖࠕ

３ྕ要件は、≉定の土地を事業計画の用に౪することが、土地の適正かつ合理的な利用

に寄与するものとなるか࠺࡝かである。 

ุ౛によると、ᮏྕの適合ᛶは、ࠕ事業認定にಀる土地が当該事業の用に౪ࡉれること

によってᚓられるࡁ࡭公ඹの利益と、その土地がその事業の用に౪ࡉれることによってኻ

られるሙ合にᏑᅾするࠖࡵれる利益とをẚ㍑⾮量した⤖ᯝ、๓⪅がᚋ⪅にඃ㉺すると認ࢃ

とࡉれ、ᮏྕの要件のᏑྰについてのุ᩿は、ࠕ事業計画のෆᐜ、事業計画⟇定及び事業

認定に⮳るࡲでの経⦋、事業計画が㐩成ࡉれることによりもたらࡉれるࡁ࡭公ඹの利益、

事業計画において収用のᑐ㇟とࡉれている土地の≧ἣな࡝ㅖ要⣲のẚ㍑⾮量にᇶ࡙ࡃ⥲合

ุ᩿により行ࢃれるࡁ࡭ものࠖとࡉれている。 

㸦᪥ගኴ㑻ᮡ事件ᮾி㧗裁ุ決、新ᮾிᅜ㝿✵ 事件ᮾி地裁ุ決等㸧 

申請事業の施行によりࠕᚓられる公ඹの利益ࠖとࠕኻࢃれるㅖ利益ࠖをẚ㍑⾮量した上

で、๓⪅がᚋ⪅にඃ㉺すると認ࡵられるかྰかを、事業認定申請書、利ᐖ㛵ಀேからのព

ぢ書、公⫈఍におけるពぢ、その௚利用ྍ⬟な㈨ᩱ等に↷らし、⥲合的にุ᩿するもので

ある。 
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ẚ ㍑ ⾮ 量 

得られる公共の利益（公益性の認定）

■ 得られる公共の利益についての判断は、収用
権を付与するに値する公益性を有する事業で
あるか否かの判断を伴う

失われる利益（諸利益と調整）

■ 失われる利益とは、起業地に係る居住の利益、
経済的利益、景観的・宗教的・文化的価値、
環境の保全等

得られる利益

失われる利益

比 較 衡 量

 

 

㸯 事業計画の法適合ᛶについて 

３ྕ要件に該当するか࠺࡝かのุ᩿の๓ᥦとして、ࠕ当該事業計画のෆᐜが適正ୟつ合

理的ࠖであるか࠺࡝かを᳨ドすることとなる。 

申請事業について法௧上఩⨨࡙けられたᵓ㐀ᇶ‽㸦㐨㊰であれࠕࡤ㐨㊰ᵓ㐀௧ࠖ、Ἑᕝ

であれࠕࡤἙᕝ⟶理施タ等ᵓ㐀௧ࠖな࡝㸧がᏑᅾするሙ合には、事業計画がこれらのᵓ㐀

ᇶ‽に適合していることを☜認する。 

法௧による施タᇶ‽௨እの施タᇶ‽については、そのᇶ‽の⪃࠼᪉、適用のᑐ㇟、法௧

による施タᇶ‽との㛵ಀ等が明☜であり、୍⯡的に用いられているものであれࡤ、法௧に

よる施タᇶ‽に‽ࡌてྲྀりᢅ࠺こともྍ⬟である。 

 ཧ⪃㈨ᩱࠖࠕ

 

㸰 申請事業の施行によりᚓられる公ඹの利益とኻࢃれる利益とのẚ㍑⾮量 

申請事業の施行によりࠕᚓられる公ඹの利益ࠖとࠕኻࢃれる利益ࠖとはḟඖ、ᛶ㉁の␗

なる利益であり、同ḟඖでのẚ㍑がᅔ㞴であるとともに、⮬↛࣭⏕ά⎔ቃᩥࡸ໬財࡬のᙳ
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㡪等のኻࢃれる利益については、経῭等のほⅬから数್໬してホ౯することがᴟࡵてᅔ㞴

である。 

このたࡵ、୧⪅をẚ㍑する᪉法として、⤖ᒁのとこࢁ୧⪅を具体的に᳨ウして⥲合的に

ことについて࠺かといࡁ࡭な౯್を᭱も㔜どす࠺のよ࡝、るをᚓないことになりࡊࡏุ᩿

は、♫఍にᬑ㐢的に受けධれられた౯್のඃඛ㡰఩を᥈ồする必要が⏕ࡌる。 

㸦㸯㸧申請事業の施行によりᚓられる公ඹの利益について㸦公ඹᛶの認定㸧 

申請事業の施行によりᚓられる公ඹの利益についてᑂᰝすࡁ࡭事項は、ᐇ㉁的には申請

事業が収用ᶒを付与するに್する公益ᛶを᭷する事業であるかྰかであり、事業計画書等

に↷らし具体的に᳨ウすることが必要である。 

୍⯡的などⅬとして、ḟのことを具体的に᳨ドする。 

㸦࢖㸧申請事業の┠的㸦౛ࡤ࠼㐨㊰ΰ㞧の⦆࿴、ὥỈの㜵ᚚ等㸧に↷らし、当該事業計

画のෆᐜが適正かつ合理的であるか࠺࡝か。 

㸦ࣟ㸧申請事業の施行によるຠᯝ㸦公ඹの利益のቑ㐍㸧が࡝のよ࠺にぢ㎸ࡲれるか。 

 このたࡵ、事業計画書においては、ḟの項┠について、具体的な⤫計࣭ண 等の数್等

によるㄝ明が必要となる。 

① ⌧ᅾ⏕ࡌている୙利益、ᦆኻ 

② ᑗ᮶の≧ἣኚ໬にᛂࡌ、当該事業をᐇ施しないሙ合にⓎ⏕するとண᝿ࡉれるᑗ᮶の

୙利益、ᦆኻ 

③ 事業の施行によってண᝿ࡉれる୙利益、ᦆኻの㝖ཤと積ᴟ的利益の๰ฟ、事業の施

行にకࢫࢼ࢖࣐࠺要ᅉのⓎ⏕ 

 

㸦㸰㸧申請事業の施行によりኻࢃれる利益 

れる利益ࠖとは、起業地のᒃఫの利益、Ⴀ業等の経῭的利益、ᬒほ的࣭᐀ᩍ的࣭ࢃኻࠕ

ᩥ໬的౯್、⎔ቃのಖ඲な࡝が⪃࠼られる。 

このࡕ࠺、土地ᡤ᭷⪅等の᭷する⌧ᅾの土地利用によるຠ用は、土地等の収用又は使用

によりኻࢃれることになるが、このⅬについては、経῭的には、収用ጤဨ఍裁決にᇶ࡙ࡃ

⿵ൾ㔠のᨭᡶい等により⿵ሸࡉれる。 

申請事業の施行により起業地におけるኻࢃれる利益の௦表的なものとして、⮬↛⎔ቃ等

 。のᙳ㡪がある࡬等㸧、ྐ㊧࣭ᩥ໬財≀᳜ືࡁ࡭のᙳ㡪㸦ಖ඲す࡬

ሙࡁ࡭れる利益として⪃៖すࢃのᙳ㡪等もኻ࡬かにも申請事業によっては、地ᇦ♫఍࡯
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合があるが、起業地の࿘㎶に与࠼るࢫࢼ࢖࣐要ᅉ㸦኱Ẽởᰁ、㦁㡢、᣺ື等㸧については、

事業の公益ᛶから᥍㝖すࡁ࡭ものとして⪃៖すࡁ࡭であって、ࠕ起業地におけるኻࢃれる

利益ࠖそのものではない。 

㸦࢖㸧⮬↛⎔ቃ等㸦ಖ඲す᳜ືࡁ࡭≀等㸧࡬のᙳ㡪 

⎔ቃᙳ㡪ホ౯の⤖ᯝは、ಖ඲す᳜ືࡁ࡭≀等࡬のᙳ㡪を᳨ドする上で᭱も᭷ຊなุ᩿ᮦ

ᩱとなる。 

このሙ合の␃ពⅬは、௨ୗのとおりである。 

① ⎔ቃᙳ㡪ホ౯の᰿ᣐとなる法௧等はఱか。 

② ⎔ቃᙳ㡪ホ౯の具体的ᡭ法は、ᢏ⾡ᣦ㔪等に఩⨨付けられた୍⯡的なᡭ法にᇶ࡙い

ていること。ࡲた、ධᡭྍ⬟な᭱新の▱ぢにᇶ࡙いていること。 

③ ⎔ቃᙳ㡪ホ౯の⤖ᯝに明ⓑな୙合理はないか。 

上記①及び②を☜認した上で、その⎔ቃᙳ㡪ホ౯の⤖ᯝにおいて、申請事業のᐇ施が⎔

ቃに及ࡰすᙳ㡪について☜認する㝿に当該⤖ᯝにおいて、起業⪅が⎔ቃ࡬のᙳ㡪の㍍ῶᥐ

⨨㸦起業地እ࡬のᕼᑡ᳜≀࡬の⩌ⴠの⛣᳜等㸧をㅮࡎることにより、又は≉ẁのᥐ⨨をㅮ

ない、又は㍍ᚤであるࠕのᙳ㡪の⛬ᗘが࡬ቃ⎔、ࡃる必要がなࡎ とࠖࡉれているሙ合には、

ኻࢃれる利益についてもࠕない、又は㍍ᚤであるࠖとホ౯してよいとゎࡉれる。 

たࡔし、⎔ቃᙳ㡪ホ౯に明ⓑな୙合理な⤖ᯝがฟているሙ合には、⤖ᯝのጇ当ᛶについ

ても具体的に᳨ドすること。 

④ ⎔ቃᙳ㡪ホ౯が⩏ົ付けられていないሙ合のྲྀᢅい  

ᕼᑡື᳜≀のศᕸ≧ἣ、⎔ቃをಖ඲すࡁ࡭༊ᇦの᭷↓等、地ᇦの≉ᛶ等からࡳてࠕኻ

 。の⛬ᗘか᳨ドすること࡝要ᅉࠖがࢫࢼ࢖࣐ࠕれる利益ࠖࢃ

㸦ࣟ㸧ᩥ໬財࡬のᙳ㡪 

申請事業の施行によるᩥ໬財࡬のᙳ㡪については、法௧ไ㝈地にಀる↷఍にᑐして、ᩍ

⫱ጤဨ఍等がྐ㊧、࿘▱のᇙⶶᩥ໬財ໟⶶ地等を起業地にྵࡵることに␗Ꮡがない᪨のᅇ

⟅をしているሙ合、記㘓によるಖᏑを起業⪅にᑐしてᣦ示しているሙ合、又は、඲体計画

༊㛫ෆにྐ㊧、࿘▱のᇙⶶᩥ໬財ໟⶶ地等のᏑᅾがࡲったࡃ認ࡵられないሙ合には、ኻࢃ

れる利益はࠕない、又は㍍ᚤであるࠖとホ౯するとゎࡉれる。 

たࡔし、ᩍ⫱ጤဨ఍等からᩥ໬財࡬のᙳ㡪に㛵するᣦ᦬があったሙ合ࡸ利ᐖ㛵ಀேのព

ぢ書ࡸ公⫈఍におけるពぢ等においてᩥ໬財࡬のᙳ㡪に㛵するᣦ᦬があったሙ合には、当

該ᙳ㡪に㛵するよりヲ⣽な᳨ドが必要となる。 
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ᩥ໬財ಖㆤ法㸦᫛࿴㸰㸳ᖺ法ᚊ➨㸰㸯㸲ྕ㸧㸳㸵条の㸰➨㸯項において‽用する同法㸳

㸵条㸯項に規定により、申請事業の起業地ෆに㈅ሯ、ྂቡその௚ᇙⶶᩥ໬財をໟⶶする土

地として࿘▱ࡉれている土地がᏑするሙ合には、起業⪅は、ᕤ事の㸴㸮᪥๓ࡲでに都㐨ᗓ

┴࣭ᣦ定都市のᩍ⫱ጤဨ఍にᒆฟをしなけれࡤならないこととࡉれている。 

≉た、このᒆฟがあったሙ合、同法㸳㸵条の㸰➨㸰項の規定により、ᩥ໬財のಖㆤ上ࡲ

に必要があると認ࡵるとࡁは、ᩍ⫱ጤဨ఍㸦ᅜᐙ的に౯್の㧗いᩥ໬財のሙ合には、ᩥ໬

ᗇ㛗ᐁ㸧は、起業⪅にᑐし必要なᣦ示をすることがでࡁることとࡉれている。 

ᩥ໬財ಖㆤ法にᇶ࡙ࡁᒆฟが必要な土地は、法㸯㸶条㸰項㸳ྕの法௧ไ㝈地に該当する

たࡵ、同規定により事業認定申請書に添付ࡉれるᩍ⫱ጤဨ఍等のពぢ書により☜認するこ

ととなる。 

 

３ ௦᭰᱌とのẚ㍑  

㸦㸯㸧௦᭰᱌ẚ㍑の要ྰ 

申請事業の事業計画について、♫఍的、経῭的及びᢏ⾡的ほⅬから௦᭰᱌とẚ㍑᳨ウす

ることは、当該事業計画の合理ᛶをุ᩿し、申請事業の公益ᛶを❧ドする࠼࠺で᭷ຠなᡭ

法の୍つである。 

しかしながら、㸰㸮条３ྕの要件は、事業計画そのものを㏻ࡌて申請事業の公益ᛶをᑂ

ᰝするものであり、௦᭰᱌とのẚ㍑は同要件からㄽ理必↛にồࡵられるものではないとゎ

 。れるࡉ

ุ౛㸦新ᮾிᅜ㝿✵ 事件ᮾி地裁ุ決㸧によれࡤ、௦᭰᱌の᭷↓について㈨ᩱᥦฟの

⩏ົは法定ࡉれておらࡎ、事業認定ᗇは、ཎ則として≉定の土地を利用しよ࠺とする当該

事業計画についてのࡳᑂᰝのᑐ㇟とすれࡤ㊊りる。 

௬に事業認定のᑂᰝに当たり௦᭰᱌のあることがุ明しているሙ合であっても、事業認

定ᗇがᑂᰝの㐣⛬で㛵ಀ㈨ᩱ等から当↛⪃៖することがྍ⬟なものに㝈定ࡉれる。 

௚᪉、௬に、申請事業の事業計画よりもⴭしࡃඃれた௦᭰᱌がᏑᅾするにもかかࢃらࡎ、

当該事業計画を合理的な計画であるとุ᩿して事業認定をしたሙ合には、ྖ法ᑂᰝにおい

て、事業認定ᗇのุ᩿に裁量ᶒの㐓⬺があると認ࡵられるྍ⬟ᛶがあることに␃ពするこ

と。 

௦᭰᱌とのẚ㍑が事業計画の合理ᛶを❧ドする᭷ຠなᡭ法であることに㚷ࡳれࡤ、኱規

ᶍな公ඹ事業等であって、具体的な௦᭰᱌がุ明しているሙ合ࡸᐜ᫆に᝿定ࡉれるሙ合に
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は、௦᭰᱌とのẚ㍑᳨ウも行った上で、法㸰㸮条３ྕの要件の適合ᛶをุ᩿するのが相当

である。 

 

㸦㸰㸧௦᭰᱌ẚ㍑の᪉法 

㸦࢖㸧ᑐ㇟となる௦᭰᱌の⠊ᅖ 

᱌はほᛕ的には↓㝈ࢺたሙ合でも、௦᭰する࣮ࣝࡳて࠼⪄ẚ㍑をࢺ㐨㊰の࣮ࣝࢫࣃ࢖ࣂ

にᏑᅾする。ࡲた、㐨㊰の௦᭰᱌について௚の஺㏻ᡭẁ㸦㕲㐨、⯟✵等㸧ࡸ஺㏻施タ㸦ࣃ

㸧を᝿定するࢺ࣓ࣥࢪ࣮ࢿ࣐の஺㏻㟂要࡝なࢢࣥࢩ࢖ࣛࣉࢻ࣮ࣟࡸࢻ࢖࣭ࣛࢻࣥ࢔࣭ࢡ࣮

こともほᛕ的にはྍ⬟である。 

法㸰㸮条３ྕ要件の㊃᪨及びุ౛に㚷ࡳると、ẚ㍑᳨ウすࡁ࡭௦᭰᱌の⠊ᅖは事業計画

に↷らし、そのᏑᅾが㢧ⴭなものに㝈定ࡉれるものとゎࡉれる。 

具体的には、ほᛕ的にᏑᅾするのࡳで⌧ᐇの施行がᅔ㞴な௦᭰᱌ࡸ、௚の起業⪅でない

と施行でࡁない௦᭰᱌は、ẚ㍑᳨ウのᑐ㇟እとしてよいと⪃࠼られる。 

㸦ࣟ㸧௦᭰᱌ẚ㍑のどⅬ 

௦᭰᱌とのẚ㍑を行࠺ሙ合具体的などⅬとしては、施行に要する費用のከᐻ、施行のᢏ

⾡的ᅔ㞴、ᨭ㞀≀件のከᐻ、⮬↛⎔ቃ࣭⏕ά⎔ቃに与࠼るᙳ㡪が௦表的なものであり、こ

れらにつࡁ♫఍的、経῭的条件及びᢏ⾡的ほⅬから⥲合的にุ᩿すࡁ࡭である。 

①♫఍的条件 

ϸ ྲྀᚓ必要面積 

Ϲ ᨭ㞀≀件のከᐻ 

Ϻ 地ᇦの土地利用(⌧ᅾ及びᑗ᮶計画)࣭࿘㎶⎔ቃに与࠼るᙳ㡪 

ϻ ௚の公ඹ事業とのㄪᩚ 

ϼ ಖ඲すࡁ࡭⎔ቃ等࡬のᙳ㡪等 

②経῭的条件 

③ᢏ⾡的条件 

 ཧ⪃㈨ᩱࠖࠕ

 

㸦ࣁ㸧都市計画施タにಀる௦᭰᱌㸦࣮ࣝࢺ᱌㸧ẚ㍑の┬␎ 

都市計画決定ࡉれていて、ᇶᮏ的なෆᐜについて事業計画が都市計画とᩚ合しているሙ

合は、ཎ則として、௦᭰᱌ẚ㍑を┬␎でࡁる。 
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たࡔし、௨ୗのよ࠺なሙ合は、௦᭰᱌ẚ㍑を行࠺ことがᮃࡲしい。 

① 都市計画決定から㛗期㛫が経㐣し、事᝟がኚ໬しているሙ合 

② 都市計画決定時に利ᐖ㛵ಀேのពぢ書ࡸ公⫈఍におけるពぢ等により、ࣝ 㑅定時にࢺ࣮

合理的な␲ၥが࿊ࡉれたሙ合 

③ 申請事業の඲体計画༊㛫の୍㒊のࡳ都市計画決定ࡉれているሙ合 

 

ཧ↷ <土地収用ไᗘのά用について s63.8.30> 

都市計画決定ࡉれている㐨㊰等については、都市計画決定時から㛗時㛫経㐣し、事᝟が

ኚ໬しているሙ合等を㝖ࡁ、公ඹᛶ、土地利用の合理ᛶ等が明らかであるとࡁは௦᭰᱌㸦ࣝ

ẚ㍑等㸧の㈨ᩱを要しないものとすること。このሙ合には、土地利用の合理ᛶについࢺ࣮

ては、当該࣮ࣝࢺ㑅定の⪃࠼᪉、具体の経㐣地の≧ἣを事業認定申請書に記載してㄝ明す

ること。 

ᐇົ上、都市計画と事業計画が完඲に୍⮴していないことがあるが、そのሙ合は、୙ᩚ

合⟠ᡤを図面にて表示しその理由をㄝ明すること。 

都市計画㐨㊰のሙ合、上ᖜの都市計画決定であれࡤ都市計画決定時に⪃៖ࡉれない法面

が⏕ࡌることとなる。 

あࡏࢃて、都市計画㒊ᒁのぢゎを☜認し、ᇶᮏ的にᩚ合している㸦୙ᩚ合についてጇ当

ᛶをḞかない㸧ことについてᩚ理しㄝ明すること。 

都市計画法21条2項のࠕ都市計画の㍍᫆なኚ᭦ࠖの該当についてとか都市計画ኚ᭦の᭷

↓等について☜認をする。 

 ཧ⪃㈨ᩱࠖࠕ

 

㸲ྕ要件 

 土地を利用し、又は使用する公益上の必要があるものであることࠖࠕ

㸲ྕ要件は、ࠕ申請にಀる事業が、当該土地を収用し又は使用する公益上の必要がある

ことࠖを要件とするものであり、当該事業が法㸰㸮条㸯ྕから同３ྕࡲでのྛ要件に合⮴

するものであってもなお収用ᡭ⥆をとることの公益上の必要にḞけるとこࢁはないか࠺࡝

かであるとゎࡉれる。 

ᐇົ上、ࠕ公益上の必要ࠖの᭷↓については、法㸰㸮条３ྕ要件のᑂᰝにあたりࠕ申請
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事業の施行によるຠᯝ㸦公ඹの利益のቑ㐍㸧が࡝のよ࠺にぢ㎸ࡲれるかࠖを具体的に᳨ド

していࡃ୰でุ᩿ࡉれることから、㸲ྕ要件においては、収用又は使用のᑐ㇟となる土地

にಀる⚾ᶒの行使を申請事業の公益ᛶのⓎ᥹のたࡵ必要な㝈ᗘを㉸࠼てไ㝈しないことが

ุ᩿の୰ᚰとなるとゎࡉれる。 

具体的には、௨ୗのとおりである。 

㸯 申請事業の౪用による公益ᛶのⓎ᥹を᪩期に図る必要ᛶがあること 

申請事業の౪用により᪩期に公益ᛶのⓎ᥹を図る必要ᛶがないሙ合、法による 収用࣭

使用をすることは、事業計画に公ඹᛶが認ࡵられるሙ合であっても、土地の利用とい࠺⚾

᭷財⏘を必要௨上にไ㝈することとなる。 

申請事業の౪用を᪩期に図る公益上の必要ᛶがあり、申請事業のᕤ事ᕤ⛬等からぢて、

⌧時Ⅼ㸦事業認定時㸧において、法による収用࣭使用をする必要ᛶがあること。 

具体౛として、஺㏻ΰ㞧が៏ᛶ໬しており୍้でも᪩ࢫࣃ࢖ࣂࡃ㐨㊰をᩚഛする必要が

ある。Ỉᐖの༴㝤ᛶが㧗୍้ࡃも᪩ࡃこれを㜵ᚚするἙᕝᨵಟ事業のᐇ施が必要であると

いった、事業⮬体に᪩期に౪用する公益上の必要ᛶが認ࡵられるሙ合に、ᮏ要件を඘㊊す

るとุ᩿ࡉれる。 

㸰 収用࣭使用しよ࠺とする土地等が申請事業の公益ᛶのⓎ᥹のたࡵ必要な⠊ᅖにᏑす

ること 

法による収用࣭使用は、✵㛫的ほⅬから、申請事業の౪用による公益ᛶのⓎ᥹のたࡵ必

要な⠊ᅖにᏑすること。 

３ྕ要件のุ᩿において公益ᛶが認ࡵられた事業計画に↷らし、収用࣭使用しよ࠺とす

る土地等の⠊ᅖが公益上必要な⠊ᅖにᏑすることを☜認すること。 

３ 収用࣭使用のูの合理ᛶ                            

時㛫的、ࡃてを起業⪅に⛣㌿するのではな࡭に収用ᶒす࠺収用ࠖのよࠕ、使用ࠖとはࠕ

又は✵㛫的にその୍㒊の⚾ᶒの行使をไ㝈することを┠的とするものであり、ࠕ使用ࠖで

㊊りる土地等についてより規ไの⛬ᗘのᙉいࠕ収用ࠖを用いることは、相当とは認ࡵられ

ない。 

したがって、申請事業の公ඹᛶのⓎ᥹のたࡵ必要なᡭ法がࠕ収用ࠖであるかࠕ使用ࠖで

あるかを☜認すること。 
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㸴⠇ 事業認定の申請༢఩ 

事業認定は、୍定の公益ᛶをᐇ⌧しよ࠺とする事業について行ࢃれるものであるから、

その公益ᛶをⓎ᥹でࡁる༢఩を事業認定の申請༢఩㸦඲体計画༊㛫㸧とする必要があると

い࠺のがᇶᮏ的⪃࠼᪉である。 

౛ࢫࣃ࢖ࣂ、ࡤ࠼のሙ合は、⌧㐨からศᒱしてから෌び⌧㐨にྲྀりつࡲࡃでの༊㛫、⮬

ື㌴ᑓ用㐨㊰でゝࡤ࠼、ᑡなࡃともࢪ࢙ࣥࢳ࣮ࢱࣥ࢖㛫とすることが必要である。法も起

業地の⠊ᅖについてこの⪃࠼᪉を๓ᥦとしていると⪃࠼られる。 

㸦起業地༊㛫㸻඲体計画༊㛫㸧 

しかしながら、こ࠺した⪃࠼᪉を㈏ᚭすると、㧗㏿㐨㊰事業ࡸ新ᖿ⥺等の኱規ᶍな事業

においては、事業認定申請書等の作成にあたっての起業⪅の事ົ㈇ᢸ㸦≉に法㸲条地⟶理

起業⪅による土地収用ไᗘの、ࡃࡁ起業地表示図の作成等の事ົ㸧が኱ࡸのពぢ↷఍࡬⪅

積ᴟ的なά用にᨭ㞀がでるおそれがある。 

そこで、᫛࿴㸴３ᖺのᘓタ┬ᘓタ経῭ᒁ㛗㏻㐩では、事業認定申請書等の作成にあたっ

て起業⪅の㈇ᢸを㍍ῶするほⅬから、඲体の༊㛫について、公益ᛶ、土地利用の合理ᛶ、

施行⬟ຊ等についてㄝ明した上で、୍㒊の༊㛫については、事業認定申請༢఩を⦰ᑠする

ことがでࡁるとしている。 

起業地のタ定について 

㏻ᖖはࠕ඲体計画༊㛫ࠖ㸻ࠕ起業地༊㛫ࠖであるが、ḟのሙ合は申請༢఩の⦰ᑠをする

ことがでࡁる㸦⦰ᑠᚋの起業地༊㛫をࠕ申請起業地༊㛫ࠖとい࠺㸧 

㸦࢖㸧୍㒊の༊㛫について用地ྲྀᚓが඲て完஢しているሙ合 

㸨 申請起業地༊㛫は、地≀㸦Ἑᕝ、㐨㊰等㸧、行ᨻ⏺㸦኱Ꮠ等のᪧ市⏫ᮧ⏺をྵࡴ㸧等

で起業地が明☜となる༊㛫又は౪用༊㛫を㝖ࡃ༊㛫等の合理的な༊㛫であること 

㸨 㝖እした༊㛫について௚の公ඹ事業㸦法㸲条地㸧及び法௧ไ㝈について⟶理⪅及び行

ᨻᶵ㛵とㄪᩚ῭ࡳであること 
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事౛㸯㸸 㸿༊㛫から㹂༊㛫ࡲでのそれࡒれの༊㛫ࡕ࠺、ṧ件が㹀༊㛫と㹂༊㛫とにあり、

௚の༊㛫について用地ྲྀᚓ῭であるሙ合、㹀༊㛫と㹂༊㛫とを申請起業地とすることがで

。るࡁ

     

事౛㸰㸸 㸿༊㛫から㹀༊㛫ࡲでが᪤に౪用῭のሙ合は、㹁༊㛫から㹂༊㛫ࡲでを申請起

業地とすることがでࡁる。

事౛３㸸 㸿༊㛫から㹀༊㛫ࡲでが᪤に౪用῭で、ṧ件が㹁༊㛫にあり㹂༊㛫について用

地ྲྀᚓ῭のሙ合は、㹁༊㛫を申請起業地とすることがでࡁる。

㸦ࣟ㸧ᕤ༊༢఩等相஫の用地ྲྀᚓの࣮ࣝࣗࢪࢣࢫに኱ࡁなᕪがある኱規ᶍな事業であるሙ

合

①申請起業地༊㛫は、ᕤ༊༢఩又は୍体としてᕤ事を施行する༊㛫等の合理的な༊㛫㸦௨

ୗࠕᕤ༊等ࠖとい࠺。㸧であること。

㸦ト㸧ࠕᕤ༊等ࠖについては、༢にᕤ事施ᕤᕤ⛬上のᕤ༊等とい࠺ព࿡合いではなࡃ、

あࡲࡃで公益ᛶをⓎ᥹し࠺るࡦとࡲとࡲりの土地とい࠺ことである

②申請起業地༊㛫でも相当⛬ᗘ公益ᛶをⓎ᥹でࡁると認ࡵられること。

ex. ３ᕤ༊と㸲ᕤ༊は୍体として公益ᛶがⓎ᥹ࡉれることから、それࡒれ⊂❧したᕤ༊

Ａ区間 Ｂ区間 Ｃ区間 Ｄ区間

用地取得 用地取得済起業地 起業地
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等とはなりᚓない㸦㧗ᯫが㏵୰で㏵ษれるたࡵ㸧 

③ᑗ᮶計画をྵࡴ඲体計画༊㛫の施行が☜ᐇ㸦౛ࡤ࠼ᑐእ的に施行期㛫を公表し、事業ᐇ

施計画でྲྀ上ࡆているሙ合な࡝㸧で、申請起業地༊㛫とᑗ᮶施行ண定ᕤ༊について㐃⥆ᛶ

があること。 

ex.1 事業ࢺࢵࣞࣇࣥࣃでᕤ༊๭とそれࡒれのᕤ༊及び඲体の完成ᖺḟを明記している

ሙ合 

ex.2 㝖እしたᕤ༊等について、ᅜࡸ地᪉⮬἞体のᨻ⟇㸦୰期⥲合計画等㸧で╔ᡭ時期

 完成ᖺḟ等を公表しているሙ合ࡸ

④ᕤ༊等相஫の用地ྲྀᚓ࣮ࣝࣗࢪࢣࢫに኱ࡁなᕪがある㸦ᡭ⥆ಖ␃ไᗘのά用では事業の

ᇳ行がᢸಖࡉれない。㸧等、୍㒊のᕤ༊等についてඛ行して用地ྲྀᚓを行࠺必要があるこ

と。 

 (ト㸧඲てのᕤ༊等で同時期に用地 量ࡸ用地஺΅にධっていて、༢に用地ྲྀᚓの㐍ᤖ

が␗なるよ࠺なሙ合はこのࢫ࣮ࢣにあてはࡲらない 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

㸵⠇ 㛵㐃事業 

᪤Ꮡの公ඹ施タ㸦収用適᱁事業㸧のᶵ⬟ᅇ᚟がᑐ㇟となる 

㛵㐃事業とは、法３条ྛྕにᥖࡆるものに㛵する事業㸦ᮏ体事業㸧の施行にకい、法３

条ྛྕにᥖࡆる௚の施タのᶵ⬟を㜼ᐖしたሙ合、これらの᪤Ꮡの公ඹ施タのᶵ⬟ᅇ᚟を┠

的とするものである。 

起業⪅は、ᮏ体事業又はᮏ体事業の施行により必要を⏕ࡌた法３条ྛྕのいࡎれかに該

当するものに㛵する事業㸦㛵㐃事業㸧のたࡵに土地等を収用又は使用しよ࠺とするとࡁは、
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事業認定を受けなけれࡤならない㸦法㸯㸴条㸧。 

౛࣒ࢲ、ࡤ࠼のᘓタによりỈἐするたࡵ付け᭰࠼を必要とする㐨㊰の付け᭰࠼とかᏛᰯ

のᘓ⠏、㧗㏿㐨㊰のᘓタにより付け᭰࠼を要する㎰㐨、Ἑᕝ等のᩚഛをい࠺ものである。 

㛵㐃事業として事業認定を受けるたࡵには、ḟの要件が‶たࡉれていなけれࡤならない。 

㸦࢖㸧ཎᅉとなったᮏ体事業が法３条該当事業であること 

Ex. Ẹ㛫の኱規ᶍなఫᏯᅋ地ᘓタ事業により必要の⏕ࡌた㐨㊰ࡸἙᕝの付᭰は㛵㐃事

業に該当しない 

㸦ࣟ㸧ᮏ体事業の施行により必要を⏕ࡌた事業であること 

①ᮏ体事業の施行とᐦ᥋୙ྍศであること㸦᪤Ꮡの施タがᏑᅾしていなけれࡤならない㸧 

ex. ᅜ㐨の新タにకいศ᩿ࡉれる᪤Ꮡの㎰業用Ỉ㊰のᶵ⬟ᅇ᚟のたࡵの付᭰ᕤ事 

②㛵㐃事業のたࡵにḞࡃことのでࡁない㝃ᖏ事業も㛵㐃事業にྵࡲれる 

ex. Ἑᕝᕝᨵಟによるᶫのᯫ᭰にḞࡃことのでࡁない㎽ᅇ㊰、௬ᶫ等 

③㝃ᖏ事業により必要の⏕ࡌた㛵㐃事業も当↛該当する 

ex. ㎽ᅇ㊰タ⨨にక࠺Ỉ㊰の୍時付᭰ 

 

④㛵㐃事業の㛵㐃事業については、┤ࡕに㛵㐃事業にྵࡲれるとい࠺ものではなࡃ、当該

事業の事業計画の合理ᛶをㄝ明すること。 

 

㸦ࣁ㸧㛵㐃事業として行ࢃれる事業も法３条ྛྕのいࡎれかに該当する事業であること。 

㸦ࢽ㸧㛵㐃事業としての起業地の⠊ᅖは、ᚑ๓施タのᶵ⬟をᅇ᚟又は⥔ᣢする⠊ᅖにと

 。られていることࡵ࡝

たࡔし、௨ୗのᨵⰋについては㛵㐃事業の⠊ᅖを㉸࠼ないものとして起業地にྵࡵてよ

い。 

①㛵㐃事業にಀる施タのᶵ⬟㸦ᵓ㐀㸧が法௧に定ࡵる᭱పᇶ‽に合⮴していないሙ合は、

㎰ᴗ⏝Ỉ㊰

௜᭰Ỉ㊰

新設国道 新設国道
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そのᇶ‽に適合するたࡵの必要な⠊ᅖであること。 

ex. ㌴㐨ᖜဨ㸰㹫の᪤Ꮡ㐨㊰について、㌴㐨ᖜဨを㐨㊰ᵓ㐀௧上᭱ᑠの᪤定್である

㸲㹫又は３㹫として付け᭰࠼を行࠺こと 

②㜼ᐖࡉれた᪤Ꮡ施タのᚑ๓のᶵ⬟を᚟ᪧࡏࡉる⠊ᅖで行ࢃれる付ຍ施タのタ⨨に必

要な土地であること。 

ex. ᅜ㐨の新タにకって᪤Ꮡの┴㐨に新たな஺ᕪⅬがฟ᮶るሙ合において、ᅜ㐨の౪

用時における┴㐨のᚑ๓のᶵ⬟をᅇ᚟ࡏࡉる⠊ᅖで、┴㐨にྑᢡ࣮ࣞࣥ等の施タをタ⨨す

ること 

 

       

新設国道

既設県道

       

 

㸦࣍㸧ᮏ体事業の施行⪅がేࡏて施行することが必要と認ࡵられ、かつ同時に施行ࡉれ

なけれࡤならないこと。 

㸦࣊㸧ᮏ体事業の起業⪅に㛵㐃事業を施行するたࡵのᶒ㝈があること。 

これは、㐨㊰法㸰㸰条、Ἑᕝ法㸯㸶条等のよ࠺に法௧の規定がᏑᅾするሙ合ࡸ㛵㐃事業

にಀる施タのᮏ᮶の⟶理⪅とᮏ体事業の起業⪅との㛫で༠定書ࡸ事業施行ጤ௵書等により

ᶒ㝈が付与ࡉれるሙ合である。 

 

㸶⠇ 㝃ᖏ事業 㸦法３条３㸳ྕ㸧 

ᮏ体事業の施行の౽益を㧗ࡵるもの 

㝃ᖏ事業とは、法３条㸯ྕから同条３㸲ྕの３ࡲでにᥖࡆるものに㛵する事業㸦ᮏ体事

業㸧のたࡵにḞࡃことがでࡁない㐨㊰、ᶫ、㕲㐨、㌶㐨、⣴㐨、㟁⥺㊰、Ỉ㊰、ụ஭、土

▼ᤞሙ、⫋ົ上ᖖ㥔を必要とする⫋ဨのワᡤ又はᐟ⯋その௚の施タをタ⨨する事業である。 

౛として、公ඹୗỈ㐨事業のたࡵの作業ᇶ地、事業期㛫୰に㝈りタ⨨するᕤ事事ົᡤ等
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がある。 

ᮏ体事業の᧦ቨタ⨨にక࠺᥀๐ᕤ事ࡸᶫᱱタ⨨にక࠺㊊ሙᕤ事等は、㝃ᖏᕤ事ではなࡃ、

ᮏ体ᕤ事そのものとのゎ㔘である。 

㝃ᖏ事業は、㛵㐃事業のよ࠺にᮏ体事業の施行にకい、௚の᪤Ꮡの公ඹ施タのᶵ⬟ᅇ᚟

を┠的とするものではなࡃ、ᑓらᮏ体事業の施行に୙ྍḞな施タをタ⨨して、当該ᮏ体事

業の施行の౽益を㧗ࡵるたࡵのものである。   

 

㸷⠇ 事業の認定 

㸯 事業の認定を行ったሙ合㸦法㸰㸴条㸧 

ᅜ土஺㏻኱⮧又は都㐨ᗓ┴▱事は、事業の認定をしたとࡁは、㐜⁫なࡃ、その᪨を起業

⪅にᩥ書で㏻▱するとともに、起業⪅のྡ⛠、事業の✀類、起業地、事業の認定をした理

由及び図面の⦪ぴሙᡤをᅜ土஺㏻኱⮧にあってはᐁሗで、都㐨ᗓ┴▱事にあっては都㐨ᗓ

┴▱事が定ࡵる᪉法で࿌示しなけれࡤならない。 

㸰 事業の認定をᣄྰしたሙ合㸦法㸰㸶条㸧 

ᅜ土஺㏻኱⮧又は都㐨ᗓ┴▱事は、事業の認定をᣄྰしたとࡁは、㐜⁫なࡃ、その᪨を

起業⪅にᩥ書で㏻▱しなけれࡤならない。 

 

10⠇ 事業認定のຠᯝ 

 ࠔ土地ᡤ᭷⪅、㛵ಀேについてࠓ

㸯 土地のಖ඲⩏ົ㸦法㸰㸶条の３㸧 

  ఱேも、都㐨ᗓ┴▱事のチྍを受けなけれࡤ、起業地について明らかに事業にᨭ㞀を及

 。なᙧ㉁のኚ᭦をしてはならない࠺すよࡰ

㸰 土地౯᱁のᅛ定㸦法㸵㸯条、㸵㸰条㸧 

  事業認定࿌示の時Ⅼで土地౯᱁がᅛ定ࡉれ、それ௨㝆の࿘㎶の土地౯᱁のኚືは⪃៖ࡉ

れない。たࡔ、≀౯ኚື⋡が⪃៖ࡉれるのࡳである。 

３ 新たな㛵ಀேの᤼㝖㸦法㸶条３項ణ書㸧 

  事業認定の࿌示ᚋは、᪤Ꮡのᶒ利をᢎ⥅した⪅を㝖ࡁ、新たなᶒ利をྲྀᚓした⪅は㛵ಀ

ேとならࡎ、したがって⿵ൾを受けることはでࡁない。 

㸲 ≀件の㝃ຍቑ⨨にᑐするᦆኻ⿵ൾのไ㝈㸦法㸶㸷条㸧 

≀件の㝃ຍቑ⨨は、都㐨ᗓ┴▱事のᢎ認を受けなけれࡤ⿵ൾのᑐ㇟とならない。 
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㸳 ⿵ൾ㔠のᨭᡶ請ồᶒ㸦法㸲㸴条の㸰㸪法㸲㸴条の㸲㸧 

 ① 事業認定の࿌示により土地౯᱁のᅛ定がなࡉれるので、土地ᡤ᭷⪅及び土地に㛵して

ᶒ利を᭷する㛵ಀே㸦ඛྲྀ≉ᶒを᭷する⪅、㉁ᶒ⪅、᢬当ᶒ⪅、ᕪᢲമᶒ⪅、௬ᕪᢲമᶒ

⪅を㝖ࡃ。㸧は、起業⪅にᑐして、⮬ᕫのᶒ利に㛵して受けるࡁ࡭⿵ൾ㔠のᨭᡶ請ồがで

 。るࡁ

② 起業⪅が裁決申請を行っていないሙ合には、裁決申請の請ồと同時に行ࢃなけれࡤな

らない。 

③ 起業⪅は㸰か᭶௨ෆに⮬ᕫのぢ積りによる⿵ൾ㔠のᨭᡶいを行ࢃなけれࡤならない。 

④ ③にかかࢃらࡎ、裁決ᡭ⥆開始のⓏ記ᚋ㸯㐌㛫௨ෆのいࡎれか㐜い᪉の期㝈ࡲでにᨭ

ᡶࡤ࠼㊊りる。 

㸴 裁決申請の請ồᶒ㸦法３㸷条㸰項㸧 

① 土地ᡤ᭷⪅又は土地に㛵してᶒ利を᭷する㛵ಀே㸦ඛྲྀ≉ᶒを᭷する⪅、㉁ᶒ⪅、᢬

当ᶒ⪅、ᕪᢲമᶒ⪅、௬ᕪᢲമᶒ⪅を㝖ࡃ。㸧は、⮬ᕫのᶒ利にಀる土地について、裁決

申請をすࡁ࡭ことを起業⪅に請ồすることがでࡁる。 

② 請ồがあったሙ合には、起業⪅は㸰㐌㛫௨ෆに裁決申請を行ࢃなけれࡤならない㸦法

㸷㸮条の㸲㸧。 

③ この請ồがあったሙ合、裁決申請書の記載事項及び添付書類㸦土地ㄪ書㸧について、

┬␎でࡁる᪨の≉౛がある㸦法㸲㸲条㸧。 

④ 裁決申請をᛰったሙ合には㐣ᛰ㔠㸦ᖺ利㸯㸶㸬㸰㸳㸣㸧が㸦法㸷㸮条の㸲㸧、ࡲた⿵

ൾ㔠のᨭᡶをᛰったり、⿵ൾ㔠のぢ積もりがపいとຍ⟬㔠㸦ᖺ利㸴㸬㸰㸳㸣から㸯㸶㸬㸰

㸳㸣㸧がㄢࡏられる㸦法㸷㸮条の３㸧。 

㸵 明Ώ裁決の申❧ᶒ 

土地ᡤ᭷⪅又は㛵ಀேは、᪩ࡃ土地の明Ώし又は≀件の⛣㌿をᕼᮃするとࡁな࡝は、収

用ጤဨ఍にᑐして明Ώ裁決の申❧てを行࠺ことがでࡁる㸦法㸲㸵条の３、法㸰㸷条㸰項㸧。 

㸶 ㈙受ᶒⓎ⏕の起⟬Ⅼ 

  ㈙受ᶒⓎ⏕の起⟬Ⅼは事業認定の࿌示の᪥となっている㸦法㸯㸮㸴条㸧。 

㸷 市⏫ᮧ㛗による起業地表示図の㛗期⦪ぴ㸦法㸰㸴条の㸰㸧 

 

 ࠔ起業⪅についてࠓ

㸯 起業地の⠊ᅖの☜定 
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㸰 ⿵ൾ㔠の࿘▱ᥐ⨨㸦法㸰㸶条の㸰㸧 

  事業認定の࿌示がなࡉれると、上㏙のよ࠺に✀ࠎのຠᯝがⓎ⏕し、土地ᡤ᭷⪅、㛵ಀே

はᙉいไ㝈を受ける཯面、ᦆኻ⿵ൾ㔠のᨭᡶ請ồをすることがでࡁるな࡝のᶒ利も同時に

Ⓨ⏕することになるので、起業⪅は事業認定の࿌示㸦ᡭ⥆ಖ␃ࡉれているとࡁはᡭ⥆開始

の࿌示㸧があったとࡁは、┤ࡕに⿵ൾ等についての࿘▱ᥐ⨨をㅮࡌなけれࡤならない。 

① ࿘▱ᥐ⨨の୺なෆᐜ 

㸦࢖㸧土地౯᱁が事業認定࿌示の時Ⅼでᅛ定ࡉれ、௨㝆はᶒ利ྲྀᚓ裁決ࡲでの≀౯のኚື

にᛂࡎるಟ正がຍ࠼られること 

㸦ࣟ㸧㛵ಀேの⠊ᅖのไ㝈について㸦法㸶条３項ణ書について㸧 

㸦ࣁ㸧ᦆኻ⿵ൾがไ㝈ࡉれることについて㸦法㸶㸷条について㸧 

㸦ࢽ㸧裁決申請の請ồについて 

㸦࣍㸧⿵ൾ㔠のᨭᡶ請ồについて 

㸦࡬㸧明Ώ裁決の申❧てについて 

㸦ࢺ㸧その௚ヲ⣽については土地収用法をཧ↷すࡁ࡭᪨ 

② ࿘▱ᥐ⨨の᪉法 

㸦࢖㸧上記ෆᐜを記載したᑠ෉Ꮚを作成し、起業地又はその࿘㎶の適当なሙᡤにおいて、

土地ᡤ᭷⪅及び㛵ಀேに㓄付すること 

㸦ࣟ㸧上記ෆᐜ及び㸦࢖㸧のᑠ෉Ꮚを㓄付するሙᡤを起業地又はその࿘㎶の適当なሙᡤに

ᥖ示すること 

３ 土地≀件ㄪᰝᶒ㸦法３㸳条㸧 

㸲 土地ㄪ書、≀件ㄪ書の作成㸦法３㸴条㸧 

㸳 裁決申請ᶒ㸦法３㸷条㸯項㸧 

㸴 明Ώ裁決の申❧ᶒ㸦法㸲㸵条の３、㸰㸷条㸰項㸧 

 

11⠇ 事業認定のኻຠ 

事業の認定は、ḟにᥖࡆるሙ合には、期㛫‶஢の᪥の⩣᪥からᑗ᮶にྥかって、そのຠ

ຊをኻ࠺。 

㸯 事業認定の࿌示の᪥㸦ᡭ⥆開始の࿌示の᪥㸧から㸯ᖺ௨ෆに裁決申請をしないとࡁ㸦法

㸰㸷条㸯項㸧 

㸰 事業認定の࿌示の᪥から㸲ᖺ௨ෆに明Ώ裁決の申❧てをしないとࡁ㸦法㸰㸷条㸰項㸧 
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３ 収用又は使用のᡭ⥆をಖ␃した起業地について、事業認定࿌示の᪥から３ᖺ௨ෆにᡭ

⥆開始の申❧てをしないとࡁ㸦法３㸲条の㸴㸧 

㸲 事業のᗫṆ又はኚ᭦のたࡵ土地を収用等する必要がなࡃなったことを都㐨ᗓ┴▱  

事が࿌示したとࡁ㸦法３㸮条㸧 

 

12⠇ 事業認定申請書類の作成 

㸯 事業認定申請書の記載事項㸦法㸯㸶条㸯項、施行規則㸰条、ู記ᵝᘧ㸳㸧 

事業認定申請書の記載事項については、法㸯㸶条㸯項において、௨ୗのとおり規定ࡉれ

ている 

①起業⪅のྡ⛠ 

②事業の✀類 

③収用又は使用のูを明らかにした起業地 

④事業の認定を申請する理由 

事業認定申請書のᵝᘧ等については、規則㸰条及びู記ᵝᘧ㸳に規定ࡉれている 

 

㸰 事業認定申請書の添付書類㸦法㸯㸶条㸰項㹼㸲項、規則３条㸧 

事業認定申請書の添付書類については、㸯㸶条㸰項から㸲項ࡲで、及び規則３条におい

て、௨ୗのとおり規定ࡉれている。 

㸦㸯㸧事業計画書㸦規則３条㸯ྕ㸧 

①事業計画の概要 

②事業の開始及び完成の時期 

③事業に要する経費及びその財源 

④事業の施行を必要とする公益上の理由 

⑤収用又は使用のูを明らかにした事業に必要な土地等の面積、数量等の概数並びにこれ

らを必要とする理由 

⑥起業地等を当該事業に用いることが相当であり、又は土地等の適正かつ合理的利用に寄

与することとなる理由 㸦௦᭰᱌のẚ㍑等㸧 

図、表を用いてㄝ明する。概要図並びに㸦必要にᛂࡌて㸧起業地㑅定ẚ㍑表及び࣮ࣝࢺẚ

㍑図をྵࡴ。 
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㸦㸰㸧起業地及び事業計画を表示する図面㸦規則３条㸰ྕ、３ྕ㸧 

①起業地఩⨨図 

②起業地表示図 

③事業計画表示図㸦ᶓ᩿図、必要にᛂࡌて⦪᩿図をྵࡴ㸧 

㸦３㸧㛵㐃事業施行ド書 

事業が㛵㐃事業にಀるものであるとࡁは、起業⪅が当該㛵㐃事業を施行する必要が⏕ࡌ

たことをドする書面 

㸦㸲㸧法㸲条地の⟶理⪅及び法௧ไ㝈地にಀる行ᨻᶵ㛵のពぢ書 

㸦࢖㸧法㸲条地の⟶理⪅のពぢ書 

起業地ෆに、この法ᚊ又は௚の法ᚊによって、土地等を収用又は使用することのでࡁる

事業の用に౪している土地㸦いࡺࢃるࠕ法㸲条地ࠖ㸧があるとࡁは、当該土地の⟶理⪅の

ពぢ書を添付しなけれࡤならない。 

௦表的なものとして、㐨㊰、Ἑᕝ、㟁⥺類に౪ࡉれている土地があࡆられる。 

①法㸲条土地ㄪ書㸦規則３条㸲ྕ ู記ᵝᘧ㸴㸧 

②法㸲条地表示図㸦規則３条㸲ྕ㸧 

③法㸲条地の⟶理⪅のពぢ書㸦規則３条㸳ྕ㸧 

㸦ࣟ㸧法௧ไ㝈地にಀる行ᨻᶵ㛵のពぢ書㸦規則３条㸳ྕ㸧 

起業地ෆに土地の利用について法௧の規定によるไ㝈のある土地があるとࡁは、当該法

௧の施行についてᶒ㝈を᭷する行ᨻᶵ㛵のពぢ書を添付しなけれࡤならない。 

௦表的なものとして、ᇙⶶᩥ໬財のᏑする土地、ᅜ❧公ᅬ又はᅜ定公ᅬのᬑ㏻地ᇦ等が

あࡆられる。 

㸦㸳㸧චチ࣭チ認ྍ等があったことをド明する書面又は行ᨻᶵ㛵のពぢ書㸦規則３条㸳ྕ㸧 

事業の施行に㛵して行ᨻᶵ㛵のචチ、チྍ又は認ྍ等のฎศを必要とするሙ合において

は、これらのฎศがあったことをド明する書面又は行ᨻᶵ㛵のពぢ書を添付しなけれࡤな

らない。 

㸦㸴㸧事๓ㄝ明఍のᐇ施≧ἣを記載した書面及び公࿌した新⪺⣬の෗し 

法㸯㸳条の㸯㸲の規定にᇶ࡙ࡁㅮࡌたᥐ⨨のᐇ施≧ἣを記載した書面㸦規則３条㸴ྕ 

ู記ᵝᘧ㸴の㸰㸧 

㸦ὀ㸧㸲㸧、㸳㸧にᥖࡆるពぢ書は、起業⪅がពぢをồࡵた᪥から３㐌㛫を経㐣しても
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ᚓられなかったとࡁは、ពぢ書をᚓることがでࡁなかった事᝟を␯明する書面により௦࠼

ることがでࡁる㸦法㸯㸶条３項、規則３条㸳ྕ㸧。 

 

３ 事業認定申請書の作成᪉法 

㸦㸯㸧事業認定申請書のࠕ事業の認定を申請する理由ࠖ 

事業認定を申請する理由として、記載すࡁ࡭事項はḟのとおりである。 

①事業が法➨３条ྛྕのいࡎれかにᥖࡆるものに㛵する事業であること。 

②事業計画のෆᐜ及び┠的 

③事業認定の申請に⮳った用地஺΅の概要㸦土地ᡤ᭷⪅及び㛵ಀேの概数、必要面積及び

その㐍ᤖ⋡、஺΅開始ᖺ᭶㸧 

④収用又は使用しよ࠺とするᑐ㇟≀㸦౛ࡤ࠼、土地、➨ۑ✀⁺業ᶒ等㸧 

⑤事業の施行に㛵して、චチ、チྍ又は認ྍ等が必要であるሙ合、㆟఍又はྲྀ⥾ᙺ఍の㆟

決が必要であるሙ合等には、当該ฎศ又はᡭ⥆を⤊࠼たこと等 

⑥」数の起業⪅がඹ同申請するሙ合には、その理由 

 

㸦㸰㸧事業計画書のࠕ事業計画の概要ࠖ 

㸦࢖㸧ᕤ事計画ࡔけでなࡃ、申請にಀる事業の┠的及びෆᐜを具体的にㄝ明すること。 

㸦ࣟ㸧申請にಀる事業が㧗㏿㐨㊰ࢡ࣮࣡ࢺࢵࢿ等のᩚഛの計画の୍㒊であるとࡁは、ࡲ

土地利用の合理ᛶ等のุ᩿ᑐ㇟となるࡸそのᩚഛの計画についてㄝ明し、ḟに公益ᛶ、ࡎ

୍つのࡲとࡲりのある༊㛫㸦௨ୗࠕ඲体計画༊㛫ࠖとい࠺。㸧である申請事業についてᩚ

ഛの計画との㛵ಀを示してㄝ明すること。 

㸦ࣁ㸧事業計画のෆᐜは、でࡁる㝈り数Ꮠをあࡆてㄝ明すること㸦定量的なㄝ明㸧。 

㸦ࢽ㸧申請にಀる事業が、その事業ᮏ体のຠ用を඲࠺することがでࡁるよ࠺にㄝ明ෆᐜ

をᵓ成すること。 

㸦࣍㸧記載すࡁ࡭事項は、事業の✀類によってᕪ␗があるが、これをࡳれࡤ施行しよ࠺

とする事業の概要が明らかになるよ࠺にすること。 

事業認定申請༢఩を⦰ᑠしたሙ合は、඲体計画༊㛫についてㄝ明した上で、申請起業地

༊㛫についてㄝ明するものとするが、あࡏࢃて、 

①඲体計画༊㛫の୍ࡕ࠺定の༊㛫は用地ྲྀᚓ完஢等の理由により申請起業地༊㛫から

㝖እし、事業認定申請༢఩を⦰ᑠした᪨を、又は 
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②඲体計画༊㛫の୍ࡕ࠺㒊のᕤ༊等についてඛ行して用地ྲྀᚓを行࠺必要ᛶ、⦰ᑠした

ᕤ༊等についての用地ྲྀᚓの≧ἣ及び用地ྲྀᚓのண定をㄝ明し、事業認定申請༢఩を⦰ᑠ

した᪨を記載するとともに、その௚のᕤ༊についての事業計画、用地஺΅࣭用地ྲྀᚓの≧

ἣ、完஢ண定時期、法㸲条地、法௧ไ㝈地にಀるㄪᩚの≧ἣを記載すること。 

㐨㊰事業、Ἑᕝ事業のሙ合は、ḟのよ࠺な事項を明らかとなるよ࠺に記載することがᮃ

 。しいࡲ

 㸺㐨㊰事業の記載事項㸼 

①新タか、ᨵ⠏か 

②ᣑᖜᕤ事か、ࢫࣃ࢖ࣂᕤ事か等のᕤ事の኱要 

③施行༊㛫 

④施行ᘏ㛗 

⑤ᵓ㐀規᱁ ۑ✀ۑ⣭㸦ۑ地㒊㸧 

⑥ᖜဨ ඲体ᖜဨと㌴㐨、Ṍ㐨、㊰⫪、ഃ㐨等のᖜဨᵓ成 

շタ計㏿ᗘ 

ո計画஺㏻量 (ᖹ成ۑۑᖺண 㸧 

չ᭱ᑠ᭤⥺༙ᚄ 

պ᭱ᛴ⦪᩿໙㓄 

ջ୺要ᕤ作≀㸦ࣝࢿࣥࢺ、ࢪ࢙ࣥࢳ࣮ࢱࣥ࢖、ᶫᱱ、ᩱ㔠ᡤ等㸧 

 㸺Ἑᕝ事業の記載事項㸼 

①⠏ሐ㸦⌧⠏ሐᔞ上、ᘬሐ㸧ᕤ事か、ศỈ㊰ᕤ事か等の኱要 

②ᕥᓊかྑᓊか又は୧ᓊか 

③施行༊㛫 

④施行ᘏ㛗 

⑤ሐ㜵ᵓ㐀㸦ኳ➃ᖜ、法໙㓄、ᑠẁᖜ㸧 

⑥計画㧗Ỉὶ量 

շἙᖜ 

ո୺要ᕤ作≀㸦Ỉ㛛、ᵽ㛛等㸧 
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㸦࣊㸧申請にಀる事業についてᕤ༊がศかれており、事業඲体の完成௨๓にᬻ定౪用す

る計画があるとࡁは、その᪨記載すること。 

㸦ࢺ㸧Ἑᕝ事業については、当該ἙᕝのἙᕝᩚഛ計画又はἙᕝᩚഛᇶᮏ᪉㔪が作成ࡉれ

ていないሙ合は、その᪨を㏙࡭た上でᕤ事ᐇ施ᇶᮏ計画の作成の経⦋を明らかにして、計

画㧗Ỉὶ量図を記載すること。 

㸦ࢳ㸧ᮏ体事業の計画にᕤ事期㛫୰、土地の୍時使用等の計画があるሙ合は、使用の┠

的等について⡆༢に記載すること。 

㸦ࣜ㸧法３条３㸳ྕに㛵する事業、すなࡕࢃ㝃ᖏ事業を施行するሙ合にはその事業ෆᐜ

を記載すること。 

㸦ࢾ㸧ᮏ体事業にేࡏて㛵㐃事業を施行するሙ合には、㛵㐃事業の事業計画をᮏ体事業

の事業計画と༊ศして記載すること。 

 

㸦３㸧事業計画書のࠕ事業の施行を必要とする公益上の理由ࠖ 

㸦࢖㸧ᮏ項では、法㸰㸮条３ྕ要件の該当ᛶについての記載事項としては、申請事業の

施行によりᚓられる公ඹの利益とኻࢃれる利益及びその㛵ಀを記載するものとする。 

㸦ࣟ㸧事業の施行を必要とする公益上の理由については、申請事業を施行しないሙ合の

♫఍的、経῭的又は行ᨻ的な୙利益、申請事業を施行したሙ合の♫఍的、経῭的又は行ᨻ

的な利益あるいは୙利益とい࠺ᾘᴟ、積ᴟの୧面から⪃ᐹし、ḟのⅬに␃ពしつつㄝ明す

る。 

①⌧ᅾの≧ἣ 

 申請事業を施行しなけれࡤならないよ࠺なຎᝏ、༴㝤な≧ἣについてㄝ明するとともに、

これをᨺ⨨しておࡃことの♫఍的、経῭的、行ᨻ的な୙利益、ᦆኻについてㄝ明する。ࡲ

た、㏆いᑗ᮶☜ᐇに起こり࠺るとண ࡉれる୙利益、ᦆኻがあるሙ合には、これも明らか

にする。 

ex. ៏ᛶ的な஺㏻῰⁫により㏻㐣にከ኱な時㛫を要し、஺㏻事ᨾがከⓎしている。 

ex.  Ἑ㐨が⊃ࡃ、㝆㞵時にはὥỈ又はᾐỈによってὶᇦఫẸの⏕࿨、財⏘にᑐする༴

㝤がある。 

②事業ຠᯝ 

申請事業を施行することにより、⌧≧のྛ✀の୙利益、ᦆኻの㝖ཤ、㍍ῶ又はண㜵のຠ

ᯝが期ᚅでࡁ、ᑗ᮶にࢃたってもたらࡉれる積ᴟ的利益㸦┤᥋ຠᯝ、㛫᥋ຠᯝ㸧について
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ㄝ明する。 

ex. ஺㏻ᐜ量のቑ኱により஺㏻῰⁫が⦆࿴ࡉれ、Ᏻ඲かつ෇⁥な⮬ື㌴஺㏻が☜ಖࡉれ

る。 

ex. Ἑ積のᣑ኱によりἙᕝᩚഛᇶᮏ᪉㔪に定ࡵる計画㧗Ỉὶ量をᏳ඲にὶୗࡏࡉること

がでࡁ、ὶᇦఫẸの⏕࿨及び財⏘のᏳ඲に寄与する。 

申請事業のᐇ施によりⓎ⏕するࢫࢼ࢖࣐要ᅉ㸦ex኱Ẽởᰁ、㦁㡢、᣺ື等㸧があるሙ合

には、そのண 及びこれにᑐするホ౯についてㄝ明し、ࡉらにこれらのࢫࢼ࢖࣐要ᅉにᑐ

してㅮࡌるᥐ⨨があるሙ合には、そのᥐ⨨をㅮࡌた上でのホ౯もྵࡵてㄝ明する。 

ex.  ࠕ⎔ቃᙳ㡪ホ౯をᐇ施したとこࢁ、኱Ẽ㉁及び᣺ືについては⎔ቃᇶ‽等を‶た

すものとண しているが、㦁㡢について୍㒊⎔ቃᇶ‽等を上ᅇるとい࠺ホ౯⤖ᯝであった。

これについては、ప㦁㡢⯒⿦の施ᕤ及び㐽㡢ቨのタ⨨により⎔ቃᇶ‽等を‶たすとண し

ていることから、事業のᐇ施にあたってはこれらのᥐ⨨をㅮࡌることとする。よって、事

業が起業地࿘㎶の⏕ά⎔ቃに及ࡰすᙳ㡪は㍍ᚤである。ࠖ 

③事業のᐇ施によりኻࢃれる利益 

 ᕼᑡなື᳜≀ 

✀のಖᏑ法の࡯か、ᩥ໬財ಖㆤ法の≉ูኳ↛記ᛕ≀のᣦ定≧ἣを☜認するとともに、⎔

ቃ┬のࣞࢺࢫࣜࢻࢵ、都㐨ᗓ┴∧のࣞࢡࢵࣈࢱ࣮ࢹࢻࢵ等に記載ࡉれている⤯⁛༴᝹✀の

起業地ෆにおける⏕ᜥの᭷↓をㄪᰝ࣭☜認し、⏕ᜥしているሙ合は具体的なᑐᛂ⟇をㄝ明

する。 

 

ᩥ໬財 

起業地における࿘▱のᩥ໬財の᭷↓を☜認する。Ꮡᅾするሙ合にはᩍ⫱ጤဨ఍等に↷఍

し、ᩍ⫱ጤဨ఍等がໟⶶ地等を起業地にྵࡵることに␗Ꮡがない᪨のᅇ⟅をしているሙ合

れる利益は㍍ᚤであるとホ౯してよい。たࢃ記㘓によるಖᏑをᣦ示しているሙ合は、ኻࡸ

公⫈఍におけるពぢ等においてࡸし、ᩍ⫱ጤဨ఍等から、あるいは利ᐖ㛵ಀேのពぢ書ࡔ

ᩥ໬財࡬のᙳ㡪に㛵するᣦ᦬があったሙ合は、ኻࢃれる利益に㛵するよりヲ⣽な᳨ドが必

要となる。 

 

㸦ࣁ㸧ᐈほ的ࢱ࣮ࢹ 
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上記ㄝ明にあたっては、᪤Ꮡのྛ✀⤫計㈨ᩱあるいは起業⪅等が行ったண 等のᐈほ的

なࢱ࣮ࢹを用いて、ᴟຊ具体的にㄝ明すること。 

具体的には、起業⪅がᐇ施した事業ホ౯、⎔ቃᙳ㡪ホ౯㸦起業⪅௵ពに行ったものをྵ

㸧、᭷㆑⪅による᳨ウ⤖ᯝ、ᩥ⊩ㄪᰝ⤖ᯝ、௚の事業における類౛等もά用すること。ࡴ

がでࡁる。 

㸦ࢽ㸧㝃ᖏ事業を施行するሙ合には、その必要ᛶについてㄝ明すること。 

㸦࣍㸧㛵㐃事業を施行するሙ合には、その必要ᛶについてㄝ明すること。 

㛵㐃事業の必要ᛶは、ᮏ体事業の施行により᪤Ꮡの公ඹ施タのᶵ⬟が㜼ᐖࡉれ、又は๐

ῶࡉれたࡲࡲでᨺ⨨しておࡃことの୙利益と、ᚑ๓のຠ用の⛬ᗘࡲではᶵ⬟をᅇ᚟する必

要がある᪨を記載すること。 

 

㸦㸲㸧事業計画書のࠕ起業地等を当該事業に用いることが相当であり、又は土地等の適正

かつ合理的利用に寄与することとなる理由ࠖ 

㸦࢖㸧ᮏ項の記載を必要としている理由は、事業計画が土地の適正ୟつ合理的な利用に

寄与するものかྰか㸦法㸰㸮条３ྕ㸧であり、ࠕ㸦３㸧事業の施行を必要とする公益上の

理由ࠖの記載事項等から、申請事業に相当⛬ᗘの公益ᛶが認ࡵられるとしても、事業計画

に土地利用上の合理ᛶが認ࡵられるかྰか、すなࡕࢃ、起業地の఩⨨㑅定等の事業計画の

合理ᛶが認ࡵられるかྰかである。 

㸦ࣟ㸧ᮏ項では、௦᭰᱌㸦࣮ࣝࢺẚ㍑等㸧の᳨ウを┬␎でࡁるୗ記のሙ合を㝖いて、ཎ

則として、௦᭰᱌をタ定し、これと事業計画とのඃຎをẚ㍑᳨ウすることにより起業地の

఩⨨㑅定等の事業計画の合理ᛶについてㄝ明するものとする。 

①事業計画が都市計画決定ࡉれた都市施タのෆᐜとᇶᮏ的にᩚ合しているሙ合であって、

都市計画決定時と事᝟がኚࢃっていないሙ合 

②࿘ᅖの地ᙧࡸ土地利用の≧ἣ等から具体的な௦᭰᱌が⪃࠼にࡃいよ࠺なሙ合 

㸦ࣁ㸧事業計画と௦᭰᱌とのẚ㍑᳨ウにあたっては、ࡎࡲẚ㍑᳨ウすࡁ࡭ᇶᮏ的な項┠

として、ḟのよ࠺なものがある。 

①♫఍的条件 

ϸ ₽地面積のከᑡ 

Ϲ ᨭ㞀となる≀件のከᑡ 

Ϻ 地ᇦの土地利用㸦⌧ᅾ及びᑗ᮶計画㸧࣭࿘㎶に与࠼るᙳ㡪 
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ϻ ௚の公ඹ事業とのㄪᩚ 

ϼ ಖ඲す᳜ືࡁ࡭≀等、ᩥ໬財等࡬のᙳ㡪 

②経῭的条件 

③ᢏ⾡的条件 

㸦ࢽ㸧申請事業の事業計画が都市計画とᩚ合しているからといって、そのことをもって

当ࠕ、ものではないので、起業⪅は࠺られるといࡵに事業計画に土地利用の合理ᛶが認ࡕ┤

該࣮ࣝࢺ㑅定の⪃࠼᪉、具体の経㐣地の≧ἣを事業認定申請書に記載 すࠖることによって、

申請事業の࣮ࣝࢺ等が࿘㎶の地ᙧࡸ地㉁、土地利用の⌧≧及び土地利用規ไ、᪤Ꮡの公ඹ

施タ及び公ඹ施タのタ⨨計画、㑇㊧等ᩥ໬財、ᬒほ㈨源の≧ἣ等からࡳて⪃៖すࡁ࡭事項

㸦ࢺࣥ࢖࣏࣮ࣝࣟࢺࣥࢥ㸧を⪃៖した上で計画ࡉれた合理的なものであることをㄝ明する

必要がある。 

 

㸦㸳㸧事業計画表示図の作成について 

申請のᐇົにおいては、事業計画表示図と起業地表示図を୍ᯛの図面でවࡡることが୍

⯡的であるが、ḟのよ࠺なሙ合はὀពが必要である。 

㐨㊰事業㸦新タ、ᨵ⠏、ᣑᖜ㸧において、㐨㊰ᵓ㐀௧に定ࡵられた᭱ᑠᖜဨ㸦ࠕ㸰࣓࣮

 㸳㹫㸧をもつṌ㐨等をタ⨨するሙ合ࡤ࠼るᖜဨ㸦౛࠼㸰㹫㸧を㉸ࡤ௨上ࠖであれࣝࢺ

 

13⠇ 都市計画法の≉౛ 

㸯 都市計画事業と収用ᑐ㇟事業  

①都市計画事業については、これを土地収用法３条ྛྕの୍に該当する事業とࡳなし、土

地収用法の規定を適用する㸦都市計画法㸴㸷条㸧。 

②都市計画事業は都市計画のෆᐜに適合している必要がある㸦都市計画法㸴㸯条㸧ことか

ら、事業地は都市計画の༊ᇦእにࢃたることはでࡁない。 

③୍時使用地等で都市施タとして都市計画決定になࡲࡌないもの㸦土地収用法３条 35ྕの

㝃ᖏ施タ等㸧は、都市計画事業として土地収用はでࡁないことから、ู㏵土地収用法によ

る事業認定が必要となる。 

④都市計画事業については、土地収用法㸰㸮条の規定による事業の認定は行ࡎࢃ、都市計

画法㸴㸯条の認ྍ又はᢎ認をもってこれに௦࠼る㸦都市計画法㸵㸮条㸧。 
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㸰 都市計画事業の認ྍと事業認定の要件 

事業認定の要件 事業認ྍの要件 

事業が土地収用法➨３条ྛྕの㸯にᥖ

 るものに㛵するものであることࡆ

土地収用法➨３条ྛྕの㸯の該当ᛶࡳ

なし規定  㸦都市計画法69㸧 

起業⪅が事業を㐙行する༑ศなពᛮと

⬟ຊを᭷するものであること 

施行⪅の法定 㸦同法59条㸧 

 

事業計画が土地の適正ୟつ合理的な利

用に寄与するものであること 

ͤෆᐜ㸦ุ౛とᐇົ㸧 

①申請事業の施行によりᚓられる公ඹの

利益とኻࢃれる利益のẚ㍑⾮量 

②௦᭰᱌とのẚ㍑㸦࣮ࣝࢺẚ㍑㸧なお、都

市計画決定がなࡉれていれࢺ࣮ࣝࡤẚ㍑

は୙要 

事業のෆᐜが都市計画に適合している

こと       㸦同法61条㸧 

           Ў  その๓ᥦ 

都市計画ᇶ‽ 㸦同法6条、同法13条㸧 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

土地を収用し、又は使用する公益上の必

要があること 

ͤෆᐜ㸦ุ౛とᐇົ㸧 

①申請事業の公益ᛶのⓎ᥹を᪩期に図る

必要があること 

②収用࣭ 使用とする土地等が申請事業の公

益ᛶⓎ᥹のたࡵ必要な⠊ᅖにᏑすること 

③収用࣭使用のูの合理ᛶ 

 

 

 

 

事業施行期㛫が適ษであること 

㸦同法61条㸧 

申請ᡭ⥆が法௧に㐪཯していないこと             

㸦同法61条㸧 
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３ 都市計画法の≉౛ 

都市計画事業については、都市計画事業の認ྍ又はᢎ認をもって土地収用法の事業の認

定があったものとࡳなࡉれるので、あらたࡵて事業の認定を受ける必要はないが、都市計

画事業のᛶ᱁上ከࡃの౛እがある。        (都市計画法69条、同法70条) 

౛እの୺なものは 

(1) ᡭ⥆ಖ␃の࿌示は、都市計画事業の認ྍ又はᢎ認の࿌示の㝿あࡏࢃてᅜ土஺㏻኱⮧又

は都㐨ᗓ┴▱事が行࠺。               (都市計画法72条) 

(2) 事業認定としてのຠຊは、ࠕ事業施行期㛫ࠖの経㐣の時にኻࢃれ、土地収用法29条、

34条の6の適用はない。               (都市計画法71条) 

(3) 㛵ಀேの⠊ᅖのไ㝈、土地にᑐするᦆኻ⿵ൾ㢠⟬定の౯᱁時Ⅼ等については、ᡭ⥆ಖ

␃がなࡉれない㝈り都市計画事᝟の認ྍ又はᢎ認の࿌示の時であるが、当該࿌示の時から1

ᖺ௨ෆに裁決申請をしないとࡁは、1ᖺを経㐣した時(それ௨㝆についても、事業施行期㛫

が⥅⥆する㝈り1ᖺを経㐣することにその時)となる。 

(都市計画法71条、土地収用法29条) 

(4) 都市計画事業には、土地収用法28条の3の規定による土地のಖ඲⩏ົはㄢࡉれࡎ、都

市計画法によるไ㝈がㄢࡏられる。            (都市計画法73条) 

(5) 都市計画事業についての土地収用法の適用は、ࠕ事業施行期㛫 ෆࠖにあるとࡁのࡳで

あるから、その期㛫が経㐣したとࡁは、収用ጤဨ఍にಀᒓ୰であってもኻຠすることとな

る。したがって、土地収用法のሙ合と␗なり裁決申請又は明Ώ裁決の申❧てをその期㛫ෆ

に行ࡤ࠼㊊りるものではない。 

(6) 都市計画法66条の規定による事業の施行についての࿘▱ᥐ⨨を行っても、土地収用法

による⿵ൾ等の࿘▱ᥐ⨨を行ったことになるものではない。 

(都市計画法66条、土地収用法28条の2) 

 

㸲 都市計画事業における収用裁決について 

都市計画事業については、土地収用法20条の規定による事業の認定は行ࡎࢃ、都市計画

法61条の認ྍ又はᢎ認をもってこれに௦࠼るものであり、事業の認定を行࠺ことは必要な

いものである。しかしながら、収用裁決については、都市計画認ྍ等のሙ合のࡳなし規定

はᏑᅾࡎࡏ、㏫に土地収用法の裁決申請の規定を適用しているものである。 

土地収用法の裁決申請の規定は、事業認定を受けた事業認定申請書の添付書類を添付す
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るものである。よって、都市計画事業の裁決申請では、土地収用法16条の事業認定を受け

る事業認定申請書の書類を新たに作成して添付するものであり、その書類は同法20条の事

業認定の要件に該当するものであることを要する。 

具体的には、都市計画事業における収用裁決の申請については、都市計画法71条におい

て、土地収用法における収用裁決申請の規定である土地収用法39条1項を適用している。 

収用裁決申請書の添付書類は、土地収用法施行規則17条の規定において、同３条の事業

認定申請書の添付書類である事業計画書並びに起業地表示図面及び事業計画表示図面を添

付するものである。         (土地収用法39条、土地収用法40条) 

事業計画書に記載する事項としては、 

①事業計画の概要 

②事業の開始及び完成の時期 

③事業に要する経費及びその財源 

④事業の施行を必要とする公益上の理由 

⑤収用又は使用の溺を明らかにした事業に必要な土地等の面積、数量等の概数並びにこれ

らを必要とする理由 

⑥起業地等を当該事業に用いることが相当であり、又は土地等の適正かつ合理的利用に寄

与することとなる理由 

である。 
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      令和３年度
第1回 JCC近畿支部標準補償算定システム
　　　　　　　　　　　　 操作技術研修会

 （オンライン開催）　　

　既に恒例となっています「JCC近畿支部標準補償算定システム」の操作技術研修会ですが、昨年度はコロ
ナ禍のため集合方式では実施困難であり、また、オンライン開催の準備が整っていなかったため残念ながら
開催を断念いたしました。
　今年度は、昨年度末から開催に向けて準備を進めていたため、６月11日(金)にオンラインによる第１回目
の研修を実施することができました。
　システム操作技術研修会としては初めてのオンライン開催であるため、すこしでもスムーズに進行できる
ようにと、メインの操作説明は事前に講師の説明をビデオ録画し、当日はその映像を放映しながらリアルタ
イム出演の進行役が、映像の途中で適宜、補足説明や質疑応答を取り入れるという方式で実施しました。
　そして受講生にも、その説明を聞くためのパソコンとシステム自体を操作するパソコンの２台を用意して
頂き、受講してもらいました。
　ビデオ録画の講師２名は、このシステムを開発当初から参画されている会員である（株）国土開発セン
ターの上坂様と（株）コム建築コンサルタントの浜様に前撮りをお願いし、当日のリアルタイム出演の進行
役には、研修委員会及び、補償システムＩＴ委員会のメンバーとシステム会社のテクノコーポレーション
（株）にサポートをお願いして実施しました。
　今回も受講生としては、会員、非会員またシステムの導入、未導入に関わらず参加者を募り、木造建物を
はじめ工作物や立木についてシステムによって算定を行う一連の作業について実践学習を行いました。
　従来は、２日間にわたって実施しておりましたが、今回は基本的な操作を中心に構成し1日の研修としました。
17名の参加者が説明動画を視聴したり進行役の説明を聴きながら、システムを実際に操作して操作技術
を学びました。

（日　　　時）　令和３年６月11日（金）９：30 ～ 16：30
（場　　　所）　オンライン開催（配信会場：近畿支部事務局会議室）
（ビデオ講師）　(株)国土開発センター　大阪支店　　上坂　佳伸  氏
　　　　　　　　(株)コム建築コンサルタント　　　　浜　　晋作　氏
（開催・案内） （一社）日本補償コンサルタント協会近畿支部
　　　　　　　  補償システムＩＴ委員会　　梶 担当副支部長 ・ 今井 委員長
（進　行　役）　(株)国土開発センター　大阪支店　　新田　武志　氏
（サ ポ ー ト）　テクノコーポレーション(株)　　　　中村　稔人　氏
（参　加　者）　12会員　17名
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　益々進化する「 JCC 近畿支部標準補償算定システム 」は、その仕様については多くの近畿府県・

市町村の起業者からご承認いただき、多くの成果書類を提出させて頂いています。

　導入の相談については、起業者方・会員・非会員会社を問わず、（ 一社 ）日本補償コンサルタント

協会・近畿支部事務局までお問い合わせ下さい。

（研 修 内 容）

　これから導入を検討されている方や、担当者の退職や交代などシステム導入後に活用がなされていない方

に対して、システムのCAD部による作図の一連を研修しました。70㎡程度の２階建て住宅を平面図入力か

ら内部仕上げ、建具、造作、設備など作図と算定に係わるCAD入力作業について研修しました。初めての

方でも70㎡程度の住宅であれば、１日で積算まで出来ます。後半は、工作物、立竹木などの積算の紹介を

行いました。

　システム初心者やリピーターの方、未導入会社の社員さんも参加して頂きましたが、進行役及びサポー

ター方の丁寧な案内により参加者全員が同等に算定方法を理解して頂くことができました。

　初めてのオンライン開催と言うことで、受講生には後日、この研修に関するアンケートにご協力頂きまし

たが、Web参加ながら好評であり、今回と同じテーマの木造建物であっても、あるいは非木造建物などの異

なるテーマであれば、再度受講したいとのご意見を

多数頂きました。特に、Web方式での進行も良く、

コロナ禍に限らず次回もWeb参加を希望される意見

も頂きました。

　近畿支部「補償システムIT委員会」としまして

は、今後も継続して「近畿支部標準補償算定システ

ム」の操作技術研修会を開催して、補償業務向上の

バックアップを図って参ります。



近畿支部報 Vol.7637 近畿支部報 Vol.76 38

補償システムIT委員会レポート　VOL.2
   ～Web会議システムの利用状況についてのアンケート結果報告について～

 　近畿支部　補償システム IT 委員会　

 担当副支部長 梶　　雅弘
 委員長 今井　信宏

 委　員 中川　悦志

　昨年度からの新型コロナウイルスの感染拡大防止対策の一環として不要不急の外出の自粛とともに在宅勤

務やテレワークの実施が推奨され、近畿支部でも委員会や研修会などを Web 会議システムにより実施して

きました。

　一方、私たちの用地補償業務においても起業者との打ち合わせや成果物の完了検査に Web 会議システム

を利用されている会員も見受けられ、コロナ禍の終息後においてもその利用はますます拡大されることが予

想されることから、補償システム IT 委員会ではこういった社会全体の動きを背景に、会員の Web 会議シス

テムの利用実態をアンケートにて調査し、その結果を参考にしながら用地補償業務における利用上の問題点

などを検討することとしています。

　その第一弾として会員の皆様にお願いしました『 Web 会議システム（ Zoom 等 ）の利用状況についての

アンケート 』を集約いたしましたので報告いたします。

なにぶん、回答にご協力いただいた会員が 37 名と若干少なかったため正確な方向性を示すものとはなりま

せんでしたが、これまでの Web 研修や委員会への参加状況等と考えあわせますと大方の会員が何らかの

Web システムを導入し利用されているものと判断してよいと思われます。

　以下、設問ごとの集計結果です。

【 年代 】

　アンケートに回答をいただいた方を年代別にみると、

40 才代が 19 名と一番多く次いで 60 代、 50 代、

30 代となり 20 代は 1 名となっています。なお無回

答の方が 2 名おられました。

ิঈγεςϜ *5 ҕһ会Ϩϙʔτ
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【 設問１ 】

　Web 会議システム（Zoom，Microsoft teams 等 ）を利用したことがありますか。

　これまでに、何らかの形で Web 会議システムを利用したことがあると回答された方は、37 名中、30 名

の方でした。

【 設問２ 】

　Web 会議システムを利用したことがある方に質問です。

　使用している Web 会議システムは何ですか。　（ 複数回答　可 ）

　利用したことがあるシステムについては、Zoom と

Microsoft teams が大半を占めており、会社によっ

て、Google meet、L.weaks、Cisco Webex、Live 

ON、meeting plaza や skype などを利用されてい

ました。

【 設問３ 】

　Web 会議システムをどの作業に利用されましたか。　（ 複数回答　可 ）

　Web 会議システムを利用した業務について は、「 社

内会議 」が一番多く、次いで補償コンの「 委員会や研

修会 」と「 発注者との打合せ 」「 完了検査 」の順と

なっています。そのほか「 協力会社との打合せ 」、「 社

内業務審査 」「 朝礼・部内会議 」「 上長業務報告 」「 現

地踏査の中継 」「 ファイル共有 」での利用や「 会社説

明会 」での利用というのもありました。

ิঈγεςϜ *5 ҕһ会Ϩϙʔτ
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【 設問４ 】

　使用した機器は何ですか。

　Web 会議に使用した機器を質問しましたところ、大

方の会員も相手側も Windows10 での利用が一番多

くなりました。そのほかに、スマホや iPad、Cisco 

TV というのもありました。

　なお、「 相手方 」の使用機種については、確認が困難

との回答もありました

【 設問５ 】

　業務担当は、次のうちどれに該当しますか。

　（ 主任担当者、照査技術者、担当技術者、業務従事者、その他業務使用なし ）

　Web 会議システムをどういう立場で利用したかにつ

いての設問には、「 主任担当者 」の立場での利用が 18

名と一番多く、次いで「 担当技術者 」の 12 名でした。

そのほか「 業務従事者 」4 名、「 照査技術者 」2 名となり

「 その他 」での利用と回答された方が 2 名との結果でし

た。

【 設問６ 】

　その他の利用方法等があればお書きください。

　　　《 特に回答はありませんでした。》

【 設問７ 】

　Web 会議システムを利用したことが無い方への質問です。

　今後 Web 会議システムを利用していこうと考えていますか。

ิঈۀ຿ҕһ会͔Βの͓஌Βͤ
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ิঈۀ຿ҕһ会͔Βの͓஌Βͤ

　本アンケートにご協力いただいた 37 名の方の中で、これまでに Web 会議システムを利用したことがな

いというご回答をいただいた 7 名の方に今後の利用に対する意向をお聞きしましたところ、「 利用したい 」

と回答とされた方が 4 名、「 いらない 」と回答された方が 3 名という結果となりました。

【 設問８ 】

　「 今後、取り上げてほしいことやご意見があればご記入ください。」については、次のような様々なご意見

が寄せられました。（ 回答者の意図を尊重し、修飾を加えず掲載 ）

・Web 会議等の利用割合（ 特に発注者側の ）が知りたい。（ 今後の導入及び継続の状況等 ）

・Web 会議システムについては数種が利用されていると聞きますが、一般的には一長一短があるようです。

　補償業務上で利用事象をパターン化していただきどのシステムが適当かを支部報に掲載していただくと同

時に、利用方法や注意点なども示して頂けるとありがたいです。

・コロナ禍が過ぎた際の Web 会議システムの利用方法について、補償業務上の展望などを示して頂くとあ

りがたい。

・補償業務管理士の登録更新や講習会など Web による開催の方が効率的。コスト面共に良いのではないか。

・発注者との Web 会議を進めるには、発注者からの資料交付や報告書の納品など、現在の紙媒体から電子

媒体への大幅な移行が必要であると思う。協会から発注者へ働きかけをしてもらいたい。

・ドローンの活用方法や注意点、実態調査における定点カメラの導入など協会や発注者からの提言があれば

伺いたい。

・コロナ禍による収入減に伴う営業補償の方向性（ ３か年の資料収集のうち、どの時点での経営分析が適切

なのか等 ）を示してほしい。

・講習会は Web 会議システムにて行う事で進めていただきたい。できればコロナ終息後も講習会は Web

会議方式を継続していただきたい。地方から都市部に講習に行き受講するとなると２時間程度の講習会で

あってもほぼ１日がかりとなり、なおかつ交通費等の費用が発生するため受講したくても敬遠することが

多い。Web であれば非常に参加しやすくなる。

・講習会等の資料も事前に PDF 等にてメールしていただければ不必要な紙の排出も減らせると思う。

・現在、まだ Web 会議が浸透していないこともあり、アクセス方法から使用方法までスムーズにできない

場合がある。簡易なマニュアルがあると助かる。

・補償業務管理士の共通科目及び専門科目研修を Zoom 等で実施してほしい。

【 まとめ 】

　補償システム IT 委員会におきましては、今回のアンケートの集約結果や寄せられたご意見をもとに、用

地補償業務における Web 会議システムの利用方法、利用範囲などについて検討を続けていき、起業者に対

する要望活動にも反映させていきたいと考えています。

今回、大変お忙しい中、アンケートにご協力いただきました会員の皆様方、ありがとうございました。

　引き続きご協力のほどよろしくお願いいたします。
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　弊社は平成3年の創業以来、兵庫県の東播地区

及び西播地区を中心に測量・設計業務を中心に営

んで参りました。　　　　　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　　　　　　　

　補償コンサルタント業務に関しては、平成13

年に登録を行い、物件部門、事業損失部門及び営

業補償・特殊補償部門の3部門を中心に、現在に

至るまで、日々精進し社員一同取り組んでまいり

ました。

　お陰様で東播地区、西播地区以外の地域からも

用地補償関連業務の需要が増加している事から、

更なる技術及び知識を向上したく、この度、日本

補償コンサルタント協会へ加入させて頂く事にな

りました。

　今後は、弊社の理念である『勤勉　努力・積善

陰徳』を基本とし、より一層社員一同精進し、成

長しながら　社会への貢献を果たす所存でありま

す。

　この度は、日本補償コンサルタント協会への入

会を承認して下さり、誠に有難うございました。

　厚く御礼申し上げます。

　当協会会員として、微力ながら寄与出来るよう

努力してまいりますので、皆様のご指導ご鞭撻を

賜りますよう、宜しくお願い申し上げます。　

　

【会社概要】

社　　名：株式会社　洸陽

代 表 者：代表取締役　平田　輝明

本　　社：兵庫県加古川市野口町良野

　　　　　542番地の1

Ｔ Ｅ Ｌ：079-426-7780

Ｆ Ａ Ｘ：079-426-7783

支　　店：神戸支店・姫路支店

資 本 金：1,000万円

登　　録：補償コンサルタント業

　　　　　補29-第4954号

　　　　　測量業

　　　　　登録第(6)-20549号

株式会社　洸　陽

代表取締役　平田　輝明
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本社：〒５３３-００３３

大阪市東淀川区東中島１-１８-２２ 新大阪丸ビル別館

ＴＥＬ．０６-６３２３-６７８１ ／ ＦＡＸ．０６-６３２０-３５９４

事業損失調査の専門業者です

水準測量傾斜測定 記録・撮影

費用算定
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 一般社団法人　日本補償コンサルタント協会　近畿支部　
 親睦委員会　委員長　永井　晴夫
　　
　会員の皆様には、近畿支部の親睦委員会事業にご協力頂きありがとうございます。

　令和３年度の上期における会員親睦事業は、コロナ禍にはあったものの感染症予防対策を十分に取りつつ、

第 68 回 JCC 互留歩大会を開催することが出来ました。皆様の感染症予防対策へのご協力については大変

感謝しております。

　今後も親睦会事業については、引き続き感染症拡大の状況に留意しつつ、政府及び自治体の指導・方針等

を遵守しながら検討して参ります。

　以下に、行事について担当幹事から報告させて頂きます。

第 68 回ＪＣＣ親睦互留歩大会
 親睦委員会　委員　今中　康生　　

　春のゴルフコンペは、令和３年４月８日（ 木 ）にチェリーヒルズゴルフクラブ（ 三木市 ）にて開催いたし

ました。まん延防止等重点措置が再開されたこともあり、どこに行っても粛々とした雰囲気に包まれた時期

でしたが、今回も多くの方にご参加いただきまして、改めて感謝申し上げます。やはり、こんな時には野山

を歩き回り新鮮な空気を味わうのがよろしいかと思います。当日は大変心地の良い日和でもありましたので、

皆様リフレッシュして頂けたのではないでしょうか？

　さて、世間では色々なレジャーが制限されているにも関わらず、殊にゴルフに関してはプレーＯＫ！練習

場もＯＫ！ということで、逆に盛況な感じすらありますね。金持ちスポーツと揶揄された時代もありました

が、最近は若者を中心にゴルフ人口も増えてきているようです。こちらのコースも例年以上の客入りのよう

で、先を見込んで改修工事に勤しんでいました。毎年、桜の季節には利用していますので、気軽にプレーし

やすいようになれば良いですね！

　コンペの結果については以下の通りです。エンジン掛かり切らずの方も多かったようですが、そんな中、

今中氏が通算７度目の優勝を飾りました！コースメンバーということで、ハンデホールも（ たぶん！）熟知

されていたのでしょう。おめでとうございます！

親睦委員会便り　
令和３年度上期編
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　　優　勝　今中健司　氏（ ケンセイ ）　　　　　　　　グロス　１００　／ネット　７４．８

　　準優勝　加藤雅宣　氏（ コンサルタント関西 ）　　　グロス　１０１　／ネット　７５．８

　　第三位　藤本睦之　氏（ 播磨設計コンサルタント ）　グロス　１０１　／ネット　７５．８

　次回は 10 月頃の開催を予定しています。ご参加をお待ちしております。

第 68回　JCC親睦互留歩大会
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　１．本部理事会・委員会等の報告等

　　　① 第６回 理事会（1�25・Web）報告

　　　② 第 ３ 回 補 償 業 務 委 員 会（1�29・

Web）報告

　　　③ 第３回 研修委員会（3�2・Web）報

告

　　　ᶆ 第 ３ 回 企 画・ 広 報 委 員 会（3�5・

Web）報告

　２．復興支援協会からの情報提供等

　　　① 第１０回 理事会（1�25・Web）に

ついて

　３．支部委員会からの報告等

　　（1）総務委員会

　　　① 独禁法講習会（ 2�17・Web) 開催

報告

　　（2）研修委員会

　　　① 実務研修会（2�17・Web) 開催報告

　　（3）補償業務委員会

　　　① 第３回 補償業委員会（2�10・Web）

報告

　　（4）補償システムＩＴ委員会

　　　① 来年度のスケジュール報告

　　（5）企画・広報委員会

　　　① 第４回企画・広報委員会 (2�10) 報告

　　（6）親睦委員会

　　　① 第 68 回互留歩会（4�8）案内

支部役員会及び委員会の動き

代表取締役　松本靖吾
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　４．その他

　　　① 令和 3 年度支部予算 ( 案 ) について

　　　② 令和 3 年度第 45 回近畿支部通常総

会（5�21）について

　　　③ 物件Ｄ̫Ｄ「 建物移転補償の実務 」

( 本部研修事業部作成 ) について

　　　ᶆ 役員の補充について

˗令和３年度　第１回໾員会ʢ ４݄ 1� ೔։࠵ɾ

　8FC）

　１．本部理事会・委員会等の報告等

　　　① 令和２年度 第７回 理事会（3�25・

Web）報告

　　　② 令 和 ２ 年 度 第 ３ 回 総 務 委 員 会

（3�22・Web）報告

　　　③ 令和２年度 第４回 補償業務委員会

（3�10・Web）報告

　２．復興支援協会からの情報提供等

　　　① 令和２年度 第 11 回 理事会（3�25・

Web）について

　３．支部委員会からの報告等

　　（1）補償業務委員会

　　　① 補償業務委員会 ２൝打合せ（3�17、

4�9）報告

　　（2）親睦委員会

　　　① 第 68 回 JCC 親睦互留歩大会（4�8）

報告

ڕ ②　　　 ( イサキ ) ௼り大会の予定（6�19・

和Վ山県日高町 ）

　４．その他

　　　① 役員の補充について

　　　② 令和元年度 近畿支部１社当たり平ۉ

の企業属性

　　　③ 共通科目研修（4�20 ～ 22）新梅田

研修センター　

　　　ᶆ 令和３年度第 45 回近畿支部通常総会

（5�21・Web）

˗令和３年度　第２回໾員会ʢ５݄ 1� ೔։࠵）

　１．本部理事会・委員会等の報告等

　　　① 第１回 総務委員会（5�17・Web）

　２．復興支援協会からの情報提供等

　　　① 第１回理事会（5�21）予定

　3．支部委員会からの報告等

　　（1）総務委員会

　　　① 第１回委員会の開催予定

　　　② 新規入会について（( 株 ) 洸陽 ）

　　（2）研修委員会

　　　① 第１回委員会の開催予定

　　（3）補償業務委員会

　　　① 第１回委員会の開催予定

　　（4）補償システムＩＴ委員会

　　　① 第１回委員会（5�13・Web）報告

　　（5）企画・広報委員会

　　　① 第１回委員会の開催予定

　　（6）親睦委員会

　　　① 第１回委員会の開催予定

ڕ ②　　　 ( イサキ ) ௼り大会の予定（6�19・

和Վ山県日高町 ）

　4．その他

　　　① 共通科目研修（4�20 ～ 22）実施報

告　～新梅田研修センター

　　　② 近畿支部標準補償算定システムの導

入・更新状況
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　　　③ 近畿用対連標準書（単価表）の有償ି与

　　　ᶆ 令和３年度会員名簿の作成

　　　ᶇ 令和３年度第 45 回近畿支部通常総会

（5�21・Web）～進行・シナリオ等

˗令和３年度　第３回໾員会ʢ６݄８೔։࠵ɾ

8FC）

　１．本部理事会・委員会等の報告等

　　　① 第１回 理事会（5�24・Web）

　２．復興支援協会からの情報提供等

　　　① 第１回 理事会（5�21・Web）

　３．支部委員会からの報告等

　　（1）総務委員会

　　　① 新規入会の報告（5�24 付け（ 株 ）洸

陽 ）

　　（2）研修委員会

　　　① 第１回委員会の開催の予定（6�24・

Web と集合のซ用 ）

　　（3）補償業務委員会

　　　① 第１回委員会の報告（6�7・Web）

　　　② 第 16 回補償技術研究会の報告

　　　　　（6�7・Web）

　　（4）補償システムＩＴ委員会

　　　① 「 近畿支部標準補償算定システム操作

技術研修会 」の開催予定（6�11）

　　　② 「 Web 会議システムの利用について

のアンケート 」について

　　（5）企画・広報委員会

　　　① 第１回委員会の開催予定（6�16・

Web）

　　（6）親睦委員会

ڕ ①　　　 ( イサキ ) ௼り大会（6�19・和Վ

山県日高町 ）は中止

　4．その他

　　　① 支部総会開催の新聞記事

　　　② 令和３年度会員名簿の作成

　　　③ 近畿支部標準補償算定システムの導

入・更新状況

　　　ᶆ 近畿用対連標準書（ 単価表 ）の有償ି

与の申込状況

　　　ᶇ 支部総会記念講演（ ８月開催予定 ）に

ついて
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講演会・講習会・研修会等の開催

　会員の資質の向上を目指し、各種講演会・講習会・研修会等を開催しています。

１ɽ令和２年度　独禁法講習会

　　日　　時：令和３年２月 17 日 ( 水 )　13：00 ～ 14：45

　　会　　場：オンライン

　　テ ー マ：「 独占禁止法の遵守と最近の状況 」

　　講　　師：公正取引委員会事務総局　近畿中国四国事務所

　　　　　　　　　　　　 　　経済取引指導官　石本　将之　氏

　　受 講 者：24 会員　34 名、非会員３社　３名　　　合計 37 名

２ɽ令和２年度　第１回実務研修会

　　日　　時：令和３年２月 17 日 ( 水 )　15：15 ～ 16：30

　　会　　場：オンライン

　　テ ー マ：「( 入門 ）土地収用法及び事業認定手続 」

　　講　　師：( 株 ) 平和 ITC　  　　　 調査役　加藤　　巖　氏

　　受 講 者：26 会員　35 名、非会員３社　３名　　　合計 38 名

３ɽ令和３年度　第１回 JCC 近畿支部標準補償算定システム操作技術研修会

　　日　　時：令和３年６月 11 日 ( 金 )　9：30 ～ 16：30

　　会　　場：オンライン

　　テ ー マ：「 木造建物推定再建築費の算定実技 」

　　講　　師：( 株 ) 国土開発センター　　　　　上坂　佳伸　氏

　　　　　　　( 株 ) コム建築コンサルタント　　浜　　晋作　氏

　　進 行 役：( 株 ) 国土開発センター　　　　　新田　武志　氏

　　サポート　： 　テクノコーポレーション ( 株 )

　　受 講 者：12 会員　17 名
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会　員　親　睦　行　事

　会員相互の交流と情報交׵を目的に各種親睦行事を企画開催しています。コロナ禍の中ではありましたが、

屋外活動が中心であったため、感染症拡大防止対策をపఈしながら下記の行事を開催しました。

１ɽ第 6� 回̟̘̘਌ກཹޓาେ会

　日　　時：令和３年４月８日（ 木 ）

　場　　所：チェリーヒルズゴルフクラブ（ 兵庫県三木市 ）　　　　　　

　参 加 者：12 会員 16 名

情 報 提 供 ・ そ の 他

（ 情報提供 ）

１ɽ令和３年度 補償業務؅ཧొ࢜࿥ߋ৽講習会にؔ͢Δ͓஌Βͤ

　　　ʢ ࣗ୐ֶ習ํࣜにมߋ ）
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２ɽ令和３年度 補償業務؅ཧݕ࢜定ʢ චه 。Εま͢͞࠵೔ఔͰ։هがԼݧࢼ（

　日　　時：令和３年１０月２４日（ 日 ）

　会　　場：新梅田研修センター

　　　　　　　大阪市福島区福島６ʵ２２ʵ２０

　　　　　　　（ ０６ ）４７９６ʵ３３７１

　C P D：38 ポイント

３ɽ令和３年度Ҏ߱のొ࿥ߋ৽講習会に͓͚Δड講֨ࢿにͭいて

　新型コロナウイルス感染症拡大の影響に伴い、集合形式の研修が相次いで中止になり、CPD ポイン

トを取得する機会が激減したことにؑみ、令和３年度から令和７年度までの登録更新講習受講に必要な

CPD ポイントは、８０ポイントを５０ポイントに؇和することとします。

　なお、この؇和措置は、今後の CPD ポイントの取得機会の状況等により見直すこともあることを申

し添えます。

登録部門［ 全８部門 ］ ： 土地調査 ／ 土地評価 ／ 物件 ／ 営業・特殊補償
                          機械工作物 ／ 事業損失 ／ 補償関連 ／ 総合補償　　

所属団体 ： （一社）日本補償コンサルタント協会 ／ （公社）日本測量協会
　　        （一社）兵庫県測量設計業協会 ／ （一社）全国地質調査業協会
　　        （一社）建設コンサルタンツ協会
　　　  　　
本 社 〒 679-4161 兵庫県たつの市龍野町日山229番地1

TEL 0791-63-3796 FAX 0791-63-0355
URL http://www.seiban-sekkei.co.jp

大 阪 支 店 〒 555-0001 大阪府大阪市西淀川区佃2丁目15番11号

京 都 支 店 〒 620-0052 京都府福知山市昭和町77番地18号

神 戸 支 店 〒 650-0005 兵庫県神戸市中央区再度筋町19番2-301

姫 路 支 店 〒 670-0824 兵庫県姫路市京町1丁目1420番地1

但 馬 支 店 〒 668-0045 兵庫県豊岡市城南町12番30号

奈 良 営 業 所 〒 630-8441 奈良県奈良市神殿町327番地2-305

和 歌 山 営 業 所 〒 640-8392 和歌山県和歌山市中之島350番地5-103

淡 路 営 業 所 〒 656-0003 兵庫県洲本市中川原町三木田93番地2

株式会社 西 播 設 計
代表取締役 永 井 晴 夫

総合建設コンサルタント

社  会  空  間 「 爽 造 」 企  業
自然と人・社会の融合によるまちづくりをめざして
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会һのಈ޲

会һͷಈ޲
ʢྩ࿨�೥�݄ ��೔ࡏݱʣ

ʬ 代表ऀมߋ ʭ（ 敬শ略 ）

）野総合コンサルタントۄ　5-027　 株 ）
大阪支店
村Ӣ　由ت　　˰　　神戸　達໵

ʬ 入　会 ʭ

　6-276　（ 株 ）洸陽
 （ 令和３年５月 2 ４日付け ）
　　　　　 代表者　平田　輝明
　　　　　 ˟ 675-0017
　　　　　 兵庫県加古川市野口町良野

 542 番地の 1

ʬ ୀ　会 ʭ

　6-113　（ 株 ）ਧ上技研コンサルタント
　　　　 　 （ 令和３年３月３１日付け ）

土木調査・設計・測量

(株)エンタコンサルタント
௦⾲ྲྀ⥾ᙺࠉ園田純也

情熱ࡿ࠼⇞ 実績࡞知識 ㇏ᐩ࠸ࡋ技術 ᪂࡞࠿☜

ᮏ♫ 677-0015:〒  රᗜ┴す⬥ᕷす⬥㸰㸮㸳 TEL 0795-22-2219छ
  FAX 0795-23-3461ࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉࠉ     ࠉࠉࠉࠉࠉ

⚄ᡞᨭᗑ࣭ጲ㊰ᨭᗑ࣭ణ㤿ᨭᗑ࣭ி㒔Ⴀᴗᡤ࣭୰୹Ⴀᴗᡤ࣭ຍᮾႠᴗᡤ

Hpアドレス http://www.entaconsul.co.jp     E࣓࣮ࣝ nishiwaki-info@entaconsul.co.jp
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会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ��2 一般ࡒ団法人 日本ෆಈڀݚ࢈所 近畿支社 補 �� ୈ 1� ߸ ������8�2�1� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ11� （株）/I440 େࡕ支ళ 補 �� ୈ ��� ߸ ����2�2����1 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ�18 （株）ϑΝϊό（چ社໊ （株）タΧμ） 補 �� ୈ ��� ߸ ������������ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ�22 େࡕΤンδχΞϦンά（株） 補 �� ୈ ��� ߸ �����81�281� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ�2� ෱田総߹コンサルタント（株） 補 �� ୈ 1� ߸ ����22���8�� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��1 （株）ڀݚֶ޻ۀ࢈所 補 �� ୈ �1� ߸ ������1��8�� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��2 （株）ΞΠテΫϊ 補 �� ୈ ��� ߸ ����88�����1 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��� 中ԝ෮ݐコンサルタンπ（株） 補 �� ୈ 12 ߸ ����1���1121 ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��� （株）ٕ　ݚ 補 �1 ୈ 8�1 ߸ ������������ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��� （株）୩ᖒ総߹ؑఆ所 補 �1 ୈ ��� ߸ ����2�8����� ˓ ˓ ˓

�ʵ��� （株）ࡾ和૰߹コンサル 補 �� ୈ 1�� ߸ ������1��211 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ�88 （株）ΦΦό େࡕ支ళ 補 �1 ୈ ��8 ߸ ����228�1��� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��8 （株）ϥンυɾコンサルタント ؔ੢支社 補 �1 ୈ ��� ߸ �����2�����1 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� 一般社団法人 近畿ݐઃ協会 補 28 ୈ 1��� ߸ ��������81�1 ˓ ˓ ˓

�ʵ�1� （株）ΤΠト日本ٕज़։ൃ ؔ੢支社 補 �1 ୈ �8� ߸ ���������888 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ�8� （株）ؒ੉コンサルタント େࡕ支ళ 補 �� ୈ ��2 ߸ �����8���8�1 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�2 （株）日ٕݐज़コンサルタント 補 �1 ୈ ��� ߸ ������������ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�8 （株）έンηΠ 補 �� ୈ 2��8 ߸ �����2����81 ˓

�ʵ1�� （株）඿໊ٕज़コンサルタント 補 28 ୈ 11�2 ߸ ����22���22� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��� （株）΢Τスコ ؔ੢支社 補 �� ୈ ��� ߸ ��������1�8� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）地Ҭ経済ڀݚ所 補 28 ୈ 1��� ߸ �����1������ ˓

�ʵ1�� （株）ڥ؀整備ڀݚ所 補 28 ୈ 2��� ߸ ��2���1�1��� ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�1 ࣸଌΤンδχΞϦンά（株） 補 �1 ୈ 1��2 ߸ ������8���18 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）ീभ ؔ੢支社 補 2� ୈ 1��� ߸ �����8��81�� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）Ξスϩʔυ େࡕ支ళ 補 �1 ୈ ���� ߸ ����������88  ˓

େ 　 ࡕ 　 ෎

ʢྩ࿨̏೥݄̒຤ࡏݱʣ



近畿支部報　Vol.76 54

会һ໊฽

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ��� （株）ٶ本ઃܭ 補 �� ୈ �888 ߸ ������1����1 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）サンコム 補 �� ୈ 1�� ߸ ���1����1��� ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）ݐਆଌࡕ 補 �� ୈ 1�� ߸ ��8�����8�81 ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）੢೻ઃܭ 補 �� ୈ 1�� ߸ ���1�������� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ12� （株）΢Τストݐઃコンサルタント 補 2� ୈ �1�� ߸ ����2���1212 ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）コンサルタントؔ੢ 補 2� ୈ 1��� ߸ ����2�8��222 ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）೻ຏઃܭコンサルタント 補 �� ୈ 1��� ߸ �����2���1�� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

ฌ 　 ݿ 　 ݝ

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ2�� （株）౦༸ݐஙઃܭ事務所 補 28 ୈ 1�88 ߸ ������8�2�2� ˓

�ʵ�2� （株）国土։ൃηンタʔ େࡕ支ళ 補 �� ୈ ��8 ߸ ����������1� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ21� （株）χϡʔδΣοΫ �����������1

�ʵ2�� （株）信ӫ補償ઃܭ 補 �2 ୈ 28�� ߸ ��������11��  ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）63 Ϧンέʔδ੢日本支社 補 �� ୈ ��2 ߸ ����������2� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� ೆւΧπϚ（株）ؔ੢支社 補 �� ୈ �1� ߸ ������2����� ˓  ˓ ˓

�ʵ�2� 支ళࡕ໺総߹コンサルタント（株）େۄ 補 �� ୈ 2�2 ߸ ����������11 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ�2� （株）中ԝΫϦΤΠト ؔ੢支ళ 補 28 ୈ ��2� ߸ ����88����1� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）ϢχΦンϦサʔν 補 �� ୈ ���� ߸ ��������18�1 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� ੢日本ߴ଎ಓ࿏Ϗδωスサϙʔト（株） 補 28 ୈ ��18 ߸ ��������2828 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）近畿地Ҭͮ͘Γηンタʔ 補 �2 ୈ �112 ߸ ��������888� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�1 ϓϩδΣΫトサϙʔト（株）ߴࡕ 補 2� ୈ �1�1 ߸ ������������ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�2 （株）シϣ΢ΤΠコンサルタント 補 �� ୈ ��28 ߸ ���������12� ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� 日本ৼڵ（株） 補 2� ୈ 1��8 ߸ ��2��8��8��� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��� ෮ݐ調査ઃܭ（株）େࡕ支社 補 �� ୈ 1�� ߸ �������2�1�� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ�1� ಺֎ΤンδχΞϦンά（株） 補 �� ୈ 1�� ߸ ���������111 ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）ҏ藤ɾകݐݪஙઃܭ事務所 補 �� ୈ 2��� ߸ ������2�1��� ˓

�ʵ1�8 （株）中地コンサルタント 補 28 ୈ 2��8 ߸ ���2��2��2�8 ˓ ˓

�ʵ18� （株）ؔ੢総߹ؑఆ所 補 28 ୈ 1�1� ߸ ����2�2�2��� ˓

�ʵ2�8 Ԙݟଌྔઃܭ（株） 補 28 ୈ 1��� ߸ �����22����� ˓ ˓

ژ 　 ౎ 　 ෎
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会һ໊฽

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ��� （株）ฌݿෆಈؑ࢈ఆ所 補 2� ୈ ���� ߸ ����28����1� ˓

賛 助 会 員

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ1�� ෱コンサルタント（株）ژ 補 �� ୈ 1�2 ߸ ��������2��� ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ11� （株）サンϫコン 補 �� ୈ ��2 ߸ ��������2��� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）ΤΠコʔٕज़コンサルタント 補 �� ୈ 1�� ߸ �����2��1222 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� ؙ一調査ઃܭ（株） 補 �� ୈ 2�� ߸ ������2�8��� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）ࡾѪ調査事務所 補 �� ୈ 1��� ߸ ���������1�� ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）平和 IT$ 補 �1 ୈ ��2 ߸ ���������2�� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�8 （株）ఇ国コンサルタント 補 �1 ୈ 81� ߸ ���8�2�����1 ˓ ˓

�ʵ18� （株）एڱ։ൃٕज़ηンタʔ 補 28 ୈ 1��� ߸ ��������288� ˓ ˓ ˓

�ʵ181 （株）川্ଌྔコンサルタント 補 2� ୈ 1�22 ߸ ������������ ˓ ˓ ˓

�ʵ18� （株）Ξスϫଌྔઃܭ 補 28 ୈ 2��1 ߸ ��������1�12 ˓ ˓ ˓

�ʵ2�8 中ԝଌྔઃܭ（株） 補 �1 ୈ 8�� ߸ �����22�8�82 ˓ ˓ ˓

�ʵ21� （株）ًࡾઃܭ事務所 補 28 ୈ 2��� ߸ �����2����2� ˓ ˓ ˓

�ʵ211 （株）ϫΧサコンサル 補 �1 ୈ 8�� ߸ ��������11�� ˓ ˓ ˓

�ʵ21� （株）ᖒ田調査ઃܭ 補 �1 ୈ 2��� ߸ ������������ ˓ ˓

�ʵ21� ۝಄ཾଌྔ（株） 補 28 ୈ 11�� ߸ ��������1�21 ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ��� （株）日本ւコンサルタントç෱井支ళ 補 �1 ୈ ��2 ߸ ���������188 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ�8� （株）౦༸ઃܭç෱井支ళ 補 �� ୈ 1��� ߸ �����2����1� ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）Ωϛコン 補 �2 ୈ 2��� ߸ ���8��2����� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）Ξトム補償コンサル 補 2� ୈ ��2� ߸ ���������1�� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� ෋࢜ଌྔઃܭ（株） 補 �� ୈ 18�1 ߸ ��������1�11 ˓ ˓

෱ 　 Ҫ 　 ݝ

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ1�� （株）,$ コンサルタント 補 28 ୈ 2��� ߸ ��8���8�8��2 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）ே日コンサル 補 �2 ୈ 28�8 ߸ �����������1 ˓

�ʵ2�8 （༗）େ田ݐங事務所 補 28 ୈ �1�1 ߸ �����82����8 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）Τンタコンサルタント 補 �1 ୈ ��� ߸ �����22�221� ˓ ˓

�ʵ��� Ξサώコンサルタント（株）ฌݿ支社 補 �� ୈ 1��1 ߸ ����28������ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）ᔨཅ 補 2� ୈ ���� ߸ �����2����8� ˓ ˓ ˓
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会һ໊฽

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ��� ΩタΠઃܭ（株） 補 �1 ୈ 1��8 ߸ ���8����2��� ˓ ˓

�ʵ111 （株）৽　ऱ 補 �� ୈ 1�� ߸ ������2�2��� ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� 正和ઃܭ（株） 補 �1 ୈ �8� ߸ �����22��12� ˓ ˓

�ʵ2�2 （株）ླࣛઃܭ事務所 補 �1 ୈ ��� ߸ ���������22� ˓ ˓

�ʵ2�� 近畿ઃܭଌྔ（株） 補 �1 ୈ 8�� ߸ �����22�188� ˓ ˓

࣎ 　 լ 　 ݝ

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ�1� Ξトϥス޻Ӧ（株） 補 �1 ୈ ��� ߸ ���2����1��� ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�1 （株）͔ͨͷݐங事務所 補 28 ୈ 1��2 ߸ �����22��2�2 ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� ଠ༸ΤンδχΞϦンά（株） 補 2� ୈ 22�� ߸ ���2�������� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）コムݐஙコンサルタント 補 �2 ୈ 2�1� ߸ ������������ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）૔田総߹ؑఆ 補 �2 ୈ ���� ߸ ���2������2� ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

ಸ 　 ྑ 　 ݝ

会員൪߸ ໊　　　　শ ొ࿥൪߸ ి　࿩ ొ ࿥ 部 ໳
1 2 � � � � � 8

�ʵ��2 ਗ਼ਫෆಈؑ࢈ఆ࢜事務所 補 �� ୈ 1�� ߸ �����22�128�  ˓ ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）ࢁ本総߹補償コンサルタント 補 2� ୈ 1�8� ߸ �����82�2��� ˓ ˓ ˓

�ʵ1�� （株）Ԭ本ઃܭ 補 28 ୈ 1��� ߸ �����2���1�1 ˓ ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）近畿コンサルタント 補 �1 ୈ ��� ߸ �����82����2 ˓ ˓ ˓

�ʵ2�� （株）公ڞ補償ઃܭ 補 �� ୈ ���1 ߸ �����2����11 ˓ ˓ ˓ ˓

和 　 Վ 　 ࢁ 　 ݝ



近畿支部報　Vol.7657

౤ूืߘ

౤ ߘ ื ू

本ࢽͰ͸Լهͷཁྖ ŋςʔϚͰɺಡऀͷօ༷͔Βͷ౤ߘΛืू͓ͯ͠Γ·͢ɻ

౤　ߘ　ཁ　ྖ

ɾߘ　ݪ　ɾɾɾɾɾɾϫʔυ౳Ͱ͓͍͠ئ·͢ɻ

ɾక੾Γ　ɾɾɾɾɾɾਵ࣌

ɾςʔϚ　ɾɾɾɾɾɾࣗ༝

ɾߘݪྉ　ɾɾɾɾɾɾ̍ςʔϚʹ͖ͭ　5
���ԁ

ɾ̘̥̙ϙΠント　ɾɾ̖�　̍ϖʔδʹ͖ͭ　̍୯ҐΛ෇༩

ɾૹ෇ઌ　ɾɾɾɾɾɾ˟5�������

　େࢢࡕதԝ۠಺本ொ�ஸ໨�൪�߸（ύφγΞϏル�'）

　（一社）日本補償コンサルタント協会　ۙࢧـ෦

ใҕһ会޿ըɾا　

ใҕһ会ฤूҕһ޿ըɾا

　୲౰෭ࢧ෦長ŋҕһ長　　ֿ　　խ߂

　෭ ҕ һ 長　　ࠤ౻　࿨෉　　

　ҕ　　　　һ　　Ԭ෦　কڗ　　Ճ౻　　ቫ　　தҪ　ਖ਼࢘

　　　　　　　　　੢઒　Ղࢠ　　લ本　ར໌（ेޒԻॱ）
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ฤूهޙ

　　 編　ू　ه　ޙ
　͸͡Ίʹɺ͝ ଟ༻ͷதɺ͖͍ͩͨߘد·ͨ͠Έͳ͞·ʹ৺ΑΓ͓ྱਃ্͛͠·͢ɻ�

　ͯ͞ɺ͜ͷࢧ෦ใ ͯʹژ͸ɺ౦ࠒΕΔ͞ץൃ͕߸�� ��೥ͿΓʹ։͞࠵ΕͨΦϦ

ϯϐοΫ͕ดນ͠ɺύϥϦϯϐοΫ͕։࠵த͔ͱ͍ࢥ·͢ɻࡢ೥ͷࠒࠓ͸৽ܕίϩ

φ΢Πϧεײછ๷ࢭͷͨΊʮՆͷࢠߕԂʯ΍ʮߍߴ૯ମʯͳͲɺଟ͘ͷֶੜੜ׆ͷ

ूେ੒ͷ৔͕தࢭͱͳΓ·ͨ͠ɻࠓय़ɺߍߴΛଔࢲͨ͠ۀͷ່΋ίϩφՒͷࠞཚΛ

ड͚ͨҰਓͰ͢ɻߍߴͰ͸Ϛʔνϯάόϯυ෦ʹ �೥ؒॴଐ͓ͯ͠Γ·ͨ͠ɻϚʔ

νϯάόϯυͱ͍͍·͢ͱԻָʹߦਐ΍ୂྻ͕૊Έ߹Θ͞ΕͨΠϝʔδ͕͋Δ͔ͱ

͹ΕΔགྷΓखͷಛ৭͋ΔৼΓ෇͚ͳͲ͕ՃΘݺɺۙ೥͸ΧϥʔΨʔυͱ͕͢·͍ࢥ

ΓɺΤϯλʔςΠϝϯτͷ৭߹͍͕͍ڧ՚΍͔ͳԋ૗ԋٕΛݟΔ͜ͱ͕Ͱ͖·͢ɻ

ؔ੢ݍͰ͸ಸྑݝͷఱཧֶߍڭԂߴ౳ֶߍɺେࡕ෎ͷ࢛ᑍ೅ֶԂߴ౳ֶߍɺ໌ড়ֶ

Ӄߴ౳ֶ͕ߍશࢦ۶ࠃͷߍ߽ڧͱͯ͠༗໊Ͱ͢ɻҰࡢ೥ �� ݄ʹ͍ͨ͞·εʔύʔ

ΞϦʔφͰߦΘΕͨશࠃେ会΁່ͷԠԉʹ͖ߦ·ͨ͠ɻզ͕͕ࢠॴଐ͢Δߍߴ͸΋

ͪΖΜͷ͜ͱɺ্ड़ͷֶߍ΋ؚΊɺશࠃେ会ʹग़৔͢Δߍ߽ڧΒ͕૗ͰΔ �ͭ �ͭ

ͷָۂͷԻྔͱԻѹɺ࿅शʹ࿅शΛॏͶ૑Γ্͛ΒΕͨҰࢳཚΕ͵౷཰ͱදྗݱɺ

͞Βʹ ���ˋͷߍߴੜͷΤωϧΪʔʹײಈ͠ɺ৺਒͑ͨ͜ͱ͸ �೥Ҏ্ࠓͨͬܦ΋

઱໌ʹ͍֮͑ͯ·͢ɻ͔͠͠࠷ऴֶ೥ͱͳͬͨࡢ೥͸ɺίϩφՒʹΈ·ΘΕ௕͍ٳ

૯ମߍߴԂʯ΍ʮࢠߕΛड͚Δ͜ͱͱͳΓ·ͨ͠ɻʮՆͷݶಈͷ੍׆΍ߍ ʯ͕ ૬͍࣍

Ͱத͞ࢭΕɺอऀޢͷ؍ઓ΋׎Θͳ͍ಠࣗͷ஍ํେ会ͰҾୀֶͨ͠ੜ΍தʹ͸ߍٳ

໌͚ͷͦͷ೔ʹ෦׆ಈͷҾୀΛ͛ࠂΒΕֶͨੜ΋͍ͨΑ͏Ͱ͢ɻϚʔνϯάόϯυ

Ͱ͸ྫ೥ͷΑ͏ͳେ会৔ʹͯҰಊʹ会͢Δ͜ͱ͸Ͱ͖ͳ͔ͬͨ΋ͷͷʮө૾ఏग़ʹ

ΑΔ৹ࠪʯͱ͍͏มଇతͳܗͰ͸͋Γ·͕ͨ͠શࠃେ会ʹऔΓ૊Ή͜ͱ͕Ͱ͖·͠

ͨɻײછରࡦ΍׆ಈ੍ݶΛड͚ͳ͕Β΋ɺҰͭͷ࡞඼Λ࡞Γ্͛Δ͜ͱ͕Ͱ͖ͨͷ͸ɺ

ଟ͘ͷֶੜ͕ෆຊҙͳҾୀΛ༨ّͳ͘͞Εͨ͜ͱΛ͍ࢥ·͢ͱɺܙ·Ε͍͔ͯͨ΋

͠Ε·ͤΜɻ·ͨɺͦ͏͍͔ͬͨͩڥ؀Βͦ͜ɺपғͰํͨͬͩͯ͑͘͞ࢧʑ΁ײ

ँͷ৺Λͪ࣋ɺ੒௕͍ͯ͘͠ࢠͲ΋ͨͪΛ͍ͯݟΔͱ親ͱͯ͠ތΒͨ͑͘͠ࢥ �೥

Ͱͨ͠ɻ

૯ମ΋๺৴ӽߍߴΕɺ͞࠵ͷ΋ͱ։ݶɺೖ৔੍ࡦછରײԂʯ͕ࢠߕ೥͸ʮՆͷࠓ　

͍͓ʹݝ� ʮͯ๺৴ӽ૯ମ ����ʯ͕ ։͞࠵ΕɺΘ͕ͨ͠ॅΉ෱ҪݝͰ͸૯߹։会ࣜ

ΛؚΊଟ͘ͷײ͕ٕڝછରࡦɺແ٬؍΍ೖ৔੍ݶΛ࣮ͭͭ͠͞ࢪΕ·ͨ͠ɻ։࠵ʹ

͍ͭͯ͸ڭҭͷ৔ɺ੒௕ͷ৔ͱͯ͠ͷҙٛɺ౎ಓ෎ݝΛ͙ލਓͷԟདྷ΍ҩྍैऀࣄ

΁ͷෛ୲ͷϦεΫ౳ࢍ൱྆࿦͸͋Γ·͕͢ɺʮ۠੾ΓʯΛ͚ͭΔ͜ͱ͕׎Θͳ͔ͬͨ

ੈ୅Λۙ͘Ͱऀͨݟͱͯ͠ɺ։͞࠵Εͨͱ͍͏͜ͱ͕ɺࢠͲ΋ͨͪʹͱͬͯຊདྷ͋

Δ΂ ʮ͖೔ৗ ʯʹ ໭ΔҰาʹ͡ײ·ͨ͠ɻ�

　৽ܕίϩφ΢Πϧεͷײછऀͷ૿ՃɺมҟגͷྲྀߦͳͲʹΑΓ �݄ʹ͸౦ژͰ �

ճ໨ͷࣄٸۓଶએ͞ྩൃ͕ݴΕɺ౎ࢢ෦Ͱ͸·ΜԆ๷ࢭ౳ॏ఺ાஔ͕࣮͞ࢪΕ͓ͯ

Γɺ̍ਓ̍ਓ͕ጶ͠ױͳ͍ጶͤ͞ױͳ͍ߦಈ͕ٻΊΒΕ͍ͯ·͢ɻͦΜͳதϫΫν

ϯ઀छͷීٴɺྍ࣏࢈ࠃༀͷ։ൃɺೝՄਃ੥ͷಈ͖ͳͲɺΘ͔ͣͳ͕Βޫ͕ͩ͑ݟ

Ͷ݉ؾΛ͠ɺࣄɻ�೔΋ૣ͘ਓʑ͕ϚεΫΛඞཁͱͤͣ会࿩͠ɺ৯͢·͕͠ؾͨ͠

ͳࣗ͘༝ʹԟདྷ͕Ͱ͖Δຊདྷ͋Δ΂ ʮ͖೔ৗ ʯʹ ໭Δ͜ͱΛ͏ئ͹͔ΓͰ͢ɻ�

ࡂ໛ͳ౔ੴྲྀن஍۠ʹͯେࢁ౾ҏࢢɺ೤ւࠒॻ͖ऴΘΔ͕هޙɺ͜ͷฤूʹޙ࠷　

͍ࢥΔऀͱͯ͠਎ͷҾ͖క·Δ͢ࣄैʹۀࣄڞͷൃੜ͸ެ֐ࡂੜ͠·ͨ͠ɻൃ͕֐

Ͱ͢ɻඃࡂ஍Ͱ͸͍·΋໋ݒͳ૞׆ࡧಈ͕ߦΘΕ͓ͯΓ·͢ɻඃ͞ࡂΕͨํʑʹ͸

৺ΑΓ͓ݟ෣͍ਃ্͛͠·͢ɻ�� ʢ޿ใ委員　/�0�ʣ�






